
 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 

   現状と課題及び今後の施策の方向性 

 

 

 

 

  Ⅰ 主要な施策 

  Ⅱ 計画の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

28 

 

障害のある人が地域でその人らしく暮らせる共生社会の構築 

障害のある人がその人に合った福祉サービスを選択しつつ、地域社会の中で人々と共

生し、その人らしく暮らせる環境を整備します。 

 

 

 
 

（１） グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備 

 

障害のある人が地域社会の中で人々と共生し、その人らしく暮らせる環境を整備す

ることは大変重要なことであり、障害のある人の地域生活への移行を最重要課題と位

置付け、推進してきました。 

第七次計画では、地域生活に必要な支援やグループホーム等への居住の場を確保す

ることにより、令和３年度から令和５年度まで障害者支援施設（入所施設）からの地

域生活に移行する人の数値目標を毎年度６４人に、令和５年度までに施設入所者数を

令和元年度の４，４４９人から４，３９５人にすることとし、障害のある人の地域生

活への移行に取り組んできました。また、入所施設の入所者の地域生活への移行につ

いては、令和２年度から令和４年度までに２００人以上が、グループホームなどの地

域生活に移行してきたところです。一方、令和５年４月現在、グループホームと障害

者支援施設の待機者は合わせて６０８人います。 

地域生活への移行の推進に当たり、障害のある人の地域における住まいの場を確保

  グループホーム等の機能的な強化や支援の質の向上を図るとともに、日中活

動の場の整備を推進します。 

  障害のある人が地域で安心して暮らせるよう、在宅サービスの充実を図ると

ともに、コミュニケーション支援や移動支援等の取組を推進します。 

  強度行動障害のある人や医療的ケアが必要な人など、障害の程度が重い人に

ついても、できる限り地域で生活できるよう支援していくとともに、地域での支

援が困難な人に対しては、入所施設の有する人的資源や機能を地域生活のバッ

クアップのために活用します。 

  共同住居より単身で生活したいというニーズを有する障害のある人のため創

設された、サテライト型住居の設置・活用が図られるよう、引き続き周知に努め

ます。 

Ⅰ 現状・課題 

１ 障害のある人のニーズに即した多様な暮らしの実現 
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するため、グループホームの整備を最重要施策の一つと位置付け、障害のある人がで

きる限り身近な地域において日常生活及び社会生活を営めるよう、グループホームの

整備・運営や、利用者に対する支援のための各種事業を実施してきました。 

今後は、地域偏在の解消を図るほか、障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き後」

に備えるとともに、入所施設や病院からの地域移行を更に進めるため、重度障害や多

様な障害特性にも対応できるグループホームの供給を増やす必要があります。さら

に、精神障害や身体障害のある人のためのグループホームの整備や、障害があっても

単身で生活をしたいというニーズに対応するため、本体住居の食堂等を利用するなど

密接な連携を前提とした、一人暮らしに近い形態のサテライト型住居の更なる周知を

行い、供給を増やすことが必要です。 

サービスの質の向上については、社会福祉法人のほか、株式会社など様々な分野か

らの事業参入が増える中で、経営者や運営者、支援員等の資質及び意識の向上を図る

とともに、人員・設備・運営の基準等に係る正しい理解の促進や支援スキル向上のた

めの支援を行う必要があります。また、グループホームを利用している障害程度の重

い人や精神障害のある人など、心身の状況等で障害福祉サービス等を利用できないと

きに必要なグループホームでの日中の支援に係る事業所への支援や高齢化などによ

り外出できない利用者が、より充実した生活ができるよう日中生活の支援を求める声

もあります。 

一方、グループホームの設置に際して、依然として地域住民の反対に遭うケースが

あるため、障害を理由とする差別の解消と障害のある人の地域における生活の場の必

要性について、地域住民の関心と理解を深めるための啓発活動が必要です。 

障害のある人等の入所施設や病院からの地域生活への移行や地域生活の継続等を

支援し、障害のある人等の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、地域生

活支援拠点等の整備を促進することが求められています。地域生活支援拠点等の整備

に当たっては、地域での生活に対する安心感を担保し、自立した生活を希望する者に

対する支援等を進めるため、地域生活への移行、親元からの自立等に係る相談、一人

暮らし、グループホームの入居等の体験の機会及び場の提供、短期入所の利便性・対

応力の向上等による緊急時の受入体制の確保、人材の確保・養成・連携等による専門

性の確保並びにサービス拠点の整備及びコーディネーターの配置等による地域の体

制づくりを行う機能が求められており、今後、障害のある人等の多様な障害特性、重

度化・高齢化や「親亡き後」を見据えて、これらの機能を更に強化する必要がありま

す。 

地域生活支援拠点等の整備については、第七次千葉県障害者計画において、共同設

置を含み全市町村に整備することを目標に掲げ、市町村と連携して取り組んできまし

たが、専門人材の養成・確保や緊急時における短期入所等の受入先の確保等が困難で

あることから、令和５年度当初で３０市町村とまだ十分に整備が進んでいない状況で
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あり、積極的な整備とともに、その機能を充実させるための運用状況の検証及び検討

が進むよう市町村に働きかける必要があります。 

 

 

① グループホームの整備については、障害者計画の数値目標、利用待機者調査、

重度化・高齢化等による在宅からグループホームへの移行等、地域での必要性な

どを踏まえ、順次支援を行い、利用者の多様な障害特性に応じたグループホーム

の量と質の充実を図ります。特に、強度行動障害のある人、重症心身障害者や医

療的ケアの必要な障害がある人、精神障害や身体障害のある人のためのグループ

ホームの整備など、社会情勢に即応した整備に努めます。運営の安定及び人材の

確保に資するために、グループホームに対して、運営等に関する費用の補助や障

害者グループホーム等支援ワーカーによる新規開設相談を実施します。また、収

入の少ない利用者へ家賃を補助するとともに、共同住居より単身で生活したいと

いうニーズに応えるため創設された、サテライト型住居の設置・活用が図られる

よう、引き続き周知に努めます。 

 

② サービスの質の向上を図るため、サービス管理責任者、世話人などへの研修を

実施するとともに、障害者グループホーム等支援ワーカーによる事業者に対する

運営相談支援を行います。また、利用者の高齢化や障害の重度化などに対応した

生活支援員の増員など、手厚い人員配置を行うグループホームに対して、実態に

即した報酬体系となるよう、加算制度の拡充などを国へ要望します。あわせて、

グループホーム利用者が地域生活支援事業等により、より充実した生活を送れる

よう市町村などに働きかけます。 

さらに、障害福祉サービス事業所等に対する指導監査の充実を図るとともに、

その結果を市町村と共有すること等を通じて障害福祉サービス等の質を向上させ

るための体制を確保します。 

 

③ 障害のある人の地域生活について、近隣住民から正しい理解が得られるよう、

地域の行政、権利擁護団体、不動産業団体等との協力の下、県民への啓発に努め

ます。また、障害者条例に基づく広域専門指導員等が、必要に応じて市町村と連

携しながら差別に関する個別事案の解決に当たります。 

 

④ 市町村における地域生活支援拠点等の整備を促進するためには、地域全体で支

援する協力体制の構築が重要であるため、拠点等の整備、運営に関する研修会等

を開催し、好事例（優良事例）の紹介や、現状や課題等を把握・共有するなど継

続的な支援を行っていきます。拠点等の整備に当たって、新たに施設整備等を行

Ⅱ 取組の方向性 
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う必要がある場合には、社会福祉施設等施設整備費補助金等の活用を図ります。 

 

⑤ 地域移行の推進のため、地域生活支援拠点等の制度について周知するととも

に、地域移行の可能な人への支援の在り方などを検討し、相談支援事業や障害者

グループホーム等支援ワーカー事業を活用して、施設待機者等を踏まえ、これま

で以上に地域に移行できるよう取り組みます。 

 

⑥ 令和８年度末の施設入所者数については、令和４年度末時点の施設入所者数と

施設待機者等の地域の実情等を踏まえて４，３５５人とし、グループホーム等で

の対応が困難な人のニーズに障害者支援施設（入所施設）が対応します。 

なお、今後とも、待機者や重度化・高齢化の状況について、総合支援協議会や

市町村等の意見を聴きながら地域の実態把握に努めるとともに、地域での生活を

継続することが困難となった場合に、障害者支援施設等が利用できるよう、情報

の提供や体制づくりについて、関係者の理解を得ながら検討します。 
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№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

１ 
グループ ホーム 等 の 定員

（人） 
１０，４１０ ― ― １５，０００ 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

２ 
施設入所者の地域生活への

移行者数（人） 
８７ ６６ ６６ ６６ 

３ 施設入所者数（人） ４，３５５ ― ― ４，３５５ 

４ 

地域生活支援拠点等が整備

されている市町村数（市町

村） ※共同設置を含む 

２８ ４０ ４５ ５４ 

５ 
地域生活支援拠点等コー

ディネーター配置人数（人） 
― ２０ ２４ ２７ 

６ 

地域生活支援拠点等の機能

の充実に向けた検証及び検

討を実施した市町村数（市町

村）※整備済み市町村のみ

対象 

２８ ３５ ４０ ４５ 

７ 

障害福祉サービス事業所に

対する指導監査結果の市町

村との共有回数（回） 

０ １ １ １ 

 

  

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（２） 日中活動の場の充実 

 

障害のある人が利用する日中活動のサービスには、生活介護、自立訓練、就労移行

支援等の障害福祉サービス事業のほか、市町村が地域の実情や利用者の特性に応じて

実施する地域活動支援センター等様々なものがあります。障害のある人の地域での生

活を実現するには、住まいの場の確保とともに、ニーズや個性に応じたサービスをで

きるだけ身近な地域で利用できるよう、日中活動の場の整備が必要です。また、身体

障害、重症心身障害の状態にある人（子どもを含む）が利用可能な日中活動の場の整

備が必要です。 

日中活動の場の一層の整備に加えて、家族等の支援のためにも、短期入所事業を併

設するなど、ニーズに応えるために柔軟な対応が求められます。 

日中活動の場としては、障害福祉サービス事業所の整備の促進を図るとともに、地

域活動支援センター等について、本県独自の事業として常時介護が必要な重度障害の

ある人のための加算補助制度や、就労移行を促進するための加算補助制度及び家賃へ

の一部補助制度等を行っています。特別支援学校や特別支援学級に通う子どもたちに

ついては、学校の長期休暇や放課後の地域での療育支援体制及び家族への支援体制と

して、放課後等デイサービスなどとともに、卒業後、地域で生活するための日中活動

の場の整備が必要です。 

地域活動支援センターは、障害のある人が通い、創作的活動又は生産活動の提供、

社会との交流の促進等の便宜を図るものです。仲間づくりや地域住民との交流の場と

しての機能をはじめ、地域活動支援センターに求められる機能や役割は多様です。し

かし、地域によっては視覚障害や聴覚障害のある人など、障害特性に応じたサービス

提供が十分でないなどの指摘もあります。 

 

 

① 様々な障害のある人のニーズに応じた日中活動の場の充実のため、限られた社

会資源を有効に活用するとともに、個々の特性やニーズに応じて利用可能な日中

活動の場の整備を促進します。 

また、利用ニーズが多いものの社会資源の少ない医療的ケアができる生活介護

などの日中活動の場や、必要に応じて一時的に利用することができる短期入所事

業所などについて量的・質的拡充に努めます。 

 

② 重症心身障害の状態にある子どもや知的障害、肢体不自由のある子どもなど、

特別支援学校や特別支援学級に通う障害のある子どもが利用できる放課後等デ

イサービスなどの日中活動の場の整備を促進します。 

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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特別支援学校の再編等に伴い、通学先が変わる子どもたちが、放課後等に利用

できる場が確保されるよう、教育委員会や関係市町村等と連携し、整備を促進し

ます。 

 

③ 市町村が実施する地域活動支援センターの充実を図るため、地域の特性に応じ

た支援ができるよう、国に対して必要な財源の確保を引き続き要望します。 

また、地域活動支援センターの実態把握を踏まえ、障害のある人が特性に応じ

た支援を受けられるよう、実施主体である市町村と協議しながら、県独自の補助

制度の見直しを検討し、地域活動支援センターの充実に向けた支援を行います。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

８ 

地域活動支援センター設置

市町村数（市町村） ※共同

設置を含む 

５３ ５４ ５４ ５４ 

  

Ⅲ 数値目標 
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（３） 地域生活を推進するための在宅サービスの充実 

 

地域で生活している障害のある人が、一生涯を通じて、住み慣れた地域社会の中で

継続して生活でき、また、障害のある人の自立や社会参加を促進するためには、在宅

の障害のある人やヤングケアラーをはじめとするその家族に対する福祉サービスの

充実が必要です。 

障害のある人の自立や社会参加を促進するため、在宅で生活している障害のある人

及びその家族へのサービスとして、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及

び短期入所等の給付を市町村が行っています。 

自立生活援助では、障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での

一人暮らしに移行した人や、現に一人暮らしの人に対して必要な支援を行っています

が、定期的な訪問や相談対応、関係機関との連絡調整等を行うには、必要な支給量を

確保する必要があります。 

重度訪問介護については、最重度の障害のある人で重度訪問介護を利用している人

に対し、入院中の医療機関においても、利用者の状態などを熟知しているホームヘル

パーを引き続き利用し、そのニーズを医療従事者に伝達する等の支援ができるように

なったため、十分な支給量を確保する必要があります。 

また、居宅介護等の従事者（ホームヘルパー）を対象として、障害のある人のニー

ズに応じた支援を行うため、県及び県が指定する事業者による養成研修やスキルアッ

プ研修を実施し、資質向上に努める必要があります。障害のある人の中には、福祉の

支援を受けず生活を営んでいる人も多くいます。また、住まいの場や日中活動の場で

の支援を受けながら独立して生活をする人、継続的な介護や支援を受けながら生活す

る人、一般の企業で働く人、福祉施設の中で働く人など、様々なライフスタイルがあ

ります。こうした中で障害のある人の意向を最大限尊重しつつ、多様な支援を確保し

ていくことが重要です。 

また、弱視や難聴の人、中途で障害を持った人が、引き続き、地域で生活を営める

よう、社会生活を営む上で重要な手段となる情報の取得や、コミュニケーションなど

についての支援が必要です。 

介護する家族等の疾病やレスパイト、単身生活者の一時的な利用など、在宅で介護

を受けることが一時的に困難になった人が施設に一時的に入所する短期入所事業所

の整備を促進しています。 

しかし、短期入所は入所施設利用待機者の代替的な利用や、いわゆるロングステイ

化等により、緊急時の受入れや、レスパイト等の本来の利用が困難となる状況があり、

地域において更にサービス提供量を充実させる必要があります。 

また、短期入所利用者が事業所を選択する際の情報が不足していることや、事業所

が緊急時などに初めての利用者を受け入れる場合に、その利用者の特性等について十

Ⅰ 現状・課題 
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分に把握できておらず、支援に困難を抱えることが課題として指摘されています。 

また、これまで地域で福祉サービスを利用せずに生活してきた障害のある人がその

ような生活が困難となった場合の支援など、社会生活力を高めるための幅広い支援を

推進していく必要があります。障害のある子どもへの対応を含めて家族等への虐待防

止セミナーや身近な地域における緊急時の支援体制の検討も必要です。 

 

 

① 引き続き、ホームヘルパー等に対する各種研修を行うことにより、支援の質の

向上に取り組むとともに、利用者のニーズに応えられる十分なサービス量の確保

に努めます。 

自立生活援助の適正なサービスの確保と円滑な利用の推進に努めます。 

重度訪問介護については、サービス利用状況や障害のある人のニーズを十分把

握した上で、市町村の支給決定を尊重した国庫負担とすることなど、必要な見直

しを国に要望します。 

 

② 障害のある人が、引き続き、住み慣れた地域で安心して生活できるようにする

とともにその生活の質的向上を図るため、県として市町村間の意思疎通支援事業

や移動支援事業の円滑な相互利用や事業の充実に向けて助言・支援等を行いま

す。そのために移動支援従業者の資質の向上、コミュニケーション手段の確保等、

社会参加促進のためのサービスの充実を図ります。 

 

③ 経済的自立や地域生活に必要な所得保障の観点から、障害基礎年金の増額や住

居手当の創設等、必要な見直しを引き続き国に要望していきます。 

 

④ 重度の視覚障害のある人などの外出する機会を確保するため、同行援護事業従

事者の資質の向上に努めるとともに、身体障害者補助犬の育成、中途で視覚障害

となった人の歩行訓練やコミュニケーション訓練、視覚障害のある人のための教

養・文化講座など、適切な実施に努めます。 

 

⑤ 介護する家族等の疾病やレスパイト等のニーズに応えるため、短期入所事業所

の整備を促進します。 

 

⑥ 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（以下「障害

者虐待防止法」という。）や障害者差別解消法、成年後見制度などの周知に努める

とともに、障害のある人に対する理解を広げ、差別をなくすための取組について

情報提供するなど、当事者団体や家族会、それらを支える支援者などの活動を支

Ⅱ 取組の方向性 
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援します。 

 

⑦ 障害のある人が地域で自立した生活を続けることができるよう、日常生活を送

る上で不安を抱える障害のある人に対して、日常生活自立支援事業による福祉

サービスの利用の援助や金銭管理等の支援を行います。 

 

⑧ 生活困窮者自立支援法に基づく、ひきこもりや障害のある人を含む生活困窮者

からの就労その他の自立に関する相談を受け、抱えている課題を評価・分析し、

そのニーズに応じた支援計画を策定の上、必要な支援に結び付ける自立相談支援

事業や、離職等により住宅を失うおそれのある生活困窮者などに対し就職活動等

を支えるため、家賃相当額を給付する住居確保給付金などにより、障害のある人

の地域生活を支援します。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

９ 
日常生活自立支援事業利用

者数（人） 
１，７０１ １，７５２ １，８３２ １，９１２ 

10 短期入所事業所数（箇所） ３１５ ３６５ ３９０ ４１５ 

 

  

Ⅲ 数値目標 

盲導犬を使用する様子 



 

38 

（４） 重度・重複障害のある人等の地域生活の支援 

 

障害のある人等の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、入所施設や病

院からの地域移行を進めるため、地域生活支援拠点等の機能強化や日中サービス支援

型グループホーム等の重度障害にも対応できるグループホームの整備を促進するこ

とが求められています。強度行動障害のある人等をグループホームで支援するために

は、構造の工夫や支援員の手厚いケアなど、その特性に適した生活環境の整備や、支

援体制の充実が必要となります。あわせて、支援員のスキルを向上させる取組が必要

です。 

このため、県では、重度の強度行動障害のある人について、「暮らしの場支援会議」

を中心とした本人に合った暮らしの場へとつなぐ仕組み、民間事業者による受入環境

の整備への支援、専門性の高い人材の育成、を大きな柱とした「千葉県重度の強度行

動障害のある方への支援システム」を運用し、新しい生活の場への移行を進めるとと

もに、継続的にフォローアップしています。 

また、重症心身障害の状態にある人（子どもを含む）でも、自宅や住み慣れた地域

での生活を望む場合、できる限りそれを支援することが重要であり、日中に安心して

通える活動の場の確保が必要です。しかし、事業所の設備や従事者の体制等の問題も

あり、高度な医療的ケアを必要とする人の利用は困難な状況です。新生児特定集中治

療室（ＮＩＣＵ）から退院する場合、現状では、家族や関係者に十分な知識がないこ

とから、在宅生活への不安が増したり、在宅生活の円滑なスタートに向けた支援が不

十分であるという状況がみられます。また、医療的ケアが必要な障害のある人や子ど

もに対応できる医療型短期入所事業所が不足していることに加え、福祉型短期入所事

業所では、職員の喀痰
かくたん

吸引技術の取得や看護師等の専門職員の配置の問題により、受

入れが進んでいないなどの意見もあることから、家族が病気になった場合などの緊急

時やレスパイトのための短期入所施設の整備や家族等への支援が必要です。 

さらに、１８歳を迎え、大人として個を尊重され、適切な支援を行っていくために

は、関係機関が連携し、転所や地域移行等を進めていく必要があります。 

 

 

① 県内各地域での強度行動障害のある人への支援体制の構築に向け、「強度行動

障害のある方への支援体制構築事業」や「強度行動障害のある方の支援者に対す

る研修事業」の成果や課題を踏まえ、支援の在り方等について、引き続き、検討

を進めるとともに、研修修了者のうち行動障害者支援サポーターとして登録され

ている方を各地域の事業所に派遣するなど、その成果、研修効果について県全域

へ普及を図ります。 

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 



 

39 

市町村における地域生活支援拠点等の整備を促進するためには、地域全体で支

援する協力体制の構築が重要であるため、拠点等の整備、運営に関する研修会等

を開催し、好事例（優良事例）の紹介や、現状や課題等を把握・共有するなど継

続的な支援を行っていきます。拠点等の整備に当たって、新たに施設整備等を行

う必要がある場合には、社会福祉施設等施設整備費補助金等を活用します。地域

生活支援拠点等の制度について周知するとともに、地域移行の可能な人への支援

の在り方などを検討し、相談支援事業や障害者グループホーム等支援ワーカー事

業を活用して、施設待機者等を踏まえ、これまで以上に地域に移行できるよう取

り組みます。 

あわせて、「重度の強度行動障害のある方への支援体制整備事業」により、既存

の障害者支援施設やグループホームが重度の強度行動障害のある人を受け入れる

ための改修等の経費に対する補助を継続し、民間施設の支援を行っていきます。 

また、医療的ケアが必要な障害のある人や子どもが在宅で医療や福祉サービス

を受けられるよう、医療的ケア児等支援センターにおいて、家族等から寄せられ

る様々な相談への助言を行うとともに、地域で支援を担う人材の育成や、地域に

おける支援体制の構築を支援します。 

なお、市町村の地域生活支援事業において、利用者の状況に応じた柔軟な形態

による事業ができるよう市町村に働きかけます。 

 

② 重症心身障害の状態にある人（子どもを含む）の支援の充実を図るため、在宅

で生活している重症心身障害の状態にある人を受け入れることが可能な短期入

所事業所をはじめ、生活介護等の日中活動の場の整備を引き続き促進します。重

度・重複障害のある人の地域生活の継続を支援するために、「強度行動障害短期入

所特別支援事業」を引き続き実施し、家族等の負担の軽減に努めます。 

 

③ 障害児入所施設に入所している１８歳に達する障害のある人については、支援

主体となる市町村、障害児入所施設、児童相談所等による地域移行等連絡調整会

議を早期に開催することにより、入所者の特性に応じてグループホーム、障害者

支援施設等への円滑な移行を図ります。 

また、様々な事情により移行が困難な人については、県が設置する協議の場を

活用し、移行調整の支援を行います。なお、移行に伴うグループホームの整備に

ついては、関係法人等への働きかけや対応について検討します。 
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「どうぞこちらへ案内しましょうか」 

令和３年度 障害者週間のポスター 

小学生部門 

千葉県身体障害者福祉協会理事長賞 

 藤原 麻椰 さん 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

11 

「強度行動障害のある方の

支援者に対する研修事業」

受講者数（人） 

１３８ １７０ １８６ ２０２ 

 

  

Ⅲ 数値目標 
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（５） 入所施設の有する人的資源や機能の活用 

 

入所施設（障害者支援施設）は、地域生活が困難な障害のある人の生活に必要な支

援を行う施設であり、一定の機能回復や生活訓練等を通じて在宅生活、地域生活への

復帰を支援する役割も担っています。 

本計画の数値目標である施設入所者の地域生活への移行を促進するためには、地域

に移行した障害のある人に対する専門的な相談支援や日中活動の場の提供、短期入所

などの機能が地域において必要です。 

また、地域で生活している障害のある人の高齢化や重度化が進んでおり、在宅の障

害のある人が高齢になっても住み慣れた地域で生活を続けることができる環境整備

が必要です。それとともに、施設入所が必要な人の増加も予想されることから、住ま

いとしての在り方や、その役割については引き続き検討課題となっています。 

強度行動障害のある人に対する支援については、旧千葉県袖ケ浦福祉センターにお

いて、県立施設の役割として、民間施設で支援が困難な人を受け入れるという方針を

掲げてきた結果、県内各地から最重度の利用者がセンターに集中したため、組織・人

材ガバナンスが困難になるなど、虐待のリスクが増大していたといった指摘がなされ

ました。 

こうした指摘などを受け、県では、県立施設による一極集中の支援ではなく、各地

域の民間施設で分散して受け入れ、きめ細かな支援を行えるよう、新たに「千葉県重

度の強度行動障害のある方への支援システム」を構築し、運用しています。 

引き続き、そのシステムを円滑に運用し、個々の障害特性に応じた支援が受けられ

る地域の暮らしの場へとつないでいくために、行政、民間事業者が連携して取り組ん

でいく必要があります。 

 

 

① 入所施設（障害者支援施設）は、地域で生活する障害のある人に対する在宅支

援の拠点（地域交流・避難拠点等）として、また、重度の障害を持つ人や医療的

ケアが必要な人の施設入所、短期入所等に対するニーズの受け皿として、重要な

役割を担っていることから、引き続き、積極的に機能の活用を図っていきます。

また、施設の一層の小規模化、個室化、バリアフリー化や高齢化に対応した改修

等を支援し、安全・安心な住まいの場を確保するよう努めます。 

 

② 障害のある人の地域生活支援の推進のため、地域生活支援拠点等の整備及びそ

の機能の充実に向けた検証・検討を実施することにより、地域での暮らしの安心

感を担保し、親元からの自立を希望する障害のある人に対する支援等に努めま

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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す。 

 

③ 障害程度の重い人など、入所による支援が特に必要な人のサービス提供に不足

が生じないよう、グループホーム等での生活が可能な人については、入所施設（障

害者支援施設）からの地域移行を推進します。障害のある人の重度化・高齢化に

対応できるグループホームの設置・活用の促進が図られるよう、周知に努めます。

また、医療的ケアが必要な障害程度の重い人等を受け入れる短期入所事業所の拡

充に努めます。あわせて、地域での支援が困難な障害のある人に対しては、入所

施設（障害者支援施設）の果たす役割が引き続き重要であることに留意しつつ、

入所施設（障害者支援施設）の有する人的資源や機能を地域生活の支援に活用す

ることで、地域移行が可能となる環境づくりを推進します。 

 

④ 重度の強度行動障害のある人に対する支援については、県内の各地域において

必要な支援を受けられるよう、民間事業者の協力の下、市町村と連携した支援シ

ステムを運用します。 

県が強度行動障害支援の有識者、民間施設・相談支援事業所関係者、医療関係

者等により構成する「暮らしの場支援会議」を運営し、責任をもって、支援が難

しい県内の重度の強度行動障害のある人を一人ひとりの意向に沿った暮らしの場

へとつなぎます。 

また、民間の入所施設やグループホームなど、一人ひとりの障害特性に応じた

多様な住まいをできる限り各地域に分散して確保するため、民間事業者が行う既

存施設の改修やグループホーム等の整備及び支援体制の充実に対し助成するとと

もに、「強度行動障害のある方の支援者に対する研修」により、高度な知識と支援

スキルを持った専門性の高い人材を引き続き育成し、受け入れ施設の拡大を図り

ます。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

12 
指定障害者支援施設の必要

定員総数（人） 
４，５８１ ― ― ４，５４１ 

13 

地域生活支援拠点等が整備

されている市町村数（市町

村） ※共同設置を含む 

【再掲】  

２８ ４０ ４５ ５４ 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（６） 千葉リハビリテーションセンターの運営 

 
千葉県千葉リハビリテーションセンターは、リハビリテーション医療施設、医療型

障害児入所施設、児童発達支援センター、障害者支援施設及び補装具製作施設によっ

て構成される県内唯一の総合リハビリテーションセンターです。同センターは、多様

な施設機能により民間では対応の難しい障害児者に対し高度で専門的な医療・福祉

サービスを提供し、患者・利用者の社会復帰・家庭復帰の促進を図っています。 

また、県内における地域リハビリテーションの推進や、医療的ケア児の支援体制構

築、高次脳機能障害のある人の支援、さらには災害時における被災地支援など中核的

センターとして障害者施策の推進に重要な役割を担っています。 

平成１８年度には、従前の管理委託制度から指定管理者制度に移行し、社会福祉法

人千葉県身体障害者福祉事業団が指定管理者として管理運営を行っています。 

同センターの運営においては、高齢化に伴う障害のある人の増加や、医療的ケア児

の増加に伴い、同センターにおける医療・福祉サービスの提供に当たって次のような

課題が認められます。 

まず、回復期病床は千葉保健医療圏域においてなお不足しているものの急速に増加

しており、県立施設として同センターには、脊髄損傷や高次脳機能障害のある人など

民間では対応が困難な重度の障害のある人に対し、質の高いリハビリテーション医療

を提供していくことが求められています。 

次に、就労年齢にある脊髄損傷や高次脳機能障害のある人が社会復帰（地域におけ

る生活）を目指す上で、回復期リハビリテーションから自立訓練、就労移行・定着ま

で一貫した支援を行う職業リハビリテーションは重要であり、これまでのノウハウの

蓄積を生かし、関係機関と連携した就労支援スキームの構築と、同センターにおける

サービス提供体制の強化が求められています。 

また、重症心身障害は日常的に医療的ケアが必要となることが多く、常に専門性を

備えた施設とつながりを保つ必要があります。県内には、重症心身障害児・者が入所

できる施設が６箇所ありますが、立地する地域が限られていることもあり、更に充実

を求める声があります。こうした中、令和３年に「医療的ケア児及びその家族に対す

る支援に関する法律（以下「医療的ケア児支援法」という。）」が施行され、県では

令和４年度に「医療的ケア児等支援センター」を開設しました。地域における支援体

制の整備が急がれる一方、相談支援や地域資源には地域格差があることから、同セン

ターは千葉県の「医療的ケア児等支援センター」として人材育成も含め地域特性を踏

まえた体制の整備を促進する必要があります。 

加えて、平成２４年の児童福祉法の改正により、児童発達支援や放課後等デイサー

ビスの供給量は増加しましたが、重症心身障害児・者が地域で生活するに当たっての

日中活動の場や、家族・介護者等のレスパイトなどの地域資源は限られており、県立

Ⅰ 現状・課題 
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施設として同センターのサービスの拡充が期待されています。このような重症心身障

害児・者の支援に関する課題に対し、同センターの有する高度な専門性を地域へ展開

（アウトリーチ）していく必要があります。 

また、同センターは、設置から４０年以上が経過して施設設備の老朽化や狭隘化が

進み、県民ニーズに十分に対応することが困難となったことから、「千葉県県有建物

長寿命化計画」で、平成３０年度から令和４年度までのⅠ期に建替えの着手を目指す

施設として位置付けられ、令和元年度には施設整備に係る基本計画を策定し、令和２

年度から４年度にかけては、基本設計及び実施設計を行い、利用者の療養環境が充実

するよう、機能性を高める諸室配置等の検討を行いました。 

令和５年度から、第１期工事となる外来診療棟の建設工事に着手したところですが、

建設場所は現センターの敷地とし、センターの運営を休止せずに、一部建設と一部解

体を繰り返すローリング方式による施設整備を行うこととしました。そのため、工事

期間中も患者・利用者に対するサービスの提供を継続することから、工事の振動や騒

音などにより患者等の状態に影響が生じないよう十分に配慮しながら、施設の整備を

進めていく必要があります。 

 

 
① 千葉リハビリテーションセンターは、引き続き重症心身障害児・者や脊髄損傷、

高次脳機能障害のある人など重度の障害のある人に対する総合的リハビリテー

ションを提供するとともに、県内の民間施設等に対する技術的な助言や医師派遣

を行う中核的センターとしての役割を担います。 

 

② 重度障害のある人の就労を促進するため、就労支援プログラムの更なる充実を

図るとともに、リハビリテーション医療施設、更生園、高次脳機能障害支援セン

ターに分散している就労支援業務を機能的に統合し、患者・利用者に最適な就労

支援プログラムを提供するため、就労支援センターの設置に向け整備を進めてい

きます。 

 

③ 新たな施設の整備により、医療型障害児入所施設や児童発達支援センターの定

員を増やすことで、増加傾向にある待機ニーズに対応します。 

 

④ 医療的ケアが必要な子どもが在宅で医療や福祉のサービスを受けられるよう、

「医療的ケア児等支援センター」を通じて、地域の看護師等の人材を育成し、市

町村における保健、医療、福祉、教育等の関連分野の支援を調整するコーディネー

ターの連携強化を進めます。 

 

Ⅱ 取組の方向性 
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⑤ 千葉リハビリテーションセンターの高度な専門性を地域に展開するため、療育

支援事業の積極的な実施や、在宅就労支援における専門職のアウトリーチ支援の

実施を検討します。 

 

⑥ 令和５年度から、第１期工事となる外来診療棟の建設工事に着手しており、工

事の振動や騒音などにより患者等の状態に影響が生じないよう十分に配慮しなが

ら、令和８年度の供用開始に向けて整備を進めていきます。 

千葉県千葉リハビリテーションセンター 新センター外観イメージ 
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（１） 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

千葉県では、精神障害のある人や精神保健に関する課題を抱える人が、地域の一員

として安心して自分らしい暮らしをするため、医療、障害福祉・介護、住まい、社会

参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保されるように圏域連携コーディ

ネーターを配置しています。このコーディネーターは、医療機関・障害福祉サービス

事業所・行政等の連携を図り、精神障害のある人の地域生活支援や地域住民の精神障

害に対する理解促進のため普及啓発等に取り組んでいます。 

「精神保健福祉資料」（令和４年度６３０調査）によると、千葉県の精神科医療機関

の在院期間が１年以上の長期入院者は約６，４６０人います。その中でも、６５歳以

上の割合は６０．７％となっており、高齢の入院患者への対策が必要です。 

精神障害のある人自身が、自らの体験に基づき、他の障害のある人の相談相手とな

るピアサポートは、長期入院者の退院への不安を軽減させるほか、支援機関において

は、当事者目線で支援が行われるようになる等、様々な効果が期待されており、引き

続き、ピアサポーターの養成、活動の場の拡大や活動の仕組みの整備などの支援に取

り組む必要があります。 

また、短期・長期入院を問わず、精神障害のある人の退院後の地域生活を支援する

  精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無や程度にか

かわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、計画的に地域の

基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事業者が、精神障害のある人

等の地域生活に関する相談に対応できるように、保健・医療・福祉関係者等によ

る協議の場や、個別支援における協働を通じて、精神科医療機関、その他の医療

機関、地域援助事業者、当事者・ピアサポーター、家族、居住支援関係者等との

重層的な連携による支援体制の構築を推進します。 

  精神症状の急激な悪化等の緊急時に、適切な医療を確保できるよう「千葉県精

神科救急医療システム」における精神科救急医療相談窓口を２４時間設置して

いますが、引き続き早急に適切な医療を必要とする精神科救急患者等に対応で

きる空床を確保するため、精神科救急医療施設の拡充を図ります。 

  精神障害への偏見や差別意識を払拭し、精神障害の有無や程度にかかわらず、

分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会

を実現するため、精神障害への理解促進に努めます。 

Ⅰ 現状・課題 

２ 精神障害のある人の地域生活の推進 
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ため、医療機関と障害福祉サービス事業所、訪問看護事業所、公的機関等が連携し、

地域生活の定着に向けた仕組みが必要です。あわせて、入院経験を問わず、精神障害

のある人が抱えている様々な課題に応じた支援が必要です。 

そのほかに、精神科病院に入院中の人の地域移行・地域定着の理解・促進を図るた

め、地域移行・地域定着に積極的に取り組んでいる精神科病院を「千葉県精神障害者

地域移行・地域定着協力病院」として認定し、公表しています。引き続き、協力病院

を拡充する必要があります。 

地域生活への移行を進める上で重要となる家族については、本人に対する支援につ

いて、不安や、様々な課題を抱えています。地域で支えていくために必要な情報の提

供や、福祉サービスの充実を図るとともに、家族が互いに理解できるような機会を設

ける必要があります。 

地域生活への移行の推進に当たり、住まいの場を確保することが必要です。 

このため、できる限り身近な地域において日常生活及び社会生活を営めるよう、グ

ループホームの整備・運営や、利用者に対する支援のための各種事業を実施していま

す。 

今後は、グループホームの整備や、障害があっても単身で生活をしたいというニー

ズに対応するため、本体住居の食堂等を利用するなど密接な連携を前提とした、一人

暮らしに近い形態のサテライト型住居の更なる周知を行い、供給を増やすことが必要

です。 

障害のある人が、身近な地域で自立した生活を営めるようにするためには、グルー

プホームのほか、一人暮らしを望んでいる障害のある人など、それぞれのニーズに応

じた住まいの場が必要です。 

そのためには、公営住宅の活用のほか、不動産関係事業者や居住支援関係事業者な

どと連携し、民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図る必要があります。 

また、より住み慣れた地域社会の中で充実した生活が継続できるよう、障害のある

人やその家族に対して、市町村が行っている居宅介護等の福祉サービスの充実が必要

です。 

さらに、地域生活を継続していくために欠かすことのできない医療の提供について

は、医療費の患者負担が課題となっています。 

これらを踏まえ、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築は、精神障害

のある人や精神保健に関する課題を抱える人の日常生活圏域を基本として、市町村な

どの基礎自治体を基盤として進める必要があります。また、千葉県及び精神保健福祉

センター、保健所は市町村との協働により精神障害のある人等のニーズや地域の課題

を把握した上で、障害保健福祉圏域等の単位で精神保健医療福祉に関する重層的な連

携による支援体制を構築することが重要です。 
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① 精神障害のある人や精神保健に関する課題を抱える人が地域の一員として安

心して自分らしい暮らしをすることができるよう、保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場を通じて、行政職員、医療機関の職員、地域援助事業者、当事者・ピ

アサポーター、家族、居住支援関係者等の様々な立場の者が協働し、障害保健福

祉圏域等の単位で精神保健医療福祉に関する重層的な連携による支援体制を構

築します。 

また、支援体制の構築は、市町村などの基礎自治体を基盤として進めていく必

要があることから、県は市町村との協働により、精神障害のある人等のニーズや、

地域の課題を共有化した上で、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構

築に資する取組を推進します。 

 

② 精神障害のある人の経験や能力を生かすとともに社会参加を促進するため、ピ

アサポーターが支援者へとキャリアアップできるよう研修を実施するとともに、

就労へつながるよう関係機関に対するピアサポートの普及や環境づくりに努め

ます。 

 

③ 全障害保健福祉圏域で「千葉県精神障害者地域移行・地域定着協力病院」を認

定し、精神科病院に長期入院している人の退院を促進します。 

 

④ 家族への支援については、家族が抱える課題等を共有できる機会の場や、それ

ぞれのニーズに合った支援体制づくりの促進に努めます。また、家族会等の関係

者と連携し、必要な障害福祉サービス等について情報提供します。 

 

⑤ グループホーム整備については、地域での必要性などを踏まえ、順次支援を行

い、精神障害のある人のためのグループホームの整備など、社会情勢に即応した

整備に努めます。 

また、共同住居より単身で生活したいというニーズに応えるため創設された、

サテライト型住居の設置・活用が図られるよう、引き続き周知に努めます。 

 

⑥ 緊急時に支援が必要な事態が生じた場合に備えて、本人の状況に応じた適切な

支援が行えるよう関係機関と協議しながら検討を進めます。 

 

⑦ 公営住宅においては、障害のある人の利用促進に向けて、障害のある人の世帯

に対し、一般世帯より当選確率が高くなるよう優遇措置や、障害のある人の世帯

など、特に配慮が必要な世帯のみが申込みできる戸数枠を設ける措置を講じてい

Ⅱ 取組の方向性 
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きます。 

 

⑧ 民間賃貸住宅への円滑な入居については、障害のある人等の住まい探しの相談

に応じる不動産仲介業者や、障害のある人等の入居を拒まない賃貸住宅を登録

し、ホームページ等で情報提供を行います。 

  また、千葉県すまいづくり協議会居住支援部会において、不動産関係事業者や

居住支援関係事業者などと連携し、賃貸住宅の登録制度の周知や有効活用方策の

検討を行います。 

  さらに、地域の実情に即した居住支援の充実を図るため、市町村においても、

居住支援協議会の設置など関係団体との連携を行う仕組みづくりを推進します。 

 

⑨ ホームヘルパー等に対する各種研修を継続することにより、支援の質の向上に

取り組むとともに、利用者のニーズに応えられる十分なサービス量の確保に努め

ます。 

 

⑩ 就労定着を図るため、就労定着支援事業所と関係機関との連携などによる支援

の好事例等を周知し、就労定着支援事業所の支援の質の向上を図ります。 

また、障害のある人の一般就労を促進するため、就労移行支援事業所の一層の

充実とともに、就労定着支援事業の実施事業所や障害者就業・生活支援センター

をはじめとする支援機関による就職後の定着支援体制の充実を促進します。 

 

⑪ 安心して暮らせる地域生活の継続のため、多職種のアウトリーチや、訪問看護

による支援体制の拡充に努めます。 

 

⑫ 障害保健福祉圏域ごとの協議の場において、地域の課題等を共有化するととも

に、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築とそれに対する評価を行

い、地域に必要な基盤整備について検討します。 

 

⑬ 入院患者の高齢化が進んでいるため、高齢の入院患者の地域移行について、障

害保健福祉圏域ごとの協議の場において対策を検討します。 

 

⑭ 重度心身障害者（児）医療費助成制度については、全国統一の公費負担医療制

度を創設するよう、国に要望していきます。 

 

⑮ 市町村長同意による医療保護入院者等を対象に、外部との面会交流の機会を確

保し、その権利擁護を図るために行われる訪問支援等については、国の動向を踏
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まえ、必要な取組について検討します。 

 

⑯ 精神科病院における虐待を防止するため、各精神科病院へ、虐待を防止するた

め必要な措置を講ずるよう周知するとともに、必要に応じて調査及び指導を行い

ます。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

１ 

千葉県精神障害者地域移

行・地域定着協力病院の指

定数（箇所） 

２４ ２５ ２６ ２７ 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

２ 

精神病床から退院後１年以

内の地域における平均生活

日数（日） 

３３０．０ 

（R1） 
３３０．４ ３３０．８ ３３１．２ 

３ 

精神病床における 65 歳以上

の１年以上長期入院患者数

（人） 

３，９２４ ３，５１２ ３，１００ ２，６８７ 

４ 

精神病床における 65 歳未満

の１年以上長期入院患者数

（人） 

２，５３６ ２，３４８ ２，１６０ １，９７２ 

５ 
精神病床における３か月時

点の早期退院率（％） 

６７．２ 

（R1） 
７０ ７０ ７０ 

６ 
精神病床における６か月時

点の早期退院率（％） 

８１．６ 

（R1） 
８４ ８５ ８６ 

７ 
精神病床における１年時点

の早期退院率（％） 

８８．４ 

（R1） 
９０ ９１ ９２ 

８ 

市町村ごとの保健、医療、福

祉関係者による協議の場の

設置状況（箇所） 

４４ ４６ ５０ ５４ 

９ 
協議の場の１年間の開催回

数（回） 
８３ ８６ ８８ ９０ 

10 
協議の場における参加者数

（人） 
― １，２９０ １，３２０ １，３５０ 

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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11 
協議の場における目標設定

及び評価の実施回数（回） 
１６ １６ １７ １８ 

12 

精神病床における退院患者

の退院後の行き先（在宅）

（人） 

５４１ ５４１ ５４１ ５４１ 

13 

精神病床における退院患者

の退院後の行き先（障害者

施設等）（人） 

６９ ６９ ６９ ６９ 

14 

精神病床における退院患者

の退院後の行き先（介護施

設）（人） 

８０ ８０ ８０ ８０ 

15 

地域移行・地域定着推進に

関する会議への参加件数

（件） 

― ２６ ２６ ２６ 
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（２） 精神科救急医療体制の充実 

 

千葉県では、精神症状の急激な悪化等の緊急時に、適切な医療を確保できるよう「千

葉県精神科救急医療システム」における精神科救急医療相談窓口を２４時間設置して

います。 

また、「千葉県保健医療計画」に基づく保健医療圏単位で、精神科救急基幹病院を中

心に、より身近な地域で速やかに診療が受けられるようシステムの拡充を図りまし

た。今後も引き続き、早急に適切な医療を必要とする精神科救急患者等に対応できる

空床を確保するため、精神科救急医療施設の拡充を図ります。 

さらに、身体合併症の精神科救急患者に対応できる医療機関として、５病院に協力

を依頼しています。 

令和５年度に完成した千葉県総合救急災害医療センターは、身体・精神科合併救急

患者等に対し、迅速かつ適切な医療の提供に、また、同じ建物内にある千葉県精神保

健福祉センター（県こころセンター）は、医療と連携した切れ目のない精神保健福祉

サービスの提供に取り組む必要があります。 

 

 

① 精神科救急医療を確保するため、関係機関との更なる連携やシステム参画医療

機関の拡充を図ることなどにより、精神科救急のための空床の確保を推進しま

す。 

 

② 身体合併症を有する患者については、各圏域において、夜間休日を含め２４時

間３６５日の救急対応が可能になるよう、精神科を含め複数の診療科がある医療

機関の連携強化を図り、身体合併症患者の受入体制を拡充できるよう働きかけま

す。 

 

  

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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（３） 理解促進・普及啓発の推進 

 

精神疾患の早期発見・早期対応を促進し、また、精神障害のある人や精神保健に関

する課題を抱える人が、必要な保健医療サービス及び福祉サービスの提供を受け、そ

の疾患について周囲の理解を得ながら地域の一員として安心して生活することがで

きるよう、精神疾患や精神障害に関する普及啓発を推進することが重要です。 

千葉県では、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、

精神障害のある人等のニーズや地域の課題を把握し、その課題に即した専門性の高い

事業展開を行うことができる事業所に事業を委託していますが、当事業においては、

ピアサポーター、当事者団体等と協働し、地域住民と交流していくことや、可能な限

り早期に精神疾患や精神障害への理解を促進するため、学校保健等と連携して普及啓

発をしていくことが重要です。 

また、普及啓発は、介護・高齢者福祉、生活困窮者支援、児童福祉や母子保健、労

働、住宅等の各相談機関等においても重要です。 

さらに、精神障害のある人や精神保健に関する課題を抱える人、地域住民が困りご

と等を抱えた際に、すぐに相談できるよう、精神疾患、精神障害やメンタルヘルスに

関する相談窓口の整備や、その周知も必要です。 

 

 

① 精神障害のある人の地域生活支援及び精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築についての理解促進のため、医療機関・障害福祉サービス事業所等

の地域移行関係職員に対して、研修を実施します。 

 

② 精神障害のある人の実情や地域での生活について理解を広げるため、心のふれ

あいフェスティバルや心の健康フェア等、精神障害のある人と地域住民が触れ合

う機会を提供し、関係団体と連携した普及啓発に努めます。 

 

③ 子どもたちに対し、精神障害についての理解促進及び精神疾患の早期発見につ

なげるため、学校におけるメンタルヘルス教育の推進に向けて、教育機関への働

きかけを行います。 

 

 ④ 県民への精神疾患及び心の健康に関する正しい知識の普及に取り組むため、精

神保健福祉センター（県こころセンター）、保健所（健康福祉センター）、市町村、

教育機関、精神医療保健福祉関係団体が相互に連携してこころの健康の保持・増

進について継続して普及啓発を行うとともに、相談窓口の一層の周知を図りま

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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す。また、市町村における相談支援機能の充実を図るために、相談支援に携わる

専門職員に対する研修の拡充を図るとともに、市町村職員とともに相談やアウト

リーチを行い、技術指導・支援を推進します。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

16 

地域移行・地域生活支援事

業のピアサポーター活動箇

所数（箇所） 

９ １１ １３ １５ 

 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 

千葉県総合救急災害医療センター・ 

千葉県精神保健福祉センター 
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（１） 障害のある人への理解の促進 

 

平成２８年４月に障害者差別解消法が施行され、不当な差別的取扱いが禁止される

とともに、合理的配慮の提供が国や地方公共団体等の行政機関に義務付けられまし

た。また、令和３年に同法が改正され、民間事業者に対しても合理的配慮の提供が義

務付けられました。改正法は令和６年４月に施行されます。 

千葉県では、障害のある人への差別を禁止した全国初となる障害者条例が平成１８

年に制定、翌１９年に施行されました。この条例の基本理念では、障害のある人に対

する差別の多くは、障害のある人に対する誤解、偏見その他の理解の不足から生じて

いることを踏まえ、差別をなくす取組は、障害のある人に対する理解を広げる取組と

一体のものとして行わなければならないこととなっています。また、障害のある人も

ない人も相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するためには、人

権尊重の重要性について社会全体が理解を深めていくことが必要となります。そのた

  障害者条例に基づき、相談活動等を通じて個別の差別事案の解決を図るとと

もに、差別の背景にある社会慣行などの問題について、様々な立場の関係者で協

議し、障害のある人に優しい取組を応援します。同条例及び障害者差別解消法に

ついて周知し、障害のある人への理解を広げ、障害のある人への差別をなくすた

めの取組を推進します。 

  障害のある人への虐待の防止や早期発見・早期対応を図るため、市町村等関係

機関との連携強化や研修の実施、県民への周知啓発等に努めます。 

  障害者差別解消支援地域協議会が各市町村に設置されるよう課題などを収集

し情報提供を行い支援するなど、同協議会の活性化を図ります。 

  県で策定した「障害のある人に対する情報保障のためのガイドライン」を周知

するほか、視聴覚障害者情報提供施設である点字図書館、聴覚障害者情報提供施

設や、障害者ＩＴサポートセンターの安定的な運営に努めます。 

  手話言語等条例等に基づき、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介

助員の養成や、手話等の普及を促進します。 

  点訳・朗読奉仕員、失語症者向け意思疎通支援者等の人材養成に取り組み、情

報・コミュニケーションのバリアフリーを推進します。 

  「障害のある人に関するマーク」の県民への周知と理解の促進に取り組みま

す。 

Ⅰ 現状・課題 

３ 障害のある人への理解を広げ権利を擁護する取組の推進 



56 

め、条例の存在やその目指すところを県民に広めることによって、県民全体で障害の

ある人の問題を考える機会となることを目指しています。 

また、障害等により支援や配慮を必要としていることが外見からは分からない方

が、周囲の人に支援等を必要としていることを知らせるためのヘルプカード・スト

ラップ型ヘルプマークを作成・配布し、障害のある人が配慮を申し出やすい環境づく

りに努めています。 

さらに、東京 2020 パラリンピック競技大会で４競技（ゴールボール・シッティン

グバレーボール・テコンドー・車いすフェンシング）が本県で開催されたことを契機

に、県民のパラスポーツへの関心が高まり、県内各地で競技の体験会や各種イベント

が開催されています。また、聴覚障害のある人の国際スポーツ大会である東京 2025 デ

フリンピックが東京都などで開催される予定です。 

加えて本県は、令和３年３月に「千葉県障害者文化芸術活動推進計画」（令和３年度

～令和８年度（６年間））を策定し、障害のある人の文化芸術活動の推進により、社会

参加や自立を促進し、共生社会の実現を目指しています。また、文化芸術活動の支援

拠点となる「千葉県障害者芸術文化活動支援センター」を設置し、相談支援や人材育

成等の講座の実施、作品等の発表機会の創出等に取り組んでいます。 

しかし、障害者条例の施行から１５年以上が経過した現在でも、障害を理由とした

差別と思われる事案が多く発生しており、引き続き、障害のある人への理解を広げ、

障害のある人への差別をなくすための周知・啓発が求められています。障害を理由と

した差別には、制度や慣習が原因となっている事案も数多くあり、障害者条例に基づ

く推進会議等において議論し、改善を図っていく必要があります。 

また、東京 2020 パラリンピック競技大会後も、共生社会実現への理解をより一層

深めるため、県民全体を巻き込んだ各種の取組を行うことが求められています。 

新型コロナウイルス感染症拡大時には、障害特性によりマスクの着用が困難な方々

の不安や不便が少しでも解消されるよう、理解促進のための周知・啓発を行いました。 

 

 

① 障害者条例に基づく広域専門指導員・地域相談員による地域に根差した周知・

啓発活動や各種広報媒体の使用、人権啓発に関する講演会・研修会の開催を通し、

障害のある人への理解の促進及び障害のある人に対する差別の解消に努めます。

また、障害者条例による各種施策の展開により、各種障害に対する正しい理解や

偏見の解消に取り組みます。 

 

② パンフレットや「マンガでわかる障害者差別解消法」の配布等を通して、障害

者条例と併せ、障害者差別解消法についても周知・啓発を図るとともに、差別相

談の多い分野等を分析の上、その分野の関係者等に、より一層の周知・啓発を行っ

Ⅱ 取組の方向性 
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ていきます。また、障害者差別解消法の改正により民間事業者による合理的配慮

の提供が義務化されることについて、商工関係団体等と連携して民間事業者に対

する周知を図ります。なお、障害のある人に対しても合理的配慮の周知を引き続

き行います。 

 

③ パラスポーツフェスタや各種競技体験会において、様々なパラスポーツへの理

解促進につながる周知や、障害のある人とない人の交流を図り、多くの人を巻き

込みながら、共生社会形成の促進を図ります。 

また、東京 2020 パラリンピック競技大会に向けた一連の取組を、そのレガシー

として受け継ぐことができるよう推進していきます。 

 

④ 障害のある人とない人が一緒に行うワークショップの実施や、障害のある人に

よる作品の展示等を通じて、障害のある人への理解の促進を図ります。 

また、「千葉県障害者芸術文化活動支援センター」と連携し、活用することで障

害のある人による文化芸術活動を推進し、社会参加や自立を促進するとともに、

共生社会の実現を目指します。 

 

⑤ 実際に差別が起こっている事案では、「これは差別に当たる」という自覚がない

まま差別行為を行ってしまうというケースも見られるため、広域専門指導員によ

る活動で蓄積した差別に関する報告書をホームページに掲載するなど啓発を行

います。 

 

⑥ 障害のある人への差別の背景にある制度や慣習などの問題について、障害者条

例に基づく推進会議で議論し、改善を図ります。また、より専門的な分野に関し

ては、分野別会議をもって対応します。 

 

⑦ 「障害のある人に優しい取組を応援する仕組み」により、障害のある人への理

解を広げるために頑張っている取組を紹介します。 

 

⑧ マスクの着用が困難な人など、障害特性により様々な状況で困難を抱える人へ

の理解の促進について、ホームページへの掲載など、広く県民や事業者に向けて

周知を図ります。 
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№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

１ 
共生社会という考え方を知っ

ている県民の割合（％） 
３８．２ ― ― ５０ 

２ 

障害のある人もない人も共

に暮らしやすい千葉県づくり

条例に関する周知・啓発活

動の回数（回） 

３，９７９ ２，０００ ２，０００ ２，０００ 

  

Ⅲ 数値目標 

障害者差別解消法等の周知活動の様子 
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（２） 子どもたちへの福祉教育の推進 

 

子どもの頃から障害のある・なしにかかわらず活動を共にすることは、全ての子ど

もの社会性や豊かな人間性を育成する上で大きな意義があり、同じ社会に生きる人間

として、お互いを正しく理解し、共に助け合い、支え合って生きていくことの大切さ

を学ぶ重要な機会であると考えられています。そこで、千葉県では、福祉教育への取

組等を進める学校を福祉教育推進校として毎年１８校程度新たに指定し、その活動を

支援しています。福祉教育推進校では、障害のある人からの講話や車椅子体験、パラ

スポーツ体験等、各学校における独自の創意と計画に基づき、子どもの理解と関心を

高め、思いやりの心やノーマライゼーションの醸成に努めています。 

また、障害者条例に基づき１６障害保健福祉圏域に１名ずつ配置された広域専門指

導員が市町村教育委員会や学校等を訪問するなど、周知・啓発活動を行っています。

さらに、公立幼・認定こども園・小・中・義務教育学校・高等学校・特別支援学校の

管理職や人権教育担当者に対する研修を毎年開催し、人権課題の一つとして障害があ

る人の人権について周知しています。今後も子どもへの広報啓発活動や市町村、地域

の自立支援協議会等の関係機関との連携の在り方について検討をしていく必要があ

ります。 

 

 

① 福祉教育への取組等を進める学校を引き続き年１８校程度福祉教育推進校と

して指定し、その活動を支援します。その際、福祉教育をより効果的に推進する

ため、同じ地区の福祉教育推進校と千葉県社会福祉協議会が指定する福祉教育推

進団体が連携・協働する「パッケージ指定」により、地域の社会資源や人材を活

用した福祉教育プログラムの協議・連携・企画・実践を行い、福祉教育を推進し

ます。 

 

② 福祉教育関係者を対象に福祉教育推進養成研修を開催し、福祉教育に関する必

要な知識・技能を身に付けるとともに、学校や地域における福祉教育の普及・活

性化を目指します。 

 

③ 特別支援学校と近隣の小・中学校等の幼児児童生徒との交流及び共同学習を通

して、障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒とが、共に尊重し合い

ながら協働して生活していく態度を育むことを目指します。 

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 



60 

④ 学校における授業等に資するよう、引き続き、公立幼・認定こども園・小・中・

義務教育学校・高等学校・特別支援学校の管理職や人権教育担当者に対し、障害

者理解に関する研修を実施します。 

 

⑤ 県内の小学校に通う児童が、障害のある人、高齢者の特徴や関わり方について

学ぶための「地域リハビリテーション出前講座」を実施します。 

講座は授業の一環として行い、内容は、学校の希望を踏まえて調整することと

し、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を講師として派遣します。 

 

⑥ 学校において障害のある児童生徒等に適切な合理的配慮がなされるよう、県教

育委員会として、対応要領の周知等による職員への啓発等を行うほか、広域専門

指導員等が市町村教育委員会や学校等に対して障害のある人への理解を広げ、障

害のある人への差別をなくすための周知・啓発活動を行います。また、千葉県社

会福祉協議会等と連携し、福祉教育を推進するための方策について検討を行いま

す。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

３ 
福祉教育推進員養成研修の

修了者数（人） 
５１ ４０ ４０ ４０ 

 

 

  

Ⅲ 数値目標 
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（３） 地域における権利擁護体制の構築 

 

我が国は、障害のある人の人権や基本的自由の享有を確保し、障害のある人の固有

の尊厳の尊重を促進することを目的として、障害のある人の権利の実現のための措置

等を規定する障害者権利条約を平成２６年に締結しました。 

障害のある人に対する虐待は、障害のある人の尊厳を害するものであり、障害のあ

る人の自立及び社会参加にとって、これらの行為を防止することは極めて重要です。

そのため、障害者虐待防止法においては、障害のある人の権利利益の擁護に資するこ

とを目的として、障害者虐待の防止や養護者に対する支援等に関する施策の促進が規

定されています。しかしながら、依然として障害者虐待は後を絶たず、千葉県におけ

る養護者又は福祉施設従事者等による障害者虐待は、近年では毎年４００件超の通報

があり、うち１５０件前後が虐待と判断されています。そこで、障害者虐待を防止す

るには、何よりも県民一人ひとりが、障害者虐待防止など障害のある人の権利擁護に

関する理解を深めることが重要です。 

また、養護者、障害者福祉施設従事者等、使用者については、どのような行為が虐

待行為に当たるかの知識や認識が不足していることで障害者虐待を引き起こしてい

る事例もあるため、これらの関係者に対し、障害者虐待防止に関する知識等の普及啓

発や研修の開催等の取組を進めていく必要があります。なお、家族、親族といった養

護者による障害者虐待については、障害のある人や近親者等とのこれまでの関係性や、

時として養護者や障害のある人が近隣社会から孤立しかねないといった状況を踏ま

え、それぞれの事情を考慮した上で養護者に対する適切な支援体制を構築していくこ

とが必要です。また、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待については、各施設

において管理者や虐待防止マネージャーを中心として、内部研修の開催や外部研修へ

の参加などの取組を行うことで、障害者虐待の問題に対する従事者等の意識向上につ

ながり、虐待行為の防止に資することとなります。 

障害者虐待への対応については、当該虐待事案を早期に発見し、各関係機関の連携・

協力の下、被虐待者等に対して速やかに支援を開始することが重要です。そのために

は、これらの対応に当たる行政機関の職員の能力向上や、迅速な対応が可能な体制の

構築が求められます。 

障害のある人の中には、障害の特性から、自分のされていることが虐待だと認識で

きない場合や、虐待を受けても被害を訴えられない場合もあるため、家族や支援者な

どの周りの人がいかに気付くかが重要となります。そのため、関係者に虐待防止に関

する通報義務を広く周知する必要があります。 

精神上の障害により判断能力が不十分な人が地域で安心した暮らしを送るための

権利擁護の取組の一つとして成年後見制度があります。成年後見制度の利用状況は、

認知症高齢者や知的障害、精神障害のある人の増加を背景に、近年増加傾向にあるも

Ⅰ 現状・課題 
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のの、その利用度は認知症高齢者等の数と比較するとまだまだ低いまま推移していま

す。 

平成２８年には「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が施行され、その後令

和４年に閣議決定された「第二期成年後見制度利用促進計画」において、市町村は、

制度利用の促進に関する施策についての基本的な計画の策定や、中核機関の整備・運

営が求められていることから、成年後見を必要とする人が成年後見制度を利用できる

よう地域における体制づくりを進めるとともに、県においても、同計画において担い

手の育成方針の策定や担い手の養成研修の実施、専門職の派遣等により市町村を支援

していく必要があります。 

また、障害者差別解消法において、地方公共団体等の職員が障害を理由とする差別

の禁止に関して適切に対応するため、職員対応要領の策定に努めるよう規定されてい

ます。千葉県においては、任命権者ごとに対応要領を策定し、運用しているところで

すが、市町村によってはこの対応要領をまだ策定していない市町村があります。障害

を理由とする差別の解消に向けて施策を率先して実施すべき行政機関として、未策定

の市町村は積極的に対応要領を策定する必要があります。 

 

 

① 虐待を防止し、早期発見するために、市町村や障害者支援施設等に虐待防止ア

ドバイザーを派遣し、関係者に理解を求め、権利擁護に係る体制の整備を図りま

す。 

 

② 県において障害者虐待の通報・届出を受けた場合や、虐待事案を覚知した場合、

障害者虐待防止法の対応スキームに即して、迅速な対応に努めます。その際、市

町村や警察、労働局など関係する機関と適宜連携を図り、的確な対応を行います。

複数又は県外の市町村が関わることとなる事案などについては、県において必要

な調整・協力を行います。また、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」の

改正により、令和６年４月から精神科病院における虐待防止の措置や、虐待を発

見した際の通報が義務化されることから、県は、各精神科病院へ虐待を防止する

ため必要な措置を講ずるよう周知するとともに、虐待等の通報を受理した場合は、

必要に応じて調査及び指導を行います。 

 

③ 家族等の養護者に対する支援の一環として、障害のある人やその家族、関係機

関を含めた県民向けの講演会等を開催し、虐待防止や権利擁護への理解促進、啓

発を行います。また、当事者等により実施される権利擁護のための取組を支援し

ます。 

 

Ⅱ 取組の方向性 
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④ 障害者支援施設等に配置される虐待防止責任者（虐待防止マネージャー）に対

する研修を実施し、施設内部における研修の実施を支援します。さらに、各施設

における権利擁護に関する意識の醸成や虐待の発生しにくい環境づくりを支援

するため、施設の管理職に対する研修も実施します。 

 

⑤ 雇用する障害のある人の人権や障害者虐待についての理解を深めるため、労働

局と連携を図り、障害のある人を雇用する事業主等を対象に虐待防止・権利擁護

に関する研修を実施します。 

 

⑥ 虐待の通報や届出を受け付ける市町村によって対応に差異が生じないよう、虐

待防止業務を担う市町村職員に対し、虐待防止・権利擁護に関する研修を実施す

るとともに、適宜情報交換を行うことで、虐待防止に関する受付体制の確保・充

実に努めます。 

 

⑦ 成年後見を必要とする人が成年後見制度を利用できるよう、権利擁護支援の行

政計画等の策定推進において、市町村等が行う利用促進のための計画策定、中核

機関の整備など地域連携ネットワークづくりに対して、専門職の派遣などの支援

を行います。 

 

⑧ 成年後見制度への正しい理解の促進や権利擁護の担い手の育成のため、本人や、

家族・市町村・市町村社会福祉協議会など支援者の立場それぞれに応じた研修を

引き続き行います。 

 

⑨ 策定した職員対応要領の適切な運営に努めるとともに、県職員による障害を理

由とする差別を防ぎ、合理的配慮を的確に行うため、県職員に対する研修を実施

します。 

 

⑩ 障害のある人にとって最も身近な行政機関である市町村において、その職員に

よる障害を理由とした差別が生じないよう、まだ職員対応要領を策定していない

県内市町村に対し、職員対応要領の策定を呼び掛けます。 
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「わたしとあなたのつながるバトン」 

令和５年度 障害者週間のポスター 

小学生部門 

千葉県身体障害者福祉協会理事長賞 

 唯 世理奈 さん 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

４ 
虐待防止アドバイザー派遣

数（回） 
１２ １７ １７ １７ 

５ 
職員対応要領を策定した市

町村数（市町村） 
４８ ５０ ５２ ５４ 

６ 

成年後見制度利用促進基本

計画を策定した市町村数（市

町村） 

― ５４ ５４ ５４ 

  

Ⅲ 数値目標 
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（４） 地域における相談支援体制の充実 

 

障害のある人がその地域で自立した生活を送るためには、その障害のある人が求め

るニーズや課題に対応し、必要に応じて適切な障害保健福祉サービス等につなげてい

く相談支援が重要です。 

権利擁護の面においては、相談をどのように受け止め、適切に対応していくのか、

市町村の虐待防止の窓口、差別に関する窓口、その他の相談機関を活用した権利擁護

の相談支援体制を充実させる必要があります。千葉県では障害を理由とした差別の相

談は障害者条例に基づき、広域専門指導員及び地域相談員が担当しており、広域専門

指導員や地域相談員のより有効な活用方法の検討や、研修等を通じた相談対応力の強

化を図る必要もあります。 

相談を受ける機関の職員だけではなく、障害のある人や関係者に対する相談窓口の

周知や明確化も必要となります。障害者条例のみならず、条例に基づく相談員である

広域専門指導員等を周知することにより、相談しやすい地域づくりに取り組むととも

に、障害者差別解消法や障害者虐待防止法に基づき市町村に設置された窓口と連携を

図らなければなりません。 

障害者差別解消法に基づき、各地域に障害者差別解消支援地域協議会を設置するこ

とができるとされていますが、自治体により設置の有無やその在り方などに違いがあ

り、自立支援協議会と併せた形で設置している場合や、複数の自治体が合同で設置し

ている場合があります。地域における相談支援体制の充実のため、自立支援協議会や

障害者差別解消支援地域協議会の活性化を図る必要があります。 

また、ノーマライゼーション理念の浸透や障害のある人の権利擁護が求められる

中、自ら意思を決定することに困難を抱える障害のある人への意思決定支援は重要で

あるため、厚生労働省が作成した意思決定支援ガイドラインの相談支援事業所等への

周知・啓発が求められています。 

 

 

① 障害を理由とした差別の相談窓口である広域専門指導員や地域相談員につい

て、障害者差別解消法や障害者条例の周知とともに、関係機関や県民への広報に

努めます。 

 

② 障害を理由とした差別の相談に適切に対応するため、広域専門指導員や地域相

談員のより有効な活用方法を検討しつつ、研修等を通じた相談対応力の強化を

図っていきます。また、様々な分野の差別相談にも対応できるよう、広域専門指

導員、地域相談員及び市町村の連携強化に努めます。 

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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③ 障害のある人の当事者団体や家族会等との連携の下、市町村における自立支援

協議会等への相談支援アドバイザーの派遣を通じて、相談支援活動の充実を図

り、障害の種別や当事者の必要性に応じた相談支援体制の整備を図ります。 

 

④ 相談支援事業に従事する職員へ障害者虐待対応の知識及び技術の習得までの

権利擁護の内容を含んだ研修を実施します。 

 

⑤ 障害者差別解消支援地域協議会が各市町村に設置されるよう、必要な助言や情

報提供を行い支援します。また、設置された地域協議会の役割が十分に果たせる

よう、取組状況や課題等を把握するとともに、必要に応じて研修を実施するなど、

支援を行います。 

 

⑥ 相談支援の現場等において意思決定支援の仕組みを理解し、意思決定に基づく

障害福祉サービスが提供されるよう、意思決定支援ガイドライン等を活用した研

修を開催するなどにより、周知・啓発を図ります。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

７ 

障害者差別解消支援地域協

議会を設置した市町村数（市

町村） ※共同設置を含む 

５０ ５２ ５４ ５４ 

  

Ⅲ 数値目標 
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（５） 手話通訳等の人材育成、手話等の普及促進 

 

「人材」はあらゆるサービスや事業の根本となるものであり、その「人材」を育成・

確保することは、提供するサービスや事業の質を維持する上で不可欠なことです。 

障害のある人とのコミュニケーションを支援する人材としては、手話通訳者、要約

筆記者、点訳・朗読奉仕員、盲ろう者向け通訳・介助員、失語症者向け意思疎通支援

者などがいますが、これら人材の確保、育成が求められています。 

千葉県では、聴覚障害のある人のコミュニケーション手段の一つである手話を言語

の一つであると位置付けた手話言語等条例により、手話通訳者等について養成研修の

拡大を行うなど、障害のある人との意思疎通を支援する人材の養成を行ってきました

が、研修によっては養成課程が長期にわたるため、最終過程までに至らない場合もあ

ります。 

また、県では令和元年度より失語症者の自立と社会参加を図るため、失語症者向け

意思疎通支援者の養成研修を開始し、失語症者向け意思疎通支援事業を行う市町村へ

希望により研修修了者の名簿提供を行いました。 

 

 

① 手話通訳者については、養成研修事業を着実に実施するとともに、募集人員等

の拡大を図っていきます。手話通訳技術のみならず、聴覚障害のある人の歴史・

文化を理解し、社会情勢に応じた通訳が実施できるよう手話通訳者の養成に努め

ます。あわせて、現任の手話通訳者に対しても、今後、派遣依頼の増加により、

通訳内容が多岐にわたり、より専門性の高い内容について通訳を求められる場合

が出てくると想定されることから、様々な場面に対応できるよう、研修の実施等

により技術向上を図ります。また、要約筆記者についても養成研修事業を着実に

実施していくとともに、受講者を増やすために受講募集の周知を図ります。 

 

② 手話通訳者及び要約筆記者養成研修に資するため、手話通訳者及び要約筆記者

養成のための指導者育成を引き続き実施します。 

 

③ 盲ろう者向け通訳・介助員については、養成研修事業の内容の充実と受講募集

の周知を図ります。 

 

④ 点訳・朗読奉仕員については、養成研修事業の内容の充実と受講募集の周知を

図ります。 

 

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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⑤ 失語症者向け意思疎通支援者については、引き続き県で養成講習を行うととも

に、市町村での派遣事業の実施について働きかけていきます。 

 

⑥ 市町村域を越えた手話通訳者・要約筆記者の派遣や夜間・緊急時の派遣に円滑

な対応ができるよう、意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調

整事業を実施します。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

８ 

点訳・朗読奉仕員の養成人

数 
    

 

点訳奉仕員の養成人数

（人） 
２４ ２５ ２５ ２５ 

朗読奉仕員の養成人数

（人） 
２０ ２５ ２５ ２５ 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

９ 
手話通訳者実養成講習修了

者数（人） 
３７ ６０ ６０ ６０ 

10 
要約筆記者実養成講習修了

者数（人） 
５ ２０ ２０ ２０ 

11 
盲ろう者向け通訳・介助員実

養成講習修了者数（人） 
１４ ２０ ２０ ２０ 

12 
手話通訳者・要約筆記者派

遣実利用件数（件） 
３８８ ３９８ ４０８ ４１７ 

13 
盲ろう者向け通訳・介助員派

遣実利用件数（件） 
１，６７５ １，７００ １，７２５ １，７４９ 

14 
失語症者向け意思疎通支援

者実養成講習修了者数（人） 
２５ ３０ ３０ ３０ 

 

 

  

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（６） 情報・コミュニケーションバリアフリーのための普及啓発 

 

障害のある人にとっての「障害」は日常生活や社会生活の様々な場面で多岐にわた

るものです。特に、どのように情報を受発信するか、また、どのように人とコミュニ

ケーションをとるかということは、普段の生活を送る上で重要な事項となります。そ

のため、障害のある人の情報・コミュニケーションバリアフリーをどのように確保す

るのかということが必要となります。 

また、令和４年５月に「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施

策の推進に関する法律」が施行され、障害のある人による情報の取得及び利用並びに

意思疎通に係る施策の推進について示されました。 

千葉県では、障害者条例の取組の一つとして、行政職員等が障害のある人と情報の

やり取りをする際にどのような配慮を行うべきか示すために「障害のある人に対する

情報保障のためのガイドライン」を作成しました。県や市町村の行政職員のみならず、

民間事業者等においても障害のある人に対して必要な配慮が行われるよう、このガイ

ドラインの幅広い周知に努めています。 

また、障害者権利条約において既に手話は言語の一つと定義付けられているところ

ですが、手話言語等条例は、改めて手話を言語の一つとして位置付けるとともに、手

話等に対する県民理解の促進を県の責務として規定しています。本条例の普及啓発の

ため、手話等学習用パンフレットの作成・配布を行いました。 

手話言語等条例の策定により、県の広報番組や県議会の放送等において手話通訳者

が設置されているところですが、手話をはじめとした意思疎通手段をどのように県民

に知ってもらうか、理解してもらうかが重要となります。そして、手話言語等条例の

みならず、障害者差別解消法や障害者条例においても会議等で手話通訳者の受け入れ

を拒否することは、差別に当たり得ることについても周知が必要です。 

手話通訳者等の派遣については、障害者総合支援法における地域生活支援事業にお

いて県事業として広域派遣が位置付けられ、手話言語等条例においてその体制の整備

が求められているところです。一方、市町村においては、同じ意思疎通支援事業とし

て手話通訳者等の人材の派遣事業を行っていますが、事業を実施する市町村によって

派遣の基準に違いがあります。 

情報通信分野においては、情報機器の発達が障害のある人の日常生活に大きく寄与

します。そのため、情報機器の使用について支援を行うため、障害者ＩＴサポートセ

ンターの設置・運営や障害のある人を対象としたパソコン教室の開催を行っています。

また、視覚障害、聴覚障害のある人の情報支援の拠点として、点字図書館１箇所、聴

覚障害者情報提供施設１箇所を県内に設置しているところですが、継続した情報提供

を行うために、施設の安定した運営が必要となります。また、聴覚と視覚の重複障害

Ⅰ 現状・課題 
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のある人への支援を充実させるため、両情報提供施設の適切な連携体制が求められて

います。 

ほかにも、災害時における迅速かつ適切な情報提供や政治参加のための投票所にお

ける投票環境の向上なども必要となります。 

 

 

① 情報コミュニケーションを支援するため、意思疎通支援事業の強化を図ってい

きます。手話言語等条例第１１条に記載されているように、手話通訳者、手書き

要約筆記者、パソコン要約筆記者等の派遣体制の整備及び充実に努めます。 

 

② 手話言語等条例等の周知を図るため、チラシや冊子などの資料を活用し、広く

県民への周知・啓発に努めます。 

 

③ 手話が県民に身近なものとなるように、簡単な手話が掲載された学習用冊子を

活用し、県民への浸透を図ります。 

 

④ 県民が手話等を学ぶ機会を確保するため、県のホームページにおいて、手話を

学ぶサークル等の情報を紹介し、学習機会の確保に努めるとともに、県の職員が

手話等を学習するための研修を実施します。 

 

⑤ 地域によって手話通訳者や要約筆記者の派遣に差異が生じないよう市町村へ

働きかけるとともに、広域的な派遣を円滑に実施できるよう、市町村相互間の連

絡調整体制を整備します。 

 

⑥ 障害特性に合ったコミュニケーションを支援するためにヒアリングループ等

のコミュニケーションを支える機器の設置を行政機関等の関係機関に働きかけ、

コミュニケーション支援の普及と、それが使える地域の環境づくりを目指しま

す。 

 

⑦ 障害者ＩＴサポートセンターや障害のある人向けのパソコン教室について、市

町村に対し周知を図るとともに、点字や音声による広報等でも周知し、利用者・

受講者の増加に努めることで、障害のある人の情報通信技術の利用・活用の拡大

を図ります。 

 

⑧ 災害時の避難情報の伝達については、迅速な避難を促すため防災行政無線や広

報車、携帯端末の緊急速報メール等複数の手段を組み合わせ、障害の種別等に配

Ⅱ 取組の方向性 
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慮した手段を用いることとします。また、避難所等での情報コミュニケーション

支援の取組など、災害時の対応について市町村の取組を促します。 

 

⑨ 視聴覚障害者情報提供施設の安定した運営のために、現在行っている運営費の

助成を継続し、施設機能の整備、充実を図ります。 

 

⑩ 視覚障害、聴覚障害等、各種障害のある人に対し、行政の職員などが障害のあ

る人と情報のやり取りをする際にどのような配慮を行うべきか示すため定めた

「障害のある人に対する情報保障のためのガイドライン」が幅広く活用されるよ

う、市町村をはじめとした関係機関や民間事業者への周知に努め、障害特性に応

じた必要な配慮を行うよう働きかけます。 

 

⑪ 放送事業者における緊急災害時のテレビ放送について、字幕や手話通訳の付与、

テロップの読み上げ等、障害特性に配慮した情報提供の一層の充実がなされるよ

う、国に働きかけます。 

 

⑫ 視覚障害のある人に選挙権の行使に必要な情報を提供するため、引き続き選挙

公報の点訳版や音訳版を作成・配布します。また、障害特性に配慮した投票所の

バリアフリー化のほか、不在者投票の適切な実施の促進により、投票所での投票

が困難な障害のある人の投票機会の確保に努めます。 

 

⑬ 障害の有無にかかわらず、誰もがホームページ等で提供される情報や機能を支

障なく利用できるよう、「千葉県ホームページウェブアクセシビリティ方針」に

基づき、ホームページにおけるアクセシビリティの向上に努めます。 
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【手話マーク】 

所管：一般財団法人全日本ろうあ連盟 

 

（使用例） 

・ろう者等からの提示 

 「手話で対応をお願いします」 

・窓口等での提示 

 「手話で対応します」 

 「手話でコミュニケーションできる人

がいます」等

 

 

【筆談マーク】 

所管：一般財団法人全日本ろうあ連盟 

 

（使用例） 

・当事者等からの提示 

 「筆談で対応をお願いします」 

・窓口等での提示 

 「筆談で対応します」 
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（１） 障害のある子どものライフステージを通じた一貫した療育支援体制の充

実 

 

障害のある子どもが、乳幼児期から学校卒業後までライフステージを通じて一貫し

た療育支援を受けられるよう、関係機関の連携により、地域における療育支援体制の

構築が求められています。 

障害児通所支援は、主に未就学児を対象とする児童発達支援、就学児を対象とする

放課後等デイサービスを中心にサービスが提供されてきましたが、事業所数や利用者

数が増加する中、支援の質の確保及びその向上を図り、障害のある子ども本人やその

家族のために支援を提供していくための全国共通の枠組みとして、国で定めた「児童

発達支援ガイドライン」、「放課後等デイサービスガイドライン」の活用の徹底が求め

られています。 

児童発達支援及び放課後等デイサービスは、全ての圏域に事業所が設置されていま

すが、障害児支援の中核的な施設となる児童発達支援センターは、未設置の圏域もあ

ります。 

また、保育所等訪問支援は、指定を受けた事業所の訪問支援員が障害のある子ども

が通う保育所や学校等の施設を訪問し、その施設における障害のある子ども以外の児

  障害のある子どもが、乳児期から学校卒業までライフステージを通じて一貫

した療育支援を受けられるよう、児童発達支援センターを中核とした地域にお

ける療育支援体制の構築を図ります。 

  手帳の有無や診断名等にかかわらず、障害の可能性が見込まれる子どものた

めに、障害児等療育支援事業を活用し相談支援体制の充実及び在宅障害児等や

その家族の福祉の向上を図ります。 

  医療的ケア児等の支援に関しては、医療的ケア児等支援センターにおいて、

様々な相談にワンストップで対応するとともに、地域の支援体制の構築を支援

します。 

  児童発達支援及び放課後等デイサービスについては、発達支援を必要とする

障害のある子どものニーズに的確に対応するため、事業所の支援の質の向上を

図ります。 

  重症心身障害の状態にある子ども等が入院・入所する千葉リハビリテーショ

ンセンターについて、県民ニーズに対応できる施設の整備を進めます。 

Ⅰ 現状・課題 

４ 障害のある子どもの療育支援体制の充実 
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童との集団生活への適応のための専門的な支援・相談等を行うサービスですが、訪問

先となる施設によっては、制度の理解が不足している状況があり、効果的に支援を行

うためには、訪問先施設の理解と協力を得る必要があります。 

障害をできる限り早期に発見し、適切な支援につなげていくためには、子どもの成

長、発達を多様な角度から確認できる１歳６か月児健康診査や３歳児健康診査等乳幼

児健康診査の場での早期発見が重要です。また、注意欠陥多動性障害などの発達障害

は、３歳児健康診査後、保育所や幼稚園での集団生活をするようになってから、その

特性が現れるとされており、３歳児健康診査ではスクリーニングされなかった児につ

いて、それ以降の時期に親や保育者等が発達障害の疑いを感じ、評価・支援を求めた

場合に、容易に評価や療育を提供できる体制を地域に構築することが重要であり、地

域の実情に応じた幼児期発達障害支援体制の整備が求められています。保育所・幼稚

園における障害の理解の向上を図り、これらの場での気付きを速やかに専門的機関に

つなげることで、早期に家族が障害を受け入れて専門的な支援につなげることが重要

であり、あわせて、こうした対応により、二次障害を防ぐことが重要です。 

さらに、ライフステージを通じた支援を行うための情報伝達ツールであるライフサ

ポートファイルの活用や、障害特性に応じた支援が必要です。 

また、「千葉県子ども・子育て支援プラン２０２０」や「千葉県特別支援教育推進

基本計画」、「千葉県子どもの貧困対策推進計画」などとも整合性を取りながら施策の

実施に努める必要があります。 

 

 

① 疾病スクリーニングや支援手法に関する情報提供や研修等を行うことにより、

市町村が実施する乳幼児健康診査の精度向上が図られるよう支援します。また、

ライフステージを通じた一貫した支援が受けられように、保護者の了解を得た上

で関係機関が健診結果等の情報を共有し活用することや、ライフサポートファイ

ルの一層の活用について、市町村に働きかけるとともに、事業の実施状況や効果

についても検証を行っていきます。 

 

② 保護者や学校をはじめとする様々な関係者との連携や障害のある子どもの健

全な育成を図る役割が期待される児童発達支援及び放課後等デイサービスにつ

いては、障害種別、障害特性や発達段階等に応じた支援を必要とする障害のある

子どものニーズに的確に対応するため、サービス提供や運営体制等に関する事業

所による自己評価及び保護者による評価の実施等により、事業所の支援の質の向

上を図ります。 

 

③ 障害のある子どもに対し、適切な発達支援の提供につなげるとともに、地域全

Ⅱ 取組の方向性 
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体の障害のある子どもの支援の質の底上げを図るため、地域障害児支援体制強化

事業の活用など、児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構

築を目指し、令和８年度末までに、児童発達支援センターを各市町村又は各圏域

に１箇所以上設置するよう、市町村に働きかけます。また、市町村等から、児童

発達支援センターの設置に当たっての課題に関する意見を聴くとともに、医療・

保健・福祉・教育関連機関の連携を調整する療育支援コーディネーターを活用す

るなど、地域の実情に応じた支援体制の構築を促します。 

 

④ 障害のある子どもの地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する

ため、児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所等が保育所等訪問支

援等を活用するなど、全ての市町村において、障害のある子どもの地域社会への

参加・包容（インクルージョン）を推進するよう働きかけます。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

１ 
児童発達支援事業所数（箇

所） 
６９０ ８５６ ９３９ １，０２２ 

２ 
放課後等デイサービス事業

所数（箇所） 
９５１ １，１３９ １，２３３ １，３２７ 

３ 
保育所等訪問支援事業所数

（箇所） 
１３２ １８２ ２０７ ２３２ 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

４ 

児童発達支援センター設置

市町村数（市町村） ※共同

設置を含む 

３４ ― ― ５４ 

  

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（２） 障害のある子どもと家族への在宅支援機能の強化 

 

障害のある子どもやその家族が身近な地域で支援が受けられ、家族が問題を抱え込

むことのないよう、居宅介護（ホームヘルプ）、訪問看護、短期入所、訪問相談、訪

問療育支援、訪問診療相談を充実し、さらには、市町村や中核地域生活支援センター、

児童相談所との連携により家庭の多重困難の状況を把握して社会福祉につなげたり、

早期の虐待防止に努めるなど、在宅支援機能の強化が必要です。 

障害のある子どもができる限り自宅や住み慣れた地域で生活を続けるためには、緊

急時や家族の病気などの際や、レスパイトのための短期入所事業所の更なる拡充が求

められます。特に、地域によって資源の偏りがあるため、医療的ケア児に対応できる

医療型短期入所事業所の確保に向けて、介護老人保健施設等への制度の周知や新規開

設の働きかけを行っています。 

また、医療技術の進歩等を背景として、ＮＩＣＵ等に長期間入院した後、引き続き

人工呼吸器等を使用し、経管栄養やたんの吸引などの医療的ケアが日常的に必要な状

態で、在宅で生活する障害のある子どもが増加しており、より身近な地域で必要な支

援が受けられるよう、訪問看護師等のスキルアップが必要です。 

発達障害のある子どもを育てる保護者のストレスや悩みを軽減することが求めら

れており、保育所、学校、相談支援事業所及び医療機関等と連携した家族支援体制の

整備や、発達障害に関する県民の理解を深める必要があります。 

 

 

① 障害のある子どもが、できる限り自宅や住み慣れた地域で生活し、また、短期

入所事業所を利用して家族のレスパイトや緊急時に対応できるよう、事業所の現

状を調査、把握し、在宅支援の環境整備に努めます。 

特に、医療的ケアが必要な子どもとその家族等が、身近な地域で短期入所を利

用できるよう、市町村や関係団体等への制度の周知を図るとともに、新規参入事

業者の掘り起こしや事業所の開設支援を行い、医療型短期入所事業所の増設を図

ります。 

また、強度行動障害など、行動上の課題がある子どもを受け入れる短期入所事

業所の拡充が図られるよう検討します。 

 

② ホームヘルプ、訪問看護など、在宅生活を支える訪問系サービスの充実が図ら

れるよう、また、比較的軽度な障害の子どもでもニーズに沿ったサービスが受け

られるよう、市町村に働きかけます。 

 

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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③ 在宅医療機関等が、医療的ケアを必要とする子ども等にも対応できるよう、医

師、看護師、歯科医師、歯科衛生士等医療関係者の一層のスキルアップに取り組

みます。 

 

④ 発達障害のある子ども等が可能な限り身近な地域で必要な支援が受けられる

よう、千葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）を拠点として、市町村・事業所

等のバックアップや専門性の高い人材の養成を目的とした研修等を行うととも

に、地域支援マネジャーの配置などを含めた地域支援機能の強化等について、発

達障害者支援地域協議会において検討を行います。 

 

⑤ 発達障害やその疑いのある子どもの保護者を対象とした子どもとの接し方や

育て方についてのペアレントトレーニング等を実施する地域自立支援協議会や

児童発達支援センター等に対し、千葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）が支

援することにより、親の療育技術の向上やストレスの軽減等を図ります。 

 

⑥ 早期診断、適切な治療や訓練、相談支援を実施する障害児等療育支援事業を推

進し、障害のある子どもやその家族の福祉の向上を図ります。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

５ 

短期入所事業所数（障害の

ある子どもを受け入れる事業

所）（箇所） 

１６４ １９４ ２０９ ２２４ 

６ 
医療型短期入所事業所数

（箇所） 
１２ 

増加を目

指します 

増加を目

指します 

増加を目

指します 

７ 

居宅介護事業所数（障害の

ある子どもを受け入れる事業

所）（箇所） 

８４２ ８６０ ８８０ ９００ 

 

 

 

  

Ⅲ 数値目標 
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（３） 地域における相談支援体制の充実 

 

障害のある子どもの早期支援には障害の早期発見が必要です。また、障害のある子

どもの中には、中学校を卒業後、高等学校に進学しなかったり、進学しても中途退学

する等、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づくサービスの提供を受けられず、困

難を抱える子どもがおり、適切な支援を行うことが必要です。そのためには、障害認

定の有無にかかわらず、地域の障害児施設の有する機能や人材を活用し、在宅の障害

のある子どもや療育を実施している事業所が子どもや家庭、保育所等に対して支援を

行う障害児等療育支援事業の推進が求められます。 

また、発達障害のある子どもの親に対する相談・助言を行うペアレントメンターの

養成や、地域の実情に応じた総合的な支援体制を構築し、医療・保健・福祉・教育の

コーディネートができる人材の育成、充実を図ることが必要です。 

さらに、虐待や二次障害を防ぐためにも、家庭に寄り添ったきめ細やかな相談支援

体制も求められます。 

 

 

① 障害のある人や障害のある子どもを受け入れる通所・入所施設の有する機能を

活用し、在宅の障害のある子どもや障害の可能性のある子どもを支援するととも

に、保育所、幼稚園等の職員に対し、療育に関する技術指導を行うため、障害児

等療育支援事業を推進します。また、発達障害等に関する知識を有する専門員が、

保育所や放課後児童クラブ等の子どもやその保護者が集まる施設・場への巡回等

を実施し、施設等の支援を担当する職員や障害のある子どもの保護者に対し、障

害の早期発見、早期対応のための助言等の支援を行う巡回支援専門員整備事業の

実施について、市町村に働きかけます。 

 

② 発達障害やその疑いのある子どもを育てる親が安心して子育てができるよう、

発達障害のある子どもを育てた経験のある親を世代が偏らないように留意しな

がらペアレントメンターとして登録し、千葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）

と連携して、親の会などの場で相談・助言を行います。あわせて、ペアレントメ

ンターの周知を図ります。 

また、ペアレントメンターに対してのフォローアップ研修会の開催や家族とペ

アレントメンターを結び付けるペアレントメンターコーディネーターを配置し、

発達障害のある子どもを持つ親への支援を実施します。 

 

③ 相談支援専門員や児童発達支援センターの職員を対象として、教育機関等との

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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「てんじブロック」 

令和４年度 障害者週間のポスター 

小学生部門 

千葉県身体障害者福祉協会理事長賞 

 遠藤 夢也 さん 

連携も含めた、障害児支援に関する総合的なコーディネートやアセスメントに関

する知識や技術を向上させるための研修を検討します。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

８ 
障害児等療育支援事業実施

箇所数（箇所） 
５５ ５６ ５６ ５６ 

  

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（４） 障害のある子どもへの医療・福祉サービスの充実 

 

医療技術の進歩等を背景として、医療的ケアが必要な子どもが増加するとともに、

その実態が多様化し、医療的ケアが必要な子ども及びその家族が個々の子どもの心身

の状況等に応じて適切な支援を受けられる環境の整備が重要な課題となっています。   

これらに鑑み、医療的ケアが必要な子ども及びその家族に対する支援に関し、国、

地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、保育及び教育の拡充に係る施策その

他必要な施策並びに医療的ケア児支援センターの指定等について定める医療的ケア

児支援法が制定され、令和３年に施行されました。 

このため県では、令和４年度に千葉県医療的ケア児等支援センター「ぽらりす」を

千葉市内に設置し、様々な相談にワンストップで対応しています。 

センターでは、相談対応に加え、地域で医療や福祉等の関係者間をつなぐコーディ

ネーターなどの人材を育成するほか、市町村等への助言や情報提供を行うなど、地域

の支援体制の構築を支援しています。 

また、「千葉県医療的ケア児等支援地域協議会」において、保健、医療、障害福祉、

保育、教育等の関係機関と連携して地域における医療的ケア児等の現状と課題を協議

するとともに、各市町村や圏域における協議の場の設置を働きかけています。 

さらに、医療的ケアが必要な子どもが、在宅において医療・福祉サービスが提供さ

れ、地域で安心して生活できるよう、市町村における保健、医療、福祉、教育等の関

連分野の支援を調整するコーディネーターの配置を促進するとともに、関係機関の連

携調整を行うための体制の整備が必要です。特に、在宅の医療的ケアの必要な子ども

は、施設の短期入所や医療施設でのレスパイト入院等のサービスを利用したいが、利

用できていないという実態があり、地域資源にも偏りがあることから、医療的ケア児

に対応できる医療型短期入所事業所の確保に向けて、介護老人保健施設等への制度の

周知や新規開設の働きかけを行っています。 

視覚障害、聴覚障害、内部障害や発達障害等のある子どもの中にも医療的な支援が

必要な子どもたちがいます。特に、発達障害については、専門的医療機関において、

発達障害が疑われる子どもの初診待ちの長期化が指摘されており、専門的医療機関の

確保のための一層の取組が必要です。 

重症心身障害の状態にある子どもに対して、一般の児童発達支援や放課後等デイ

サービスで支援することは難しいことから、身近な地域に、重症心身障害の状態にあ

る子どもを対象に支援する事業所が必要です。 

重症心身障害の状態にある人（子どもを含む）への入所支援については、成人期に

移行しても本人をよく知る職員が継続して関われるようにするなど、児者一貫した支

援が望ましいことから、入所者の年齢や状態に応じた適切な日中活動を提供していく

ことを前提に、医療型障害児入所施設等と療養介護は一体的に運営されています。 

Ⅰ 現状・課題 
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また、強度行動障害など、行動上の課題がある子どもに対応する支援の充実も必要

です。 

さらに、入所施設が設置されていない地域においては、在宅支援の在り方について

の検討が必要です。 

平成２７年４月に施行された子ども・子育て支援新制度における保育所等の優先利

用の考え方の中に、「子どもが障害を有する場合」は「優先利用」の対象とすること

が可能と示されており、市町村において利用調整の優先度について検討・運用する必

要があります。  

 

 

① 医療的ケアが必要な子どもとその家族等が適切な支援を受けられるように、医

療的ケア児等支援センター「ぽらりす」を設置し、医療的ケアが必要な子ども等

の支援を総合調整するコーディネーターを配置するとともに、様々な相談にワン

ストップで対応します。 

  また、千葉県医療的ケア児等支援地域協議会において、全県的な課題を分析し、

必要な対応を検討します。 

 

② 医療的ケアが必要な子どもとその家族等が適切な支援を受けられるよう、医療

的ケア児等支援センターにおいて支援人材の育成や地域の支援体制の構築を支

援するとともに、令和８年度末までに、各市町村又は圏域において、保健、医療、

障害福祉、保育、教育等の関係機関等の連携を図るための協議の場が設置され、

関連分野の支援を調整するコーディネーターが配置されるよう働きかけます。 

 

③ 医療的ケアが必要な子どもとその家族等が、身近な地域で短期入所を利用でき

るよう、市町村や関係団体等への制度の周知を図るとともに、新規参入事業者の

掘り起こしや事業所の開設支援を行い、医療型短期入所事業所の増設を図ります。  

 

④ 発達障害の早期発見、早期支援の重要性に鑑み、身近な地域において一定水準

の診療や対応が可能となるよう、かかりつけ医等の養成の在り方について検討し

ます。 

 

⑤ 重症心身障害の状態にある子どもが身近な地域で支援を受けられるように、主

に重症心身障害の状態にある子どもを支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所を各市町村又は各圏域に１箇所以上確保するよう、市町村

に働きかけます。また、市町村等から、重症心身障害の状態にある子どもを支援

する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保に当たっての

Ⅱ 取組の方向性 
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課題に関する意見を聴きながら、支援の在り方について検討します。 

 

⑥ 重症心身障害や医療的ケアが必要な子ども等の支援に関して、ニーズや地域資

源の状況を踏まえ、保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進を図ります。 

また、医療型障害児入所施設や強度行動障害など、行動上の課題がある子ども

に対応する施設の支援の充実を図るとともに、施設の役割や施設が設置されてい

ない地域における在宅支援の在り方を検討します。 

特に、県南部など地域資源の十分でない地域におけるサービス提供の在り方を

検討し、その充実を働きかけていきます。 

 

⑦ 重症心身障害の状態にある子ども等が入所する千葉県千葉リハビリテーショ

ンセンターについて、県民ニーズに対応できる施設の整備に向け、令和５年度か

ら、第１期工事となる外来診療棟の建設工事に着手しています。 

 

⑧ 在宅の強度行動障害など、行動上の課題がある子どもの支援については、短期

入所事業所などの利用により家族の負担を和らげ、相談支援専門員が身近な地域

の医療、保健、福祉、教育等関係機関の連携を調整し、さらに千葉県発達障害者

支援センター（ＣＡＳ）や「強度行動障害のある方の支援者に対する研修事業」

で育成した人材の活用等の地域支援体制の在り方について検討します。 

 

⑨ 障害のある子どもが円滑に保育利用できるようにするため、優先利用の基本的

な考え方を周知し、市町村の利用調整における「子どもが障害を有する場合」の

優先度について、検討・運用を促します。 
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№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

９ 

医療的ケア児支援のための

関係機関の協議の場の設置

市町村数（市町村） ※共同

設置を含む 

３１ ― ― ５４ 

10 障害児入所施設数（箇所） １７ １７ １８ １８ 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

11 

主に重症心身障害児を支援

する児童発達支援事業所数

（箇所） 

３６ ― ― ４０ 

12 

主に重症心身障害児を支援

する放課後等デイサービス

事業所数（箇所） 

４４ ― ― ４９ 

13 

医療的ケア児等の支援を総

合調整するコーディネーター

の配置人数（人） 

２ ３ ３ ３ 

14 

医療的ケア児等に対する関

連分野の支援を 調整する

コーディネーターの配置人数

（人） ※共同配置を含む 

３５ ６５ ７１ ７７ 

15 
福祉型障害児入所施設入所

定員（人） 
２６８ ２６８ ２８８ ２８８ 

16 
医療型障害児入所施設入所

定員（人） 
５８８ 

増加を目

指します 

増加を目

指します 

増加を目

指します 

  

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（５） 障害のある子ども一人一人が十分に教育を受けられるための取組の充

実 

 

障害のある子どもが、それぞれの発達段階や障害の特性に応じた教育を十分に受け

られる取組の充実が必要です。また、障害への対応が不適切な場合、いじめを受けた

り、二次障害を引き起こしたりする可能性があり、障害に対する理解を広げていくこ

とも必要です。そのため、どの学校においても、障害の特性に配慮した支援や、一人

一人の教育的ニーズに応じた適切な指導及び必要な支援ができるよう、学校全体での

特別支援教育の充実を図ることが不可欠です。 

また、教育環境を整備し、合理的配慮の充実を図り、全ての教職員の専門性の向上

に関する取組を推進するとともに、ライフステージに応じた教育及び相談支援体制

と、卒業後に地域社会の中で利用できる社会資源の積極的な活用に結び付けていくた

めに連携した支援体制の充実を図ることも重要です。 

さらに、現在、特別支援学校の児童生徒数の増加が著しく、それに伴う教室不足や

施設の狭あい化に対応して新設校８校、分校２校の開校、１校の増築等を行った「県

立特別支援学校整備計画」、新設校１校の開校、４校の増築、２箇所の通学区域の変

更等を行った「第２次県立特別支援学校整備計画」に引き続き、令和４年度から令和

１３年度までを計画期間とする「第３次県立特別支援学校整備計画」により、対応を

図っているところです。 

引き続き、障害のある子どもが、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立して社

会参加することを目指すとともに、共生社会を形成する基礎となる特別支援教育の推

進と教育環境の整備が不可欠であり、「第３次千葉県特別支援教育推進基本計画」に

基づき、具体的な取組を進めていく必要があります。 

教育環境の整備について、ＧＩＧＡスクール構想により特別支援教育におけるＩＣ

Ｔ環境が整備されていく中、これらを適切に活用した学習活動の充実や、各種の統計

資料や新聞、視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の適切な活用を図っていく必要

があります。 

 

 

① 障害のある子どもへの一貫した教育相談と支援体制を充実させるため、関係

者・関係機関の円滑な連携を確かなものとするネットワークの構築を図るととも

に、その活用と支援体制の充実に努めます。 

 

② 幼稚園等において、支援が必要な就学前の幼児に対する「個別の教育支援計画」

や「個別の指導計画」の作成に関し、特別支援学校が協力を行うなど適切な就学

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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の支援を行います。また、関係機関のネットワークを活用しながら、きめ細かな

就学相談、就学事務に努めます。 

 

③ 障害のある子どもが、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立して社会参加

するとともに、地域社会の中で積極的に活動し、その一員として豊かに生きるこ

とができるよう、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校な

ど連続性のある「多様な学びの場」の整備と、一人一人の子どもがその力を発揮

できる取組の充実を図ります。また、特別支援学校による通級による指導の充実

を図り、一人一人の教育的ニーズに応じた支援が地域で受けられるように努めま

す。 

 

④ 特別支援学校と近隣の小・中学校等の幼児児童生徒との交流及び共同学習を促

進するとともに、地域の人々が障害のある子どもたちへの理解を深める啓発活動

などの取組を一層進めていきます。 

 

⑤ 一人一人の障害特性と教育的ニーズに応じて決定される合理的配慮と、その合

理的配慮を実現していくための基礎となる教育環境の充実を図ります。 

 

⑥ 特別支援アドバイザーや特別支援教育支援員の配置により、小・中学校や高等

学校等への支援の充実を図るとともに、特別支援学校の専門性を生かし、地域内

の小・中学校等に対するセンター的機能の充実に取り組みます。 

 

⑦ 幼稚園、小・中学校、高等学校及び特別支援学校等と保健・医療・福祉などの

関係機関との連携の充実を図るとともに、不適応の個別のケースについて、利

用する児童発達支援や放課後等デイサービスと情報を共有し、専門性が高い相

談機関や児童発達支援センターなど関係機関と連携して解決を図ります。 

 

⑧ 障害のある児童生徒の情報活用能力を育成するため、教育用コンピュータの整

備・更新を進めます。また、学習効果を高める観点からＩＣＴを活用した遠隔教

育について、指導方法の開発や教育効果等の調査研究を実施し、障害の特性に応

じた指導の充実やＩＣＴを活用した教育の普及促進を図ります。 

 

⑨ 幼稚園、小・中学校及び高等学校等における個別の教育支援計画や個別の指導

計画の作成と活用を一層進めるとともに、学校における特別支援教育コーディ

ネーターの資質の向上を図り、また、コーディネーターとして複数の教員を指名

できるように努めるなど、校内支援体制の充実を図ります。 
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⑩ いじめ問題や不登校については、学校や家庭、教育委員会と児童相談所等の関

係機関との連携や、千葉県子どもと親のサポートセンターや千葉県総合教育セン

ターなどの相談機関との連携により支援の充実を図ります。 

 

⑪ 特別支援学校に在籍する医療的ケアの必要な児童生徒に対し、安全で確実な支

援ができるよう、担当する教員及び特別非常勤講師（看護師）への研修を充実し

ます。また、強度行動障害、精神疾患、高次脳機能障害、嚥下障害、その他様々

な事情で学習や生活に著しい困難を抱える児童生徒への適切な支援の充実を図

ります。 

また、特別支援学校への通学が困難な児童・生徒に対して、ＩＣＴを活用した

遠隔教育や訪問教育の充実に努めます。 

 

⑫ 障害のある生徒の県立高等学校の入学者選抜に当たっては、障害があることに

より、不利益な取扱いをすることのないよう十分に留意します。 

 

⑬ 特別支援学校の過密の状況、児童生徒数の動向などを踏まえ、「第３次県立特別

支援学校整備計画」等により、計画的に整備を進めていきます。 

 

⑭ 高等学校や特別支援学校の卒業後の進路について、適切なアセスメントに基づ

く個別の移行支援計画の作成と活用を図り、障害者就業・生活支援センターをは

じめとする福祉や医療、高等教育、労働関係機関と連携し、地域資源を活用した

支援の充実を図ります。 

 

⑮ 「多様な学びの場」を実現していくために、全ての教員に特別支援教育に関す

る基礎的な知識・技能の向上が求められるとともに、特別支援学校では特別支援

教育のセンター的機能を発揮するための教員の専門性が必要なことから、特別支

援学校教諭免許状の取得や、特別支援教育に関する研修の充実を図ります。あわ

せて、特別支援学級、通級による指導の担当者の専門性の向上を図るために、特

別支援学校教諭免許状の取得率の向上に努めます。 

 

⑯ 幼稚園、小・中学校及び高等学校等において、通常の学級担任をはじめ全教職

員の障害の理解促進、障害等へのアセスメントや学校・学級経営、関係機関との

連携などのマネジメント能力の向上、障害のある子どもへの対応など、特別な教

育的ニーズに応じた指導力を高めるため、研修の充実を図るとともに、保育所、

認定こども園、放課後児童クラブ等においても障害児保育に関する研修の充実を
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図ります。 

 

⑰ 特別支援学校等への通学に関する状況を調査、把握し、あわせて、移動支援に

ついては、福祉施策と教育施策との連携の在り方を検討します。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

17 

幼・小・中・高等学校等にお

いて、園・学校が個別の指導

計画の作成を必要と思う児

童等のうち、実際に個別の

指導計画が引継ぎに活用さ

れた児童等の割合（％） 

７３．２ ８４ ８７ ９０ 

18 

幼・小・中・高等学校等にお

いて、園・学校が個別の教育

支援計画の作成を必要と思

う児童等のうち、実際に個別

の教育支援計画が引継ぎに

活用さ れた児童等の割合

（％） 

７０．９ ８３ ８６ ９０ 

19 
特別支援教育に関する校内

研修実施率（％） 
― ８９ ９２ ９５ 

20 

特別支援学校教員の特別支

援学校教諭免許状保有率

（％） 

９３．７ 
増加を目

指します 

増加を目

指します 

増加を目

指します 

 

  

Ⅲ 数値目標 
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（６） 難聴児の支援 

 

聴覚障害は、早期発見・適切な支援により、音声言語発達等への影響が最小限に抑

えられることから、出生した全ての子どもが新生児聴覚検査を受けられるよう、県内

統一の受診券方式による受検体制の整備を行っています。 

また、聴覚に障害のある子どもを含む難聴児が適切な支援を受けられるよう、児童

発達支援センターと特別支援学校等の連携強化を図るなど、難聴児支援のための中核

的機能を有する体制を確保することが求められています。 

 県立千葉聾学校では「きこえとことばの相談支援センター」を設置し、聴覚に障害

のある乳幼児児童生徒への相談支援だけでなく、保護者への支援も行っています。 

通常の学級に在籍する軽中等度難聴児や人工内耳装用児をはじめとする難聴児に

は、特別支援学校のセンター的機能の活用や難聴特別支援学級の専門的な知見を活用

した支援、通級による指導の活用により、切れ目ない支援を行っています。 

難聴児とその家族に寄り添った教育や支援の実現のために、障害特性の十分な理解

に基づく一人ひとりに応じたきめ細やかな教育や支援が行われることが重要です。そ

のため、難聴児の支援には専門性を持った職員の支援や協力が重要であり、聴覚障害

教育に関わる職員の専門性向上に向けた取組を充実させることが求められています。 

  

 

① 新生児聴覚検査について、全ての子どもが受検できる体制を継続できるように

保護者への啓発に引き続き努めます。 

 

② 聴覚に障害のある子どもを含む難聴児が適切な支援を県内のどの地域でも受

けられるよう、難聴児支援に関わる人たちへの知識の周知に努めるとともに、市

町村と情報共有を図りながら、児童発達支援センターと特別支援学校（聴覚障害）

等の連携強化を進め、難聴児支援のための中核的機能を果たす体制の確保を図り

ます。 

 

③ 聴覚障害教育の専門性向上の観点から、聴覚に障害のある人に関する教育の領

域を定めた免許状の保有率を高めるため、免許状単位取得に向けた認定講習の優

先受講や独立行政法人国立特別支援教育総合研究所等における研修の受講促進

を図ります。 

 

④ 難聴児が地域で切れ目ない支援を受けることができるよう、合理的配慮を含め

た環境の整備、通級による指導を担当する教員の聴覚障害教育の専門性向上のた

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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めの取組や、小学校等での障害のある人及び特別支援教育の理解促進に向けた取

組を行います。 

 

⑤ 身体障害者手帳の交付対象にならない、軽度・中等度の難聴児の健全な発育や

コミュニケーション能力の取得を促進するため、軽度・中等度の難聴児を対象に

市町村が行う補聴器購入費の助成事業に対し、引き続き、市町村が負担した費用

の一部を助成していきます。また、当事業を県内全ての市町村で実施できるよう

に、未実施の市町村に働きかけていきます。 
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（１） 地域における相談支援体制の充実 

 

令和４年１２月に改正された障害者総合支援法により、基幹相談支援センターにつ

いて、地域の相談支援の中核的機関としての役割・機能の強化が図られたほか、その

設置が市町村の努力義務となりました。また、市町村協議会の活性化や関係機関の更

なる連携が求められるとともに、障害のある人の個々の事例について情報共有するこ

とが明記され、協議会の参加者に対する守秘義務及び関係機関による協議会への情報

提供に関する努力義務が設けられました。 

サービス等利用計画は、障害福祉サービス等を利用する全ての人について作成しな

ければなりませんが、令和５年３月末におけるセルフプランの比率は２３．３％と

なっています。これらは、利用者が希望している場合もありますが、厚生労働省令「指

定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準」では、相談支援専門員一人当た

りの処理件数を月平均３５件を標準としているところ、実態は約５１件となってお

り、作成を担当する相談支援専門員が不足していることも原因の一つと考えられま

す。 

地域移行に関する相談支援については、入所・入院している障害のある人やその家

族のニーズを十分に把握して、地域移行に関する情報提供を進める必要があります。

また、入所施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する人に対する

「自立生活援助」などのサービスを活用していく必要があります。 

相談支援体制においては、地域における相談支援の中核的な役割を担う存在とし

て、基幹相談支援センターを設置することが市町村の努力義務となりましたが、その

  各市町村において、障害のある人の自立支援や地域共生社会の実現に向けて

関係機関と連携し、地域の実情に合った相談支援体制を構築できるよう、相談支

援アドバイザーの派遣による助言や研修会の開催等により支援を行います。 

  障害者総合支援法のサービス等利用計画を作成する相談支援事業者の安定的

な確保と質の向上を目指し、相談支援専門員の確保に努めるとともに、養成に係

る各種の研修及び専門性向上のための専門コース別研修等を行います。 

  地域における相談支援の中核的な役割を担うことが期待される基幹相談支援

センターについては、市町村にモデルを示し、設置促進を支援します。 

  手帳の有無や診断名等にかかわらず、障害の可能性が見込まれる子どものた

めの相談支援体制の充実及び在宅障害児等やその家族の福祉の向上を図ります。 

Ⅰ 現状・課題 

５ 障害のある人の相談支援体制の充実 
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設置は、令和２年４月の２２市町村から令和５年４月現在において３９市町村と進ん

できたものの、未設置の市町も残っています。また、基幹相談支援センターと指定特

定相談（計画相談）支援事業所、委託相談支援事業所等との役割が、地域の中で明確

に分担されていないなどの課題があります。 

さらに、計画相談事業所の絶対数の不足、地域による設置数の偏りが利用者にとっ

ての利便性を損ねています。 

今後も、基幹相談支援センターを中心とした支援機関の連携による包括的な相談支

援体制を整えるため、その設置を更に促進する必要があります。 

また、長期間にわたり障害福祉サービスを利用していた一定の高齢期の障害のある

人に対する介護保険サービスの利用者負担の軽減や、共生型サービスが創設されたこ

となどを踏まえ、両サービスの円滑な利用を促進するため、介護支援専門員との連携

が重要になります。 

障害のある人の権利擁護においては、日常生活や社会生活の様々な場面で、その人

の意思決定のための支援が必要です。また、相談支援事業所は、計画相談に係るモニ

タリングによる居宅や施設等の訪問を通じて、障害のある人やその世帯の状況の把握

が可能であることから、こうした機会を通じた虐待の早期発見のため市町村との連携

が重要です。 

相談支援に当たっては、障害特性に応じた対応が必要です。視覚障害、聴覚障害、

音声機能障害、言語機能障害のある人、盲ろう者、失語症者などコミュニケーション

に障害のある人が、相談支援を利用しやすくする必要があります。 

発達障害のある人については千葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）、高次脳機

能障害のある人については千葉県千葉リハビリテーションセンター等に支援拠点機

関を設置していますが、更に地域資源を活用した支援を推進し、利用者の利便性の向

上を図る必要があります。 

障害のある人の中でも、ひきこもり、重度の身体障害等による長期療養、その他様々

な要因により地域社会や家族から孤立していたり、社会生活上の支障があるものの本

人に障害受容がないことや、自身の困りごとを伝える力が弱いことにより、相談支援

機関やサービスの利用につながることのできない人がいます。 

こうした人が適切な福祉サービスにつながるためには、障害分野以外の支援機関と

も連携した重層的な支援体制を整備し、困りごとを抱える本人を見いだすためのアウ

トリーチ型の支援や、本人と一緒に解決策を考える寄り添い型の支援が必要です。 

矯正施設を出所・出院する障害のある人の中には、出所後に帰る場所がない人や、

頼る人がおらず、適切な福祉サービスにつながることができないまま、地域での生活

に困難を来し、再犯に至る人が少なくありません。 

そのため、これら犯罪をした障害のある人に再び犯罪を繰り返させないためには、

円滑な社会復帰に向けた適切な支援を行うことが必要です。 
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障害のある人同士の共感に基づく支援であり、他の相談支援と異なる有効性が期待

されるピアカウンセリングやピアサポートについては、研修による養成に加え、地域

での人材の活用を進めていく必要があります。 

 

 

① 計画相談支援においては、相談支援専門員による利用者のニーズの抽出や継続

的かつ定期的なモニタリングの実施などが重要であり、サービス等利用計画が適

切に作成・運用されるよう取り組みます。 

また、相談支援専門員一人が対応できる適正な利用者の数などを踏まえた十分

な配置ができるよう、国に対して報酬の見直し等の措置を講じるよう強く求める

とともに、デジタル技術を用いた情報共有や現場における業務の効率化などによ

り、質の高い相談支援につなげます。 

 

② 入所・入院している障害のある人やその家族のニーズに沿った情報提供ができ

るよう、地域移行支援の利用を促進するとともに、自立生活援助などのサービス

を活用した支援を推進します。 

 

③ 各市町村協議会が、地域共生社会の実現に向けて関係機関と連携し、地域の実

情に合った相談支援体制を構築できるよう、相談支援アドバイザーの派遣による

助言や研修会の開催等により支援します。 

 

④ 地域における相談支援の中核機関である基幹相談支援センターの全市町村へ

の設置を進め、総合的・専門的な相談支援、相談支援事業所に対する助言や人材

育成、関係機関の連携などの役割と、計画相談支援事業所、委託相談支援事業所

の役割分担について、市町村と連携した研修会等の開催により情報共有を図り、

市町村の相談支援体制の強化を図るとともに、国に対して、基幹相談支援セン

ターの運営に十分な財源の確保を要望します。 

また、基幹相談支援センター等において地域の相談支援に関する指導的な役割

を担うことができる人材を養成するため、主任相談支援専門員研修を実施します。 

 

⑤ 介護支援専門員を対象とする障害福祉サービスに関する研修の実施、市町村に

おける地域包括支援センターと相談支援事業所との併設や連携、基幹相談支援セ

ンターの設置促進による機能強化などを含め、地域共生社会の実現に向けた包括

的な相談支援体制の充実に取り組みます。 

 

⑥ 障害のある人の権利擁護を推進するため、意思決定支援ガイドラインを踏まえ

Ⅱ 取組の方向性 
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た利用者本位の支援、計画相談に係るモニタリングの機会を活用した虐待の早期

発見と市町村との連携の重要性について、相談支援事業所に対する周知を図りま

す。 

 

⑦ 意思疎通支援事業（市町村地域生活支援事業）の活用など、当事者団体や専門

機関等と協力して、視覚障害、聴覚障害、音声機能障害、言語機能障害のある人、

盲ろう者、失語症者などコミュニケーションに障害のある人が相談支援を受けや

すくなるための環境づくりに取り組みます。 

 

⑧ 発達障害のある人が可能な限り身近な地域で必要な支援が受けられるよう、千

葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）を拠点として、市町村・事業所等のバッ

クアップや専門性の高い人材の養成を目的とした研修等を行うとともに、発達障

害者地域支援マネジャーを配置し、市町村に向けた地域支援体制整備に係る研修

や事業所の困難事例支援など、地域支援機能の強化等を行います。 

 

⑨ 高次脳機能障害のある人への専門的相談支援及び医療と福祉の一体的な支援

を普及・定着させるため、高次脳機能障害の診断及びその特性に応じた支援サー

ビスの提供を行う協力医療機関及び専門支援機関を確保・明確化し、地域の関係

機関が相互に連携・調整を図り、当事者やその家族等の支援に資する情報提供を

行う地域支援ネットワークの構築を目指します。ネットワークにおいては、精神

科領域との連携強化を図るべく、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムと

連携し、高次脳機能障害の支援体制の充実を図ります。 

 

⑩ 対象者や分野を越えた福祉の総合相談支援機関である中核地域生活支援セン

ターを県内１３箇所に設置し、制度の狭間にある人、複合的な課題を抱えた人、

制度や社会の変化から生じる新たな課題により生活不安を抱えた人及び広域的

な調整が必要な人等、地域で生きづらさを抱えた人を分野横断的に幅広く受け止

めるアウトリーチ型、寄り添い型の相談支援を行います。 

 

⑪ 様々な要因により地域社会や家族から孤立し、相談支援機関やサービスの利用

につながっていない障害のある人や障害が疑われる人、複合的な課題を抱える人

等に対する理解の普及や相談支援について、市町村、中核地域生活支援センター

及び関係機関の連携支援に取り組みます。 

 

⑫ 矯正施設の出所・出院予定者のうち、高齢者や障害のある人など福祉的支援を

要すると認められる人を、保護観察所からの依頼により、出所・出院後直ちに必
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要な福祉サービスにつなげるため、地域生活定着支援センターを設置して、福祉

サービス等に係るニーズの内容の確認や、受入先施設等のあっせん等を行いま

す。 

また、受入施設へのフォローアップや出所・出院後の福祉サービスの利用に関

して、本人やその関係者からの相談に応じ、助言その他必要な支援を行います。 

 

⑬ 矯正施設の出所・出院予定者のうち、高齢者や障害のある人に限らず、社会復

帰に当たり何らかの支援を受けることが望ましいと思われる人に対して、矯正施

設と中核地域生活支援センターが連携し、出所・出院後から安定した地域生活を

送ることができるよう、切れ目のない生活支援を行うための体制づくりを進めま

す。 

 

⑭ 障害のある人の経験や能力を生かすとともに社会参加を促進するため、ピアサ

ポーターが支援者へとキャリアアップできるよう研修を実施するとともに、就労

へつながるよう関係機関に対するピアサポートの普及や環境づくりに努めます。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

１ 計画相談支援従事者数（人） １，３６８ １，６５０ １，８００ ２，０００ 

２ 
特定相談支援事業所所在市

町村数（市町村） 
４８ ５４ ５４ ５４ 

３ 
一般相談支援事業所所在市

町村数（市町村） 
３５ ４５ ５０ ５４ 

４ 

基幹相談支援センター設置

市町村数（市町村） ※共同

設置を含む 

３９ ４５ ５０ ５４ 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

５ 

発達障害者支援センター相

談件数（地域相談支援機関

での相談を含む）（件） 

１４，１５３ １６，０００ １６，０００ １６，０００ 

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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６ 
発達障害者支援地域協議

会の開催回数（回） 
１ ３ ３ ３ 

７ 
ピアサポートの活動への参

加人数（人） 
１，０３０ １，４００ １，６００ １，８００ 

８ 

発達障害者支援センター及

び発達障害者地域支援マネ

ジャーの関係機関への助言

件数（件） 

８７８ ９００ ９００ ９００ 

９ 

発達障害者支援センター及

び発達障害者地域支援マネ

ジャーの外部機関や地域住

民への研修、啓発件数（件） 

５２９ ６００ ６００ ６００ 

10 

発達障害者支援センター運

営事業 
    

 
実施箇所数（箇所） ３ ３ ３ ３ 

実利用者数（人） ２，２３１ ２，３００ ２，４００ ２，５００ 

研修等受講者数（人） ６，６７３ ７，０００ ７，５００ ８，０００ 

11 

千 葉 県相 談 支援 アド バ イ

ザー派遣事業 
    

 
アドバイザー配置数（人） ４３ ４５ ４５ ４５ 

ア ド バ イ ザ ー派 遣 件数

（件） 
１０ １５ １５ １５ 
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（２） 地域における相談支援従事者研修の充実 

 

相談支援に従事する相談支援専門員を安定的に確保するため、相談支援専門員の養

成に努めてきましたが、令和５年４月時点における相談支援業務に従事する相談支援

専門員は１，３６８人であり、そのうち常勤・専任である者の割合は３２．７％となっ

ています。 

現状では、研修により養成された相談支援専門員が、必ずしも相談支援業務に従事

又は定着できるような環境が整っていないなどの課題があります。 

同時期における障害福祉サービスの受給者数（障害児を含む）は６９，５０９人で

あり、全ての利用者に対して継続的な計画相談支援を実施していくためには、引き続

き相談支援専門員の養成と定着を図る必要があります。 

また一方で、相談支援従事者現任研修や地域移行・地域定着支援、就労支援、発達

障害のある人への支援などの専門コース別研修を実施することなどにより、相談支援

の質の向上に努めてきました。 

今後は、障害のある人のニーズの多様化とともに、地域共生社会の実現に向けた

ソーシャルワークの担い手としての相談支援専門員の役割が求められています。 

 

 

① 相談支援専門員の確保や定着を図るため、育成ビジョンを明確にした上で、各

研修を体系的に整理することにより、受講者の目的意識を高め、研修効果のより

一層の向上を図ります。また、研修を効率的に実施するため、企画・運営の外部

団体への委託等について検討します。 

 

② 全ての人が障害の特性に応じた相談支援が受けられるよう、専門コース別研修

等により相談支援専門員等の専門性の向上に取り組むとともに、主任相談支援専

門員研修を実施し、地域の相談支援における指導的立場にある相談支援専門員の

確保に努めます。 

 

③ 障害のある人のニーズの多様化に対応するとともに、意思決定支援ガイドライ

ン等を踏まえた利用者本位の相談支援が行われるよう、地域共生社会の実現に向

けたソーシャルワークの担い手として、相談支援専門員等の資質の向上に取り組

みます。 

 

④ 相談支援専門員と介護支援専門員とが相互に連携し、共通の理解の下で高齢期

の障害のある人の支援に当たれるよう、介護支援専門員に対する研修の機会を確

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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保し、両方の資格を有する人材の拡大に努めます。 

 

⑤ 地域において安定的に相談支援体制を維持していくことのできる財源を確保

することができるよう、国に対して報酬制度の見直し等十分な財政措置を講じる

よう求めます。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

12 
計画相談支援従事者数（人） 

【再掲】 
１，３６８ １，６５０ １，８００ ２，０００ 

13 
相談支援専門員の養成数

（人） 
３１８ ６００ ６００ ６００ 

14 

相談支援専門コース別研修

事業 
    

 
受講者数（人） １３５ ４００ ４４０ ４８０ 

研修開催回数（回） ２ ５ ５ ５ 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

15 

相談支援専門員研修（初任

者・現任・主任）及びサービ

ス管理責任者・児童発達支

援管理責任者研修（基礎・実

践・更新）修了者数（人） 

２，８６７ ３，０００ ３，０００ ３，０００ 

16 

相談支援専門員及びサービ

ス管理責任者・児童発達支

援管理責任者への意思決定

支援ガイドライン等を活用し

た研修 

    

 
修了者数（人） ０ ６０ ６０ ６０ 

実施回数（回） ０ １ １ １ 

 

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（３） 障害のある子どもと家族への在宅支援機能の強化 

 

障害のある子どもに対する障害児支援利用計画の作成状況は、令和５年３月末にお

けるセルフプランの比率が３５．９％と高くなっています。こうした現状は、地域の

社会資源等に関する情報の不足や障害のある子どもの支援に関する十分な知識や経

験を有する相談支援専門員が少ないことなどが原因で、保護者等による課題の抱え込

みが行われ、子どもの最善の利益が図られていないことも考えられます。 

また、在宅で医療的ケアの必要な障害のある子ども等への支援を強化するため、令

和４年度に千葉県医療的ケア児等支援センター（ぽらりす）を設置し、相談への対応

や地域で支援を担う看護師等及び医療的ケア児等コーディネーターの育成に取り組

むとともに、千葉県医療的ケア児等支援地域協議会を設置して、課題等についての協

議を行ってきました。 

発達障害のある子どもに対しては、できるだけ早期に切れ目なく支援を行うことが

重要であり、対応できる相談機関の確保や専門職の育成に加えて、発達障害の診療と

対応を適切に行うことができる医療機関の確保が求められています。また、保護者等

が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身に付け、適切な対応がで

きるよう、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の支援プログラムや、

発達障害のある子どもを育てた保護者の経験やノウハウを活用した家族支援を推進

するとともに、アセスメントツールの導入の促進と、その適切な活用方法の啓発が必

要です。 

また、手帳の有無や診断名等にかかわらず、障害の可能性が見込まれる子どものた

めに、成長過程を踏まえ、保健、医療、福祉、子育て、教育等の関係者が連携し、早

期発見と適切な療育につながるよう相談支援体制の充実を図る必要があります。 

 

 

① 医療的ケアを要する障害のある子ども等が適切な支援につながるように、地域

における医療・福祉資源に関する情報を、市町村や地域相談支援機関に提供・周

知します。 

 

② 医療的ケアが必要な子どもとその家族等が適切な支援を受けられるよう、医療

的ケア児等支援センターにおいて支援人材の育成や地域の支援体制の構築を支

援するとともに、令和８年度末までに、各市町村又は圏域において、保健、医療、

障害福祉、保育、教育等の関係機関等の連携を図るための協議の場が設置され、

関連分野の支援を調整するコーディネーターが配置されるよう働きかけます。

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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（再掲） 

 

③ 障害の可能性が見込まれる子どもが適切な療育につながるよう、相談支援専門

員と児童発達支援センターや障害児等療育支援事業関係者、子ども・子育て支援

事業者、特別支援教育コーディネーターなどとの発達段階に応じた連携につい

て、関係機関に働きかけます。 

 

④ 発達障害の早期発見、早期支援の重要性に鑑み、身近な地域において一定水準

の診療や対応が可能となるよう、かかりつけ医等の養成の在り方について検討し

ます。（再掲） 

 

⑤ 発達障害やその疑いのある子どもを育てる親が安心して子育てができるよう、

発達障害のある子どもを育てた経験のある親を世代が偏らないように留意しな

がらペアレントメンターとして登録し、千葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）

と連携して、親の会などの場で相談・助言を行います。あわせて、ペアレントメ

ンターの周知を図ります。 

また、ペアレントメンターに対してのフォローアップ研修会の開催や家族とペ

アレントメンターを結び付けるペアレントメンターコーディネーターを配置し、

発達障害のある子どもを持つ親への支援を実施します。（再掲） 
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「障がい者もそうでない人も同じ地球に

生きている！」 

令和５年度 障害者週間のポスター 

小学生部門 

千葉県知事最優秀賞 

 竹中 来瞳 さん 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

17 

医療的ケア児に対する関連

分野の支援を調整するコー

デ ィ ネ ー タ ー の 配 置 人 数

（人）※共同配置を含む 

【再掲】 

３５ ６５ ７１ ７７ 

18 

ペアレントトレーニングやペ

アレントプログラム等の支援

プログラム等の受講者数（保

護者）（人） 

８９ １１０ １１０ １１０ 

19 

ペアレントトレーニングやペ

アレントプログラム等の支援

プログラム等の実施者数（支

援者）（人） 

６３ ８０ ９０ １００ 

20 
ペアレントメンターの登録者

数（人） 
５９ ８８ ８８ １００ 

 

 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（１） 就労支援・定着支援の体制強化 

  

障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むためには就労が重要であると

の考え方の下、働く意欲のある障害のある人がその適性に応じて能力を十分に発揮す

ることができるよう、多様な就業の機会を確保するとともに、就労支援の担い手の育

成等を図り、また、一般就労が困難な者に対しては工賃の水準の向上を図るなど、障

害のある人の一般就労の促進と福祉的就労の充実は重要な課題です。 

一般就労の促進においては、「障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇

用促進法」という。）」により企業等での雇用とともに、雇用の分野における障害を理

由とする差別的取扱いの禁止や職場で働くに当たっての合理的配慮の提供が義務付

けられており、地域障害者職業センターによる障害のある人への専門的職業リハビリ

テーション、事業主に対する雇用管理に関する助言等の支援、障害のある人の職場へ

の適応を促進するための職場適応援助者（ジョブコーチ）による直接的・専門的支援

などが実施されています。 

同法の改正により、法定雇用率が引き上げられる中、就労意欲のある障害のある人

は年々増加傾向であり、千葉県内の新規求職件数は令和２年度の８，２２２件から令

和４年度の９，５０２件へ増加しており、就職件数も、令和２年度の３，１９３件か

ら令和４年度は３，６６８件と増加していますが、新規求職件数と就職者数の間には

開きがあり、多くの働く意欲のある障害のある人が就職の機会を得られていない状況

  障害のある人の一般就労を促進するため、就労移行支援事業所の支援体制の

充実や支援員の資質向上、積極的な企業での実習や求職活動等の支援体制の強

化を図るとともに、障害のある人を雇用する企業を支援し、障害のある人の就職

や職場定着等を推進します。 

  福祉的就労を担う就労継続支援事業所に対し、事業内容の充実、経営改善な

ど、障害のある人が働く力を十分発揮できる環境づくりを通じた工賃（賃金）向

上に資する支援を実施します。 

  障害者就労施設への発注の拡大に向け、企業や自治体等からの発注に対応す

る共同受注窓口や、県内の就労施設等の情報をインターネットで提供する「チャ

レンジド・インフォ・千葉」等を通じて、受発注のマッチングを図っていきます。 

  障害のある人の経済的自立とともに、自らの価値観に基づく多様な働き方の

選択が尊重されるよう、安心して継続して働ける環境づくりに努めます。 

Ⅰ 現状・課題 

６ 障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労の充実 
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にあります。また、多様な障害の中でも特に精神障害（発達障害を含む。）のある人の

新規求職件数が大きく増加しており、就職者数についても今後更に増加することが想

定されます。 

働く意欲のある障害のある人が就職の機会を得て、それぞれの持つ強みや能力を生

かし、安心して働き続けられるよう、障害特性に応じた就労支援と定着支援を行う必

要があります。 

また、大学（四年制大学のほか、短期大学、大学院、高等専門学校を含む。）在学中

の障害のある学生についても、早期に専門的な就労支援を利用することが、その後の

就職活動を円滑に進める上で効果的な場合もあることから、在学中の就労移行支援事

業の実施について、必要に応じて適切に取り組まれるよう、関係機関等と連携し、周

知を図ることが求められています。 

今後、障害のある人の就業に伴う生活上の支援のニーズはより一層多様化かつ増加

するものと考えられます。企業に雇用された障害のある人の早期離職を防ぎ、職場に

定着することは、障害のある人の自立した生活を実現するために重要です。 

このため、就労定着支援事業の実施に当たっては、実施主体と障害者就業・生活支

援センターや地域障害者職業センターなどの関係機関が連携して障害のある人の就

労定着に取り組むことが必要であり、連携や事業実施のあるべき姿について就労定着

事業所や関係機関等に周知していくことが求められます。 

 

 

① 企業や公的機関、地域における、精神障害や発達障害等、障害の特性に応じた

就労支援の充実・強化を図ります。 

障害のある人の意思を尊重した働き方を実現するため、サービス等利用計画を

作成する相談支援事業所の充実や相談支援専門員の資質向上を図るとともに、障

害者就業・生活支援センターや地域障害者職業センターなどの関係機関と連携し、

適時のアセスメントができる体制の充実を図ります。 

障害のある人が安心して働き続けられるよう、就労先での労働条件等の権利擁

護に関して、相談支援体制の強化を図ります。 

 

② 一般就労を促進するため、就労移行支援事業所の支援体制の充実や支援員の資

質向上、積極的な企業での実習や求職活動等の支援体制の強化を図ります。 

また、就労継続支援事業所の工賃（賃金）向上計画の有効性評価のほか、会計

や安全衛生等の各種研修を実施するなど支援体制の強化に努めます。 

特別支援学校をはじめとした教育機関、特例子会社や障害者雇用を進めている

企業などと各種支援機関との連携強化を図るためのネットワークの構築を進め、

就労に向けた情報の共有を進めます。 

Ⅱ 取組の方向性 
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③ 就労定着を図るため、就労定着支援事業所と関係機関との連携などによる支援

の好事例等を周知し、就労定着支援事業所の支援の質の向上を図ります。 

また、障害のある人の一般就労を促進するため、就労移行支援事業所の一層の

充実とともに、就労定着支援事業の実施事業所や障害者就業・生活支援センター

をはじめとする支援機関による就職後の定着支援体制の充実を促進します。（再

掲） 

 

④ 県立障害者テクノスクールにおいて、障害のある人が就職に必要な知識・技能

を習得し、職業人として自立するために必要な職業訓練の充実を図ります。また、

障害のある人が身近な地域で職業訓練を受講できるよう、企業や社会福祉法人等

の多様な委託先を活用し、就職に必要な知識・技能の習得を図ることで障害のあ

る人の雇用に向けた効果的な職業訓練の機会の確保を推進します。 

 

⑤ 民間企業における雇用及び職域が拡大するよう関係機関と連携して働きかけ

るほか、県内公的機関における障害のある人の雇用を促進します。 

なお、県においては、障害者雇用促進法に定める障害者活躍推進計画に基づき、

職域開拓の取組を進め、職員として採用するとともに、その能力や適性を十分発

揮し、生きがいを持って働ける職場環境づくりのための取組を推進します。また、

入札参加資格の登録において、障害者雇用率達成企業に対し優遇措置を実施しま

す。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

１ 
就労移行支援事業の利用者

数（人） 
３，５５９ ３，９１５ ４，０９３ ４，２７１ 

２ 
障害者テクノスクール※1 修

了者の就職率（％） 
６５．８ ８０ ８０ ８０ 

３ 

従業員４０．０人※2 以上規

模の企業で雇用される障害

のある人の数（人） 

― １４，３５０ １５，５５０ １６，７４０ 

４ 

従業員４０．０人※2 以上規

模の企業で雇用される精神

障害のある人の数（人） 

― ３，６７０ ４，３００ ５，０４０ 

５ 
障害者雇用率を達成した公

的機関の割合（％） 
７７．４ １００ １００ １００ 

Ⅲ 数値目標 
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№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

６ 
福祉施設利用者の一般就労

への移行者数（人） 
１，３４４ １，４５２ １，５０６ １，５６０ 

７ 
就労移行支援事業の一般就

労への移行者数（人） 
９９２ １，０６６ １，１０３ １，１４０ 

８ 

就労移行支援事業所のう

ち、就労移行支援事業利用

終了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が５割以

上の事業所の割合（％） 

― ― ― ５０ 

９ 
就労継続支援Ａ型事業の一

般就労への移行者数（人） 
２１１ ２４３ ２５９ ２７５ 

10 
就労継続支援Ｂ型事業の一

般就労への移行者数（人） 
１０９ １２９ １３９ １４９ 

11 
就労定着支援事業利用者数

（人） 
１，１９１ １，５９７ １，８００ ２，０００ 

12 

就労定着支援事業所のう

ち、利用終了後の一定期間

における就労定着率が７割

以上の事業所の割合（％） 

― ― ― ２５ 

13 

就労支援部会の設置市町村

数（市町村）※共同設置を含

む 

５０ ５２ ５３ ５４ 

14 
障害者委託訓練修了者の就

職率（％） 
３２．５ ５５ ５５ ５５ 

15 

福祉施設から公共職業安定

所へ誘導する福祉施設利用

者数（人） 

２，０１７ ２，２６３ ２，３８６ ２，５０９ 

16 

福祉施設から障害者就業・

生活支援センターへ誘導す

る福祉施設利用者数（人） 

５２８ ６１０ ６４６ ６８２ 

17 
公共職業安定所の支援を受

けて就職する者の数（人） 
５４６ ６３０ ６７２ ７１４ 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 

※1：令和６年４月１日から「高等技術専門校」は「テクノスクール」に名称が変更されました。 

※2：令和８年７月からの法定雇用率2.7％への引き上げにより企業規模は37.5人以上となります。 
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（２） 障害者就業・生活支援センターの運営強化 

 

障害のある人が安心して働き続けるためには、就労と生活を支える地域のネット

ワークが重要です。本県では、県内全ての障害保健福祉圏域に障害者就業・生活支援

センターを設置し、就労面及び生活面の一体的な支援の充実を図ってきました。 

障害のある人が企業等で働く上で、適切な労働条件や職場環境の確保など障害のあ

る人の権利擁護が重要です。障害者就業・生活支援センターにおいても、その環境整

備のため障害のある人や企業等を支援しています。 

障害の特性に応じた就労支援の更なる充実と強化を図るため、障害者就業・生活支

援センターの果たす役割が期待されます。 

 

 

① 障害者就業・生活支援センターを県内全圏域（１６箇所）に設置し、雇用、福

祉、教育、医療等の関係機関と連携しながら、障害のある人の就業及びそれに伴

う生活に関する指導・助言、職業訓練のあっせんなどを行い、精神障害や発達障

害等、障害のある人の職業生活及び地域生活の安定と福祉の向上を図ります。ま

た、各障害者就業・生活支援センターの取組内容について随時確認し、提供され

る支援の質の確保に努めます。 

 

② 就労定着支援事業の円滑な実施を図るため、就労定着支援事業の実施事業所と

その他の支援機関や特別支援学校、市町村等、さらには支援員同士の横のネット

ワークを構築するなど、関係機関のネットワークの強化を進めます。 

  

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

18 
障害者就業・生活支援セン

ター登録者の就職件数（件） 
５５８ ６１８ ６４８ ６７８ 

19 

障害者就業・生活支援セン

ター登録者のうち精神障害

のある人の就職者の職場定

着率（％） 

７７．５ ７８．３ ７８．７ ７９．１ 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

20 
障害者就業・生活支援セン

ター事業実利用者数（人） 
１２，８００ １３，９０６ １４，４５９ １５，０１２ 

  

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（３） 障害のある人を雇用する企業等への支援 

 

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じた社会参加のできる「共

生社会」の実現という理念の下、全ての事業主に、法定雇用率以上の割合で障害のあ

る人を雇用する義務があります。民間企業の法定雇用率は、令和６年４月に０.２ポ

イント引き上げられて２.５％へ、令和８年７月には２.７％へと段階的に引き上げら

れます。 

また、障害のある人の就職件数は増加傾向であり、精神障害のある人がおよそ５割

を占めていますが、他の障害種別に比べると定着率が低い状況となっています。 

令和４年の障害者雇用促進法改正では、事業主の責務として、障害のある人に対す

る能力の正当な評価、適当な雇用の場の提供、適正な雇用管理に加えて、新たに職業

能力の開発及び向上に関する措置が盛り込まれました。事業主はこれらを行うことに

より障害のある人の雇用の安定を図るように努めなければならないという同法の規

定を踏まえ、障害のある人がそれぞれの持つ能力を発揮し、やりがいを持って働き続

けることができるよう、積極的に取り組む必要があります。 

企業における障害者雇用をより一層進めていくためには、障害特性等の理解促進を

図り、障害者就業・生活支援センターや地域障害者職業センターなどの支援機関の役

割や機能を周知して活用を促すとともに、企業の状況等に応じた丁寧な支援が必要で

す。 

 

 

① 障害のある人への理解と雇用促進に取り組む企業等を応援するため、各障害保

健福祉圏域に配置した企業支援員が、障害のある人の能力を活用する工夫や職場

において合理的配慮が講じられるよう雇用管理上のアドバイスを行います。 

障害のある人が職場に定着し長く活躍できる体制が構築されるよう、雇用する

企業向けの研修や社内勉強会等の開催によりサポート力向上の支援を行います。 

就労定着支援事業については、障害者就業・生活支援センターや地域障害者職

業センターなどの関連機関の役割や機能と併せて、就労定着支援事業所と関係機

関との連携などによる支援の好事例等を企業に周知を図るとともに、積極的な活

用を働きかけます。 

 

② 障害のある人を積極的に雇用し、障害のある人もない人も共に働きやすい職場

づくりに努めている企業等を千葉県障害者雇用優良事業所（通称「笑顔いっぱ

い！フレンドリーオフィス」）として認定し、その取組内容を県民に周知すること

で、障害のある人の雇用に対する理解と促進を図ります。認定された事業所は、

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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ロゴマークを会社案内や名刺等に使用することができます。  

  また、国の障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度（もにす認

定制度）についても関係機関と連携して企業への周知を図ります。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

21 
企業支援員の支援企業数

（社） 
７，４２１ ８，３００ ８，７００ ９，１００ 

22 

従業員４０．０人※以上規模

の企業で雇用される障害の

ある人の数（人）【再掲】 

― １４，３５０ １５，５５０ １６，７４０ 

23 

従業員４０．０人※以上規模

の企業で雇用される精神障

害のある人の数（人）【再掲】 

― ３，６７０ ４，３００ ５，０４０ 

 

 

 

  

Ⅲ 数値目標 

※令和８年７月からの法定雇用率2.7％への引き上げにより企業規模は37.5人以上となります。 
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（４） 支援機関や関係機関のネットワークの構築及び情報共有化 

 

障害のある人の就労支援に当たっては、関係機関が協力して支援を実施することが

重要です。関係機関の連携強化を図るため、障害者就業・生活支援センターを中心に

地域意見交換会等を実施し、ネットワークづくりを行っています。 

特別支援学校及び高等学校の卒業生のうち、一般就労を目指す障害のある生徒が増

加する中、特別支援学校及び高等学校を含む関係機関の連携の重要性が増していま

す。 

また、就労定着支援事業の実施事業所とその他機関との連携や役割分担の在り方を

共有することが求められるとともに、生活困窮者自立支援法に基づく自立支援制度な

ど他法の制度との連携が求められる事例も増えており、異なる制度間での関係機関と

の更なる連携が求められています。 

 

 

① 就労を促進するための情報共有化を目的とした会議等の開催、支援者のスキル

向上のための研修会等を実施し、障害保健福祉圏域ごとにハローワーク、就労支

援施設、相談支援事業所、特別支援学校、高等学校、医療機関等の地域の関係機

関の連携・協力を促し就労支援ネットワークを強化します。また、関係機関の連

携強化を促す仕組み作りについて検討します。 

 

② 就労定着支援事業の円滑な実施を図るため、就労定着支援事業の実施事業所と

その他の支援機関や特別支援学校、市町村等、さらには支援員同士の横のネット

ワークを構築するなど、関係機関のネットワークの強化を進めます。（再掲） 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

24 

ネットワーク構築のための

会議を開催した圏域数（箇

所） 

１６ １６ １６ １６ 

 

 

  

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 

Ⅲ 数値目標 
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（５） 福祉施設等で生産活動・福祉的就労を行う障害のある人の工賃（賃金）

向上への取組の推進 

 

就労の意欲があっても企業等での就労が難しい障害のある人は、就労継続支援事業

所などの福祉施設等において生産活動に従事しており、そのような活動は「福祉的就

労」と呼ばれています。福祉的就労を担う就労継続支援事業所には、障害のある利用

者が事業所と雇用契約を締結することを原則とする就労継続支援Ａ型事業所と、雇用

契約に基づかない生産活動の場である就労継続支援Ｂ型事業所があります。雇用契約

に基づかない生産活動の結果利用者に支払われる賃金は、「工賃」と呼ばれています。 

県では、就労継続支援Ｂ型事業所において障害のある人が受け取る工賃の額を令和

５年度末に平均月額１７，０００円とする目標を設定しましたが、令和４年度末で１

５，３７１円となっており、全国の平均工賃（令和３年度１６，５０７円）に満たな

い事業所が全体の７割を超えています。工賃が伸び悩む要因として、新規開設の就労

継続支援Ｂ型事業所が、目標工賃を達成するだけの作業を確保することが困難な現状

が見受けられることや、事業所やその製品等について、広く社会一般に認知されてい

ないことなどが考えられます。 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（以下

「障害者優先調達推進法」という。）」では、国や地方公共団体等が率先して障害者就

労施設等からの物品等の調達を推進するよう、必要な措置を講じることが定められて

います。 

県では調達方針を定めて発注増に取り組んでいるほか、発注可能業務を登録する

データベースである「チャレンジド・インフォ・千葉」を設け、受注機会の拡大に努

めていますが、官公需にとどまらず民需への展開につなげるためにも障害者就労施設

等が受注できる業務内容や、障害者優先調達推進法そのものへの理解を一層広げると

ともに、一つの事業所では対応できない大口発注等に対し、共同受注により複数の事

業所で対応するなど、受発注のマッチングを図る必要があります。 

就労継続支援Ａ型事業所は増加傾向にあり、平成２１年度末の７事業所から令和４

年度末には１２４事業所に増えています。就労継続支援Ａ型事業所は、通常の事業所

に雇用されることが困難であるが、雇用契約に基づく就労が可能である者に対して、

雇用契約の締結による就労の機会の提供や、就労に必要な知識及び能力の向上のため

に必要な訓練等を行うものです。このため、最低賃金の支払等の労働関係法令を遵守

した上で、利用者に対し必要な支援を行うことが求められます。また、事業の適正化

を図るため、①生産活動に係る事業の収入から必要経費を控除した額に相当する金額

が、利用者に支払う賃金の総額以上になること、②賃金を自立支援給付から支払うこ

とを原則禁止すること、などの基準が定められており、障害のある人へ生活支援を提

供するという障害福祉サービス事業所としての目的を見失わず、その役割を果たすこ

Ⅰ 現状・課題 
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とが重要です。 

近年、就労継続支援事業所では、社会福祉法人のほか株式会社など様々な分野から

の参入が増加し、利用者にとっては事業所の選択肢が増える一方で、利用者の意向に

沿った支援が行われていないなど、質の低下が課題となっており、質の確保に向けた

取組が求められています。 

 

 

① 福祉的就労を行う障害のある人が働く力を十分発揮できるよう、千葉県障害者

就労事業振興センターを通じて、就労継続支援事業所に対し支援を行い、作業内

容の充実や施設外就労への取組など、福祉的就労の一層の充実を図るとともに、

作業の種類の拡大も含めた事業内容の充実や経営改善を促すなど、工賃（賃金）

向上に資する取組を実施します。 

 

② 千葉県障害者就労事業振興センター等を通じて、農業に取り組む障害者就労施

設等に対する情報提供、６次産業化支援等を通じて、農業分野での障害のある人

の就労支援を推進します。 

 

③ 障害者就労施設で提供できるサービスの内容が十分に周知されていないこと

から、千葉県障害者就労事業振興センターを通じて、障害者就労施設等が提供で

きるサービスや製品を県、市町村や民間部門へ先行事例等の紹介も記載したパン

フレットなどを活用して周知するほか、同センターにおいて共同受注をするなど

して、障害者就労施設等への発注の増加を促進します。 

 

④ 官公需の更なる促進を図るため、説明会の開催や障害者就労施設に対する地方

自治法に基づく随意契約等の事務処理手続きをまとめたマニュアルによる周知

を行い、制度の積極的な活用を促します。 

 

⑤ 就労継続支援Ａ型事業所について、生産活動に係る事業収入から必要経費を控

除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上になることとした基

準の徹底を図るとともに、基準を満たしていない場合は、条例の規定に基づき、

経営改善計画の作成を指示します。また、計画に基づく経営改善が着実に実施さ

れるよう、千葉県障害者就労事業振興センターによる支援を行うとともに、法令

に基づく指導・監督を行うなど、提供されるサービスの内容に課題がないか確認

し、利用者に提供されるサービスの質の向上に努めます。さらに、関係機関と連

携した研修や情報提供等を実施してサービスの質の向上を図ります。 

 

Ⅱ 取組の方向性 
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№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

25 

就労継続支援Ａ型事業所が

条例の基準を満たしている

割合（％） 

５７．５ １００ １００ １００ 

26 

県内官公需実績（県及び市町村）    

 

県 

発注件数（件） ２３７ ２８８ ３１３ ３３９ 

 
発注金額（千円） ２２，７８２ ２７，６４２ ３０，０７２ ３２，５０２ 

 

市 

町 

村 

発注件数（件） ９０３ １，０４８ １，１９３ １，３３８ 

 
発注金額（千円） １９８，５０２ ２４０，８４８ ２６２，０２３ ２８３，１９６ 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

27 
就労継続支援Ｂ型事業所の

平均工賃月額（円） 
１５，３７１ １６，１８５ １６，５９２ １７，０００ 

 

  

Ⅲ 数値目標 

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（６） 障害のある人の自らの価値観に基づいた働き方の選択を尊重した支援 

 

障害のある人が働くことによって得られるものは、工賃（賃金）だけとは限りませ

ん。「感謝される喜び」や「社会のために貢献している感覚」を大切にしたいと思うの

は障害の有無に関係ありません。障害のある人も、自らの価値観に基づいて就労の選

択ができることが大事です。その際、障害の特性上自分の希望を思うように伝えられ

ない人にとっては、周囲の支援者が本人の価値観を理解し、適切な支援を行うことが

欠かせません。 

障害のある人の高齢化が進んでいることや、様々な技術革新、多様な働き方の普及

等により労働環境が変化してきています。また、新型コロナウイルス感染症の拡大を

契機として、テレワークでの在宅勤務が拡充・定着するなど、障害のある人の就労の

可能性が広がりつつあります。今後も障害のある人の働き方やその支援の在り方につ

いて継続して議論していく必要があります。 

 

 
① 障害のある人が働く際に、経済的自立のほか、障害のある人が自らの価値観に

基づき、多様な働き方の選択ができるよう、就労能力や適性、本人のニーズや強

みなどを評価するサービスとして、新たに創設された「就労選択支援」について、

関係機関等と連携し、整備を進めるほか、一般就労中における就労系障害福祉

サービスの一時的な利用について、必要性に応じて適切に利用されるように支援

を行うなど、安心して継続して働ける環境づくりに努めます。 

 

② 障害のある人の相談を受ける際や、サービス等利用計画及び個別支援計画を作

成する際には、支援会議やモニタリングを通じて本人の希望を丁寧に確認し、希

望が実現されるよう配慮することを支援機関等に周知徹底します。 

 

③ 就労継続支援Ｂ型事業所については、利用者の多様な働く意欲に応えつつ、地

域での活躍の場を広げる取組を進める事業所に対する報酬上の評価が適切に行

われるよう、必要に応じて国への要望を検討します。 

 

④ 重度障害のある人等に対する通勤や職場等における支援を促進するため、企業

や市町村に対して、雇用施策と福祉施策が連携した国の支援制度の活用を働きか

けます。 

 

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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（１） 地域の支援施設等のみでは支援が困難な障害に対する支援の推進 

 

発達障害、高次脳機能障害などについて専門的な支援体制や、日中活動の場の確保

が課題となっています。支援に当たっては、より身近な地域での支援体制の整備が必

要です。 

 

○発達障害 

自閉症やアスペルガー症候群その他の広汎性発達障害などの発達障害のある人の

存在が社会的に認知され、理解も広がってきた一方で、発達障害に係る相談件数は依

然として多く、乳幼児期から高齢期までの切れ目のない支援や時代の変化に対応した

よりきめ細かな支援が求められています。 

県では、千葉市、我孫子市に専門的支援拠点として千葉県発達障害者支援センター

（ＣＡＳ）を設置し、各ライフステージに応じた電話・窓口による相談支援や、各分

野の関係者への研修等を行っています。 

発達障害のある人が可能な限り身近な場所で必要な支援が受けられるよう発達障

害者地域支援マネジャーを配置し、発達障害者支援センターと連携しながら市町村の

支援体制整備に必要な助言を行うとともに、事業所等が困難事例に適切な対応ができ

るよう助言・研修等を実施し、地域の相談支援体制の整備を推進します。また、保護

者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身に付け、適切な対応

ができるよう、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の支援プログラム

や、発達障害のある子どもを育てた保護者の経験やノウハウを活用した家族支援を推

進するとともに、アセスメントツールの導入の促進と、その適切な活用方法の啓発が

  発達障害、高次脳機能障害のある人など、地域の支援施設等のみでは支援が困

難な人に対する専門的支援拠点を設置し支援の拡充を図るとともに、より地域

に密着した支援ができるよう、支援者の育成や地域連携の強化に取り組みます。 

  医療的ケアが必要な障害のある人の在宅での暮らしを支援するため、市町村

の支援状況の実態把握に努めるとともに、医療分野等との連携を含めた支援体

制の整備等を行えるよう市町村への支援に取り組みます。 

  本人や家族の負担が大きい心身に重度の障害のある人に対しては、市町村が

実施する負担軽減のための医療費助成について、引き続き補助を行います。 

  ひきこもり本人や家族等に対しては、相談支援等により、支援を希望するひき

こもり本人の自立を推進し、本人及び家族等の福祉の推進を図ります。 

Ⅰ 現状・課題 

７ 障害のある人一人ひとりに着目した支援の充実 
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必要です。 

また、発達障害のある人の日中活動の場が不足しており、対応可能な事業所の整備

や利用者への情報提供が必要です。 

 

○高次脳機能障害 

高次脳機能障害及びその関連障害に関する支援については、県内４箇所の支援拠点

機関を設置し、専門的な相談支援や関係機関とのネットワークの構築などを行ってい

ますが、高次脳機能障害の診断・治療（精神科領域の治療を含む。）を行える医療機関

が少ないため、高次脳機能障害のある人が身近な地域で必要な治療や支援を受けられ

るようにすることが必要です。 

 

 

① 発達障害のある人が可能な限り身近な地域で必要な支援が受けられるよう、千

葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）を拠点として、市町村・事業所等のバッ

クアップや専門性の高い人材の養成を目的とした研修等を行うとともに、発達障

害者地域支援マネジャーを配置し、市町村に向けた地域支援体制整備に係る研修

や事業所の困難事例支援など、地域支援機能の強化等を行います。（再掲） 

 

② 発達障害やその疑いのある子どもを育てる親が安心して子育てができるよう、

発達障害のある子どもを育てた経験のある親を世代が偏らないように留意しな

がらペアレントメンターとして登録し、千葉県発達障害者支援センター（ＣＡＳ）

と連携して、親の会などの場で相談・助言を行います。あわせて、ペアレントメ

ンターの周知を図ります。 

また、ペアレントメンターに対してのフォローアップ研修会の開催や家族とペ

アレントメンターを結び付けるペアレントメンターコーディネーターを配置し、

発達障害のある子どもを持つ親への支援を実施します。（再掲） 

 

③ 高次脳機能障害のある人への専門的相談支援及び医療と福祉の一体的な支援

を普及・定着させるため、高次脳機能障害の診断及びその特性に応じた支援サー

ビスの提供を行う協力医療機関及び専門支援機関を確保・明確化し、地域の関係

機関が相互に連携・調整を図り、当事者やその家族等の支援に資する情報提供を

行う地域支援ネットワークの構築を目指します。ネットワークにおいては、精神

科領域との連携強化を図るべく、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムと

連携し、高次脳機能障害の支援体制の充実を図ります。（再掲） 

 

 

Ⅱ 取組の方向性 
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№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

１ 

発達障害者支援センター相

談件数（地域相談支援機関

での相談を含む）（件）【再

掲】 

１４，１５３ １６，０００ １６，０００ １６，０００ 

２ 
発達障害者支援地域協議会

の開催回数（回）【再掲】 
１ ３ ３ ３ 

３ 

発達障害者支援センター及

び発達障害者地域支援マネ

ジャーの関係機関への助言

件数（件）【再掲】 

８７８ ９００ ９００ ９００ 

４ 

発達障害者支援センター及

び発達障害者地域支援マネ

ジャーの外部機関や地域住

民への研修、啓発件数（件）

【再掲】 

５２９ ６００ ６００ ６００ 

５ 

発達障害者支援センター運

営事業【再掲】 
    

 

実施箇所数（箇所） ３ ３ ３ ３ 

実利用者数（人） ２，２３１ ２，３００ ２，４００ ２，５００ 

研修等受講者数（人） ６，６７３ ７，０００ ７，５００ ８，０００ 

６ 

ペアレントトレーニングやペ

アレントプログラム等の支援

プログラム等の受講者数（保

護者）（人）【再掲】 

８９ １１０ １１０ １１０ 

７ 

ペアレントトレーニングやペ

アレントプログラム等の支援

プログラム等の実施者数（支

援者）（人）【再掲】 

６３ ８０ ９０ １００ 

８ 
ペアレントメンターの登録者

数（人）【再掲】 
５９ ８８ ８８ １００ 

９ 
ピアサポートの活動への参

加人数（人）【再掲】 
１，０３０ １，４００ １，６００ １，８００ 

  

Ⅲ 数値目標（基本指針） 



117 

（２） 通所サービスだけでは支援が困難な障害に対する支援の推進 

 

発達期までに生じた重度の知的障害と身体障害を併せ持つ状態を重症心身障害と

言います。重症心身障害では、日常的に医療的ケアが求められることから、常に専門

性を備えた施設とつながりを保つ必要があります。 

県内には、重症心身障害の状態にある人（子どもを含む）が入所できる施設が６箇

所ありますが、立地する地域が限られていることもあり、更に充実を求める声があり

ます。加えて、福祉型短期入所事業所では、喀痰
かくたん

吸引の研修を受けた職員が不足して

いるために短期入所サービスが利用できないという意見があります。 

また、事故等により遷延性意識障害となった人が、呼吸器等を付けて医療的ケアが

必要な状況で在宅生活をしている場合も同様の問題があると言われています。 

重症心身障害の状態にある人等が、地域で生活するに当たってのニーズや実態に対

応するとともに、家族・介護者等のレスパイトなど、より身近な地域で必要な時に利

用できるサービスの提供体制整備が求められています。 

 

 

① 地域で生活する重症心身障害の状態にある人等が、専門性を備えた施設で短期

入所等のサービスを利用できるようにすることは、家族等を支援する上でも重要

です。事業者によるこれらのサービスの提供を促進するため、福祉型短期入所事

業所に対して、国の制度にはない報酬加算を引き続き実施するなど、必要なとき

に十分に利用できるサービス提供体制の整備に努めるとともに、制度の拡充等を

検討します。 

 

② 医療的ケアが必要な障害のある人の在宅での暮らしを支援するため、市町村の

支援状況の実態把握に努めるとともに、医療分野等との連携を含めた支援体制の

整備等を行えるよう市町村協議会への支援に取り組みます。 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

10 
医療的ケアが行える短期入

所事業所数（箇所） 
２６ ３２ ３５ ３８ 

  

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 

Ⅲ 数値目標 
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（３） 重度・重複障害のある人の負担軽減の推進 

 

重度心身障害のある人の健康・福祉の増進と医療費の負担の軽減を図るため、国民

健康保険法等に基づく保険による医療給付の自己負担額の助成を実施しています。 

従来の身体障害者手帳１級、２級いずれかの手帳所持者、療育手帳Ａ、Ⓐいずれか

の手帳所持者に加え、令和２年８月から精神障害者保健福祉手帳１級所持者を制度の

対象に加えました。 

助成対象の範囲など制度の在り方については、様々な要望・意見等を踏まえ、引き

続き検討をしていく必要があります。 

 

 

① 重度心身障害のある人の医療費については、引き続き、市町村が実施する助成

制度に対して補助を行うとともに、全国統一の公費負担医療制度を創設するよう

国に要望していきます。 

 

  

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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（４） ひきこもりに関する支援の推進 

 

ひきこもりとは、「様々な要因の結果として、社会的参加（義務教育を含む就学、非

常勤職を含む就労、家庭外での交遊など）を回避し、原則的には６か月以上にわたっ

て概ね家庭にとどまり続けている状態」とされています。 

内閣府が平成２７年度に実施した「若者の生活に関する調査」では、社会的な参加

の場面が狭まり、自宅以外での生活の場が長期にわたって失われている、いわゆる「ひ

きこもり」の状態にある人が全国で約５４．１万人いると推計されています。また、

平成３０年度の同調査では、満４０歳から６４歳までのひきこもりの状態にある人は

全国で約６１．３万人いると推計されており、どの年齢層においても見られるものと

して考えられています。 

また、内閣府が令和４年度に実施した「こども・若者の意識と生活に関する調査」

では、普段は家にいるが、自分の趣味に関する用事のときだけ外出する人を含め、ひ

きこもりの状態にある人は、満１５歳から３９歳までの人で２．０５％、満４０歳か

ら６４歳までの人で２．０２％、全国の数字に当てはめると約１４６万人いると推計

されており、過去の調査の推計値よりも大きい数値となっています。 

この調査から本県のひきこもりの状態にある人の人数を推計すると、本県における

満１５歳～６４歳でひきこもりの状態にある人は、約７万８千人に上ると推測されま

す。 

県では、平成２３年度に千葉県ひきこもり地域支援センターを設置し、ひきこもり

の状態にある人や、家族等からの相談に応じています。 

また、ひきこもり支援拠点（相談窓口、居場所等）づくりなど、市町村におけるひ

きこもりの状態にある人の社会参加に係る支援を推進し、市町村で実施するサポー

ター派遣・養成事業の「ひきこもりサポーター（本人や家族等に対する支援やピアサ

ポート活動を含む活動を行う者）」として活動を希望する人の育成・スキルアップの

ため、「ひきこもりサポーター養成研修」を実施しています。 

さらに、県内各地の市町村や自立相談支援機関においても、ひきこもりの状態にあ

る人や生活困窮者など社会参加に向けた支援が必要な人の相談に応じています。就

労、就学、福祉的支援、医療機関での治療など、相談者のニーズや状態がそれぞれ異

なるため、様々な分野の支援機関が連携して支援していくことや支援メニューを増や

すことなどが重要となっています。 

国においても、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（骨太の方針 2019）の中の

「就職氷河期世代支援プログラム」において、支援対象者の実態やニーズを明らかに

し、必要な人に支援が届く体制を構築することを目指すとしています。 

このため、人材の育成、ネットワークの構築などの取組を強化し、身近な市町村を

はじめ、地域における相談支援の充実を図る必要があります。 

Ⅰ 現状・課題 
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さらに、国は、就職氷河期世代への支援を推進するに当たり、ひきこもりの状態に

ある人など、社会参加に向けた支援を必要とする人に対する自治体における支援体制

の構築に向けて、市町村及び都道府県において取り組むべき事項を示しています。 

市町村におけるひきこもり支援体制の構築に当たっては、①ひきこもり相談窓口の

明確化・周知、②支援対象者の実態やニーズの把握、③市町村プラットフォームの設

置･運営の取組を基礎とし、都道府県はそれらの取組状況を把握し、それぞれの意義

に対する理解促進等を行うこととされています。 

県においては、市町村におけるひきこもり相談窓口や、支援対象者の実態やニーズ、

市町村プラットフォームの設置・運営状況を把握するとともに、それらの取組の意義

や目的について、理解の促進に努める必要があります。 

 

 

① ひきこもり地域支援センターにおいて、相談対応とアウトリーチ型の支援を充

実するとともに、地域の支援者を対象とした研修の開催や同行訪問などにより市

町村等との連携強化を図ります。また、「千葉県就職氷河期世代活躍支援プラット

フォーム」や「千葉県子ども・若者育成支援協議会」等を通じて、関係機関の連

携体制の構築を図ります。 

 

② 「千葉県子ども・若者総合相談センター」（愛称：ライトハウスちば）において、

ひきこもりの若者やその保護者等の相談（電話・面接）に対応します。 

 

③ 市町村におけるひきこもり相談窓口や市町村プラットフォームの設置・運営状

況を把握するとともに、それらの取組の意義や目的について、理解の促進に努め

ます。 

  

Ⅱ 取組の方向性 
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（５） 矯正施設からの出所者等に対する支援の推進 

 

犯罪をした障害のある人の中には、様々な生活課題を抱える中で社会的孤立に陥り、

必要な福祉的支援を受けられないまま犯罪に手を染め、犯罪を繰り返してきた人がい

ます。 

また、矯正施設（刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院）の出所・出院者は、地域

とのつながりが途切れた状態で社会に復帰することから、住まいの確保や就労に困難

を抱えていても、地域の適切な相談機関につながることができず、生活そのものが成

り立たない場合があることが窺われます。 

矯正施設を出所・出院する障害のある人が再び罪を犯すことなく、安定した地域生

活を送ることができるよう、出所・出院前に本人の状態や支援ニーズを把握し、出所・

出院後、直ちに生活支援につなげていくためのアウトリーチ型の相談支援体制を構築

し、市町村を中心とした地域の相談機関へつなげていくことが重要です。 

これらの現状を踏まえ、県では、令和４年１月に犯罪や非行をした人たちの円滑な

社会復帰を支援し、犯罪のない安全で安心なまちづくりを実現するため、「千葉県再

犯防止推進計画」を策定しました。今後、この計画に基づき、「誰もが暮らしやすい千

葉県」の実現を目指し、犯罪や非行をした人たちの立ち直りを支援する取組を進めて

いくことが必要です。 

また、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する

法律（以下「医療観察法」という。）」の対象者の社会復帰を促進するため、保護観

察所等の関係機関と連携を図ることが必要です。 

 

 

① 矯正施設の出所・出院予定者のうち、高齢者や障害のある人など福祉的支援を

要すると認められる人を、保護観察所からの依頼により、出所・出院後直ちに必

要な福祉サービスにつなげるため、地域生活定着支援センターを設置して、福祉

サービス等に係るニーズの内容の確認や、受入先施設等のあっせん等を行いま

す。 

また、受入施設へのフォローアップや出所・出院後の福祉サービスの利用に関

して、本人やその関係者からの相談に応じ、助言その他必要な支援を行います。

（再掲） 

 

② 矯正施設の出所・出院予定者のうち、高齢者や障害のある人に限らず、社会復

帰に当たり何らかの支援を受けることが望ましいと思われる人に対して、矯正施

設と中核地域生活支援センターが連携し、出所・出院後から安定した地域生活を

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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「おたがいさま」 

令和３年度 障害者週間のポスター 

小学生部門 

千葉県知事優秀賞 

 飯塚 まこと さん 

送ることができるよう、切れ目のない生活支援を行うための体制づくりを進めま

す。（再掲） 

 

③ 医療観察法の対象者に対する支援について、保護観察所等の関係機関と連携の

下、社会復帰できるよう支援を行います。 
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（１） 人材の確保・定着 

障害の特性及び障害のある人のニーズに応じたサービス提供体制を構築するため、

ホームヘルパー等の福祉職の養成・確保と医学的リハビリテーションに従事する医師の

確保、理学療法士等のリハビリテーション専門職の充実や資質の向上に努めます。 

 

（２） 高齢期に向けた支援 

高齢期に向けた支援については、国における地域の居住支援やサービス提供体制

の在り方の検討状況を注視しながら検討を進めます。 

 

（３） 保健と医療に関する支援 

障害は、人の一生を通じて様々な時期に発生します。家族や本人が障害の状況を正

しく認識し、適切な医療サポートを受けることが重要となります。また、障害のある人が

地域で安心して暮らしていける社会づくりを進めるためには障害のある人に関する健康

づくり・医療・福祉施策の総合的な連携体制の充実に取り組んでいくことが重要です。身

近な地域で必要なリハビリテーションを受けられるよう地域リハビリテーション体制等の

充実を図ります。定期的に歯科健診や歯科医療を受けることが困難な障害のある人に

対して、巡回歯科診療車による定期的な歯科健診や歯科保健指導等を実施します。総

合難病相談支援センター及び県内８箇所に設置した地域難病相談支援センターを拠点

として、相談支援の実施、患者家族の交流促進、難病への理解促進等を図ります。 

 

（４） スポーツと文化芸術活動に対する支援 

東京 2020 パラリンピック競技大会を契機として促進された、障害のある人へのスポー

ツの普及や障害のある人がスポーツを行うことができる環境づくりについて、県障害者

スポーツ大会の開催及び全国障害者スポーツ大会への選手派遣を通じ、より一層取り

組んでいきます。国のスポーツ行政の一元化も踏まえ、選手の育成強化に努めます。ま

た、様々な機会を通じて指導者の資質の向上に努めます。身近な地域で文化芸術活動

に親しむために、参加・発表の機会の確保と参加者の拡大に努めます。障害のある人

が、生涯にわたり教育や文化芸術、スポーツなどの様々な機会に親しむことができるよ

う、生涯学習を支援するための方策を講じていきます。 

 

（５） 住まいとまちづくりに関する支援 

障害のある人が、安心して快適に暮らすことができるまちづくりを推進します。また、

鉄道駅、道路や建築物などの公共施設については、バリアフリー化やユニバーサルデ 

８ 様々な視点から取り組むべき事項 



 

124 

 
 

（１） 人材の確保・定着 

 

障害のある人が身近な地域で生活できるよう、障害の特性、障害の重度・重複化及

び障害のある人の生活実態等に対応できるきめ細かな支援が必要です。近年、障害福

祉サービスの利用者も着実に増加しており、夜間の支援や同性介助などの多様なニー

ズに適切に対応できる質の高い福祉・介護・保健・医療従事者等の養成と確保が課題

となっています。また、福祉分野の有効求人倍率は、全産業を大幅に上回っており、

全産業との乖離幅も拡大傾向にあるなど、福祉分野の人材不足は深刻な状況となって

いることから、介護職の人材確保に向けた環境整備が必要です。 

令和２年末現在、本県の医師、看護職員の就業者数は、実人数で、医師が１２，９

３５人（全国第９位）、看護職員が６１，１２２人（全国第９位）です。しかし、人口

１０万人当たりでは、医師２０５．８人（全国第４３位、全国２５６．６人)、看護職

員９７２．６人（全国第４５位、全国１，３１５．２人）であり、全国平均を下回っ

ています。 

千葉県保健医療計画では、令和８年度末までに確保しておくべき医師数を１３，９

０５人と設定しており、更なる医師の確保が必要です。また、看護職員については、

令和元年１１月に国が取りまとめた「医療従事者の需給に関する検討会看護職員需給

分科会中間とりまとめ」では、令和７年（２０２５年）において、県の需要は約７９,

０００人、供給は約７０，０００人とされており、約９，０００人の看護職員が不足

すると推計されていることから、県内での就業や定着に向けた取組を推進することが

ザインのより一層の普及に努めます。 

 

（６） 暮らしの安全・安心に関する支援 

障害のある人が住み慣れた地域で安全に安心して生活することができるよう、防災部

門と福祉部門とで連携し、市町村における個別避難計画の作成に対する支援や、災害

時における情報伝達のための人材確保など、防災に向けた取組を推進します。また、犯

罪被害や消費者被害から障害のある人を守るため、防犯対策や消費者トラブルの防止

に向けた取組を推進します。 

 

（７） 障害のある人に関するマーク・標識の周知 

行政・民間団体等により設けられている各種の障害のある人に関するマークは、バリ

アフリー等に対応したルールや障害のある人への支援の必要性を伝えると同時に、障

害のある人への理解を促す「心のバリアフリー」につながるものであり、これらのマーク

の県民への周知・普及と理解の促進を図ります。 

Ⅰ 現状・課題 
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必要です。 

また、リハビリテーションに携わる医師の確保に当たっては、あわせて、理学療法

士（ＰＴ）、作業療法士（ＯＴ）、視能訓練士（ＯＲＴ）、言語聴覚士（ＳＴ）などのリ

ハビリテーション専門職の充実やリハビリテーション専門職をコーディネートする

人材の育成が必要です。 

 

 

① 福祉・介護人材について、障害のある人のニーズや、障害特性に応じたサービ

スが提供できる体制を整えるため、社会福祉士、介護福祉士、ホームヘルパー等

の人材養成に努め、必要となる人材の確保を図るとともに、資質向上に努めます。 

障害のある人に対するホームヘルパーの人材を育成するため、ホームヘルパー

として従事するために必要な介護職員初任者研修を行う事業所を指定するととも

に、障害特性に応じた介護者の養成研修及びスキルアップ研修を推進して、利用

者のニーズに応えられる人材の確保に努めます。 

また、社会福祉士及び介護福祉士について、社会福祉法人千葉県社会福祉協議

会では、養成施設に通う学生に対する修学資金の貸付けや、離職した介護人材に

対し再就職準備金の貸付けを行うとともに、千葉県福祉人材センターでは、福祉

施設での就職を希望する人に無料で職業を紹介する福祉人材バンク事業を引き続

き実施し、人材確保に努めます。 

 

② 福祉人材の定着・離職防止を図るため、福祉・介護人材確保定着事業（メンタ

ルヘルスサポート事業）で行う、介護職員等の抱える業務上の悩みなどに対する

アドバイザーによる相談窓口の紹介等について、今後も当事業の積極的な活用を

図ります。 

 

③ 地域の実情に合った福祉・介護人材の確保・定着対策を効果的に実施するため、

引き続き、県をはじめ、社会福祉施設・事業所、教育機関等で構成する「千葉県

福祉人材確保・定着地域推進協議会」を設置するとともに、研修や合同面接会の

実施に対し助成を行います。 

 

④ 医師・看護職員の人材の確保について、養成力の強化、県内就業への誘導、離

職防止、再就業の促進等、様々な側面から対策を講じます。 

また、医師確保については、公益社団法人千葉県医師会、県内大学及び臨床研

修病院等が設立した特定非営利活動法人千葉医師研修支援ネットワーク等と連携

して「千葉県医師キャリアアップ・就職支援センター」を設置・運営し、看護職

員確保については、公益社団法人千葉県看護協会に委託して「千葉県ナースセン

Ⅱ 取組の方向性 
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ター」を運営することで、医師や看護職員に対する無料職業紹介や研修を提供す

るなど、対策の実施に当たっては、関係機関と積極的に連携します。 

 

⑤ 地域リハビリテーションを推進するため、リハビリテーション専門職等を対象

に、多様な関係機関の調整ができる人材の育成を引き続き実施します。 

 

⑥ 福祉・介護人材の確保・定着のため、給与等の処遇改善について、対象職種の

拡大や他産業との格差の是正とともに、障害福祉分野における地域の実情に応じ

た人材の確保・定着対策を支援するための総合的・体系的な支援策を提示し、必

要な財源の確保を図るよう国へ要望していきます。 

  また、処遇改善加算等の取得の促進を図るため、制度の説明に努めます。 

 

 

 
№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

１ 

重度訪問介護従事者の養成

（強度行動障害を除く） 
    

 

養成人数（人） １２１ １３０ １４０ １５０ 

研修回数（回） ２７ ３０ ３５ ４０ 

２ 

同行援護従事者の養成     

 

養成人数（人） ４０７ ４５０ ４７５ ５００ 

研修回数（回） ３４ ３０ ３５ ４０ 

３ 

強度行動障害支援者の養成     

 

養成人数（人） １，２９１ １，３００ １，４００ １，５００ 

研修回数（回） ５５ ５５ ６０ ６５ 

Ⅲ 数値目標 
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４ 

医師及び看護師の確保定着     

 

医師修学資金の貸付けを

受けた医師数（人） 
２３０ ３２５ ３７５ ４３５ 

看護職員の養成所等卒

業生の県内就業率（％） 
６３．１ ６６．２ ６６．２ ６６．２ 

看護職員の離職率（％） 

１２．８ 

（※直近５年

(H２９～R３)

平均値） 

１１．１ １１．１ １１．１ 

５ 
福祉・介護人材確保対策事

業の事業数（件） 
１４８ １５０ １５０ １５０ 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

６ 

相談支援専門員研修（初任

者・現任・主任）及びサービ

ス管理責任者・児童発達支

援管理責任者研修（基礎・実

践・更新）修了者数（人）【再

掲】 

２，８６７ ３，０００ ３，０００ ３，０００ 

７ 

相談支援専門員及びサービ

ス管理責任者・児童発達支

援管理責任者への意思決定

支援ガイドライン等を活用し

た研修【再掲】 

    

 

修了者数（人） ０ ６０ ６０ ６０ 

実施回数（回） ０ １ １ １ 

  

Ⅲ 数値目標（基本指針） 
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（２） 高齢期に向けた支援 

 
本県における身体障害者手帳の所持状況では、身体障害者手帳所持者のうち６５歳

以上が占める割合は、平成２９年度末の７０．０％に対し令和４年度末は７１．０％

と引き続き高い割合を示しています。 

家族等の介助者の高齢化への対応、いわゆる「親亡き後」と併せて、一人暮らしの

障害のある人の自立した生活を維持していくための施策の充実が必要です。また、在

宅で生活する高齢の障害のある人には、将来の居住環境等に対する不安があるとされ

ています。 

このような状況から、高齢期においても地域で安心して住み続けられる施策の推進

が必要であり、障害のある人が高齢期を迎えた時に、「どこで誰と住むか」などの権

利が保障され、柔軟に選べる支援、体制づくりが求められています。 

平成３０年４月から、６５歳に至るまで相当の長期間にわたり障害福祉サービスを

利用していた一定の高齢期の障害のある人に対し、介護保険サービスの利用者負担を

軽減する仕組みが設けられました。 

また、平成３０年度に「共生型サービス」が創設され、介護保険又は障害福祉のい

ずれかの指定を受けた事業所は、もう一方の制度の指定が受けやすくなりました。「共

生型サービス」の円滑な利用を促進し、障害のある人のニーズ、地域の実情に応じた

対応をすることが求められています。 

 

 

① 高齢期の障害のある人が、障害の特性に応じサービスを円滑に利用できるよ

う、共生型サービス事業所の設置促進に努めます。 

また、在宅診療を支えるかかりつけ医や、居宅サービス計画を作成する介護支

援専門員と、障害福祉サービスの利用計画を作成する相談支援専門員との連携を

強化するため、障害福祉と高齢者福祉の垣根を越えたトータルサポート体制づく

りや、適切な医療サービスを提供できる体制づくりなどに取り組みます。 

 

② 国に対して、居宅のバリアフリー工事に対する補助制度の創設及び高齢期の障

害特性に合わせた施設の設備基準の設定など、各種の機会を通じて提案・要望し

ていきます。 

 

③ 障害のある人が高齢期を迎えると、医療的ケアや日中活動のニーズも若年層と

は大きく異なることから、グループホームの住まいとしての機能やサービス提供

の在り方について検討します。また、障害のある人が高齢期を迎えても、引き続

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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「障害者と健常者のリレー」 

令和３年度 障害者週間のポスター 

小学生部門 

千葉県知事最優秀賞 

 土屋 昊輝 さん 

き同一の事業所でサービスを受けられるよう、共生型サービス事業所の増加に向

けた普及啓発に努めます。 

 

④ 医療機関との連携強化や入所施設のバックアップ機能の活用を図ります。その

ほか、高齢期を迎えた障害のある人の抱える、健康の維持や意欲の向上などの課

題について、県として対応すべきことを整理し、検討していきます。 
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（３） 保健と医療に関する支援 

 

障害は、人の一生を通じて様々な時期に発生します。家族や本人が障害の状況を正

しく認識し、適切な医療サポートを受けることが重要となります。 

障害のある人やその生活を視点の中心に置いた、健康づくり・医療・福祉施策の総

合的な連携体制の充実に取り組んでいく必要があります。 

障害のある人に対する医療の提供に関しては、障害に対する理解や知識が不十分で

あるために配慮が欠けたり、障害のある人に不利益が生じることがあります。このた

め、障害のある人が円滑に受診できるよう、障害への十分な理解や診察の際の留意点

等について医療関係者に周知を図ることが重要です。 

難病患者等については、令和６年４月から３６９疾病が障害福祉サービスの対象と

なる見込みです。難病患者等に対する障害福祉サービスは、難病等の特性、病状の変

化や進行、福祉ニーズ等に配慮し、円滑に事務が実施されるよう、市町村、社会福祉

関係者、医療関係者の理解と協力の促進を図る必要があります。また、難病患者等の

障害福祉サービス等の利用実態等を把握する必要があります。 

障害のある人（子どもを含む）や高齢者、さらには共にする家族等を含め地域に暮

らす全ての県民が、いつまでも生き生きとした生活を送ることができる社会を目指

し、リハビリテーションの視点から保健・医療・福祉等の関係機関をつなぎ、適切な

支援が切れ目なく提供されるように関係機関等の支援体制の整備を図る「地域リハビ

リテーション」の取組が重要です。 

精神疾患やこころの健康については、症状が多様であるとともに自覚しにくいとい

う特徴があるため、症状が重くなって初めて相談や受診に至るという場合が多く見受

けられます。重症化してからでは、回復に時間を要すため、早期に相談や受診ができ

るような支援体制づくりが必要です。 

精神医療については、身近な地域で良質かつ適切な医療を受けることができるよう

にすることや、入院の長期化を防ぐことが必要です。 

長期入院患者の退院支援については、相談事業所などの機関や行政が連携して、一

人ひとりの患者のニーズに合わせた地域生活を継続していくための支援を行い、精神

障害のある人の社会参加及び自立を促進していく必要があります。 

歯・口腔の健康を維持することは、むし歯や歯周病を予防するだけでなく、摂食嚥

下機能を維持し、誤嚥や窒息などを防いで全身の健康を守るとともに、食事や会話を

楽しむなど、生活の質を確保するためにも重要です。 

障害の状況によっては、摂食嚥下機能の問題を抱えていたり、口腔内の状態が把握

しづらく、口腔ケアが不十分になりやすいため、歯科疾患が重症化しやすくなります。

また、歯科疾患が進行すると歯科治療がより困難になるため、歯科疾患の発症予防や

重症化予防、口腔機能の獲得・維持・向上の取組がより重要となります。 

Ⅰ 現状・課題 
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このため、障害のある人がかかりつけ歯科医を持ち、地域で歯科健診や歯科治療、

歯科保健指導などを受けることができる環境づくりが求められています。 

 

 

① 発達障害の診断や治療ができる専門病院や専門医師の確保に努めます。 

 

② 地域の訪問看護事業所と居宅介護（ホームヘルプ）事業所、医療機関、福祉施

設・事業所等及び県・市町村等の相談窓口との連携を図り、医療的ケアが必要な

障害児（者）が安心して在宅で暮らしていくことができるよう支援の方策を検討

します。 

 

③ 医療費負担の軽減として、身体障害のある人に対する更生医療費の給付、精神

障害のある人に対する通院医療費の給付、身体障害のある子どもに対する育成医

療費の給付を引き続き行います。また、「重度心身障害者（児）医療給付改善事業」

については、従来の身体障害者手帳１級、２級いずれかの手帳所持者、療育手帳

Ａ、Ⓐいずれかの手帳所持者に加え、令和２年８月から精神障害者保健福祉手帳

１級所持者を制度の対象に加えており、引き続き制度の円滑な運用に努めます。 

 

④ 障害のある人と医療関係者が円滑にコミュニケーションを取り、障害のある人

が適切な医療を受けられるようにサポートするため、既往症、投薬、コミュニケー

ションの取り方等を記載した「受診サポート手帳」の普及を図るとともに、障害

のある人が地域の医療機関において障害特性等への理解に基づき適切な医療が

受けられるよう、医療機関向けの実践セミナー等を開催します。 

 

⑤ 難病患者等に対する障害福祉サービス等の提供に当たっては、各市町村、社会

福祉関係者において、病状の変化や進行、福祉ニーズ等に配慮して実施されるよ

う理解と協力の促進を図ります。また、市町村と連携し、難病患者等のニーズを

踏まえた障害福祉サービスの利用促進を図ります。 

難病患者等の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図るとともに、様々

なニーズに対応した相談や支援ができるよう、引き続き地域難病相談支援セン

ターや難病診療連携拠点病院・協力病院等との連携を推進し、地域で生活する難

病患者等の日常生活における相談・支援や患者・家族間の交流の促進、難病への

理解促進等に取り組みます。また、保健所において、保健師による相談、医師、

看護師、理学療法士等による医療相談や訪問指導等を引き続き、実施します。 

 

⑥ 難病患者に対し、総合的な支援や地域における受入病院の確保を図るととも

Ⅱ 取組の方向性 
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に、在宅療養上の適切な支援を行うことにより、安定した療養生活の確保と難病

患者及びその家族の生活の質の向上を図ります。 

 

⑦ 難病に関する医療の確立、普及を図るとともに、難病患者の医療費の負担軽減

を図るため、医療費助成を行います。 

 

⑧ 長期にわたり療養を必要とし、及びその生命に危機が及ぶおそれがある疾病で

あって、療養のために多額の費用を要するものに対し、健全育成の観点から、そ

の疾病にかかっている患児家庭の医療費の負担軽減を図るため、小児慢性特定疾

病医療費の助成を行います。 

 

⑨ 幼少期から慢性疾病に罹患していることで社会との接点が希薄になり、社会生

活を行う上での自立が阻害されている児童等に対して、地域の実情に応じた相談

支援等の充実により社会生活への自立促進を図る取組を行います。 

 

⑩ ＮＩＣＵを含む高度な周産期医療に対する周産期母子医療センターへの支援、

周産期医療従事者の確保、育成に係る事業を行います。 

また、小児救急医療に係る知識の普及啓発、小児救急電話相談の実施、小児救

急医療体制の整備に係る支援を行います。 

 

⑪ 予防的リハビリテーション、急性期・回復期リハビリテーション、維持期・生

活期リハビリテーションを当事者の状態に応じて適切な時期に行っていくため

には、地域の医療機関、介護保険施設、市町村等の連携を強化・推進していくこ

とが重要であることから、二次保健医療圏ごとに連携・支援の中核となる「地域

リハビリテーション広域支援センター」をおおむね１箇所指定し、地域リハビリ

テーション広域支援センターの支援と県全域の地域リハビリテーションの推進

を担う「千葉県リハビリテーション支援センター」を１箇所指定します。 

また、地域リハビリテーション広域支援センターの支援機能を充実させる役割

を担う「ちば地域リハ・パートナー」を指定することで、これら指定機関と地域

リハビリテーション関係機関が共通の理念の下、連携・協力を進め、地域リハビ

リテーションの支援の輪を広げます。 

 

⑫ 県民への精神疾患及び心の健康に関する正しい知識の普及に取り組むため、精

神保健福祉センター（県こころセンター）、保健所（健康福祉センター）、市町村、

教育機関、精神医療保健福祉関係団体が相互に連携してこころの健康の保持・増

進について継続して普及啓発を行うとともに、相談窓口の一層の周知を図りま
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す。また、市町村における相談支援機能の充実を図るために、相談支援に携わる

専門職員に対する研修の拡充を図るとともに、市町村職員とともに相談やアウト

リーチを行い、技術指導・支援を推進します。（再掲） 

 

⑬ 発症からできるだけ早期に精神科に受診できるよう、保健サービスや一般の医

療機関に対し、精神疾患に関する研修を開催するなど、人材育成を図ります。ま

た、精神科医療機関との連携体制を整備します。 

精神障害のある人が身近な地域で心身の状態に応じた良質かつ適切な医療を受

けることができるよう、統合失調症、気分（感情）障害、依存症などの多様な精

神疾患等ごとに対応できる医療機関を明確にした上で、精神医療圏（二次医療圏）

及び県全体での協議の場を通じて、多様な精神疾患に対応できる医療連携体制の

構築を図ります。 

 

⑭ 精神科医療機関及び関係機関の協力の下に、入院中心の医療から、地域での生

活を支える医療体制・機能の充実に向けて取り組みます。 

 

⑮ 施設入所者等に対し、定期的な歯科健診や歯科保健指導等を実施する心身障害

児者歯科保健巡回指導事業（ビーバー号事業）を、引き続き実施します。 

障害のある人への口腔ケアや摂食嚥下指導の重要性について、障害のある人や

家族、学校、施設職員等に対して周知するとともに、研修を行うなど、資質向上

に取り組みます。また、「かかりつけ歯科医」の普及を図り、障害のある人や子ど

もが地域で安心して歯科健診や歯科治療、歯科保健指導を受けることができる環

境づくりを推進します。さらに、二次保健医療圏等、地域において、診療に困難

を伴う障害のある人等の受け入れを行う医療機関について、県ホームページに掲

載します。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

８ 

障害者支援施設及び障害児

入所施設の歯科健診実施率

（％） 

７７ ９０ ９５ １００ 

 

 

  

Ⅲ 数値目標 
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（４） スポーツと文化芸術活動に対する支援 

 

障害のある人の社会参加には、日々の生活の支援だけではなく、スポーツや文化活

動など、障害のある人一人ひとりが輝ける場の充実が必要です。このような場は、活

躍する障害のある人を県民が知ることができることから、障害の理解を図るためにも

重要です。 

東京 2020 パラリンピック競技大会では、本県でも４競技が行われ、障害者スポー

ツに対する社会の関心が高まりました。 

本県では、障害のある人のスポーツ・レクリエーションについて、拠点施設である

千葉県障害者スポーツ･レクリエーションセンターの広報活動の強化や指導者の育成

を図ってきました。また、平成１２年度から、全国障害者スポーツ大会の開催に先駆

け、従来の知的障害、身体障害に分かれたスポーツ大会を統一し、陸上、水泳、団体

競技を含めた総合的な大会として｢千葉県障害者スポーツ大会｣を開催してきました。

さらに、全国障害者スポーツ大会への障害のある人の参加も支援しており、令和５年

度においては８競技に７４人の選手を派遣し、５１個の金メダルを獲得しました。個

人競技では、東京都、鹿児島県、大阪府に次ぎ全国第４位の成績です。 

障害者スポーツの課題は、競技人口が少ないこと、競技組織が脆弱であること、ま

た、身近な地域に利用できる施設と障害のある人のニーズに対応できるスポーツ指導

者の養成が必要であることです。さらに、登録している指導者から気軽に指導を受け

られる体制づくりが必要です。 

東京 2020 パラリンピック競技大会を契機として、障害のある人が県内全ての地域

でスポーツに親しめる環境の拡充を図る必要があります。 

障害のある人が制作する文化芸術作品等を発表する場については、障害のある人の

作品展を開催するほか、文化芸術関連行事を後援し、発表機会の確保と充実に努めて

きました。一方で、障害のある人の催しでなくても、積極的に障害のある人の文化芸

術作品等の発表の場の確保に努めることも必要です。 

スポーツや文化芸術活動だけではなく、障害のある人がボランティア活動など、地

域の暮らしに積極的に参加できるよう、障害の有無を越えて多くの人が交流できる機

会を確保することも必要です。 

気軽に利用できる余暇の場の拡大を図るため、公共施設、民間施設等に障害のある

人たちへの利用促進に向けた広報活動を強く働きかけるとともに、その協力を確保す

ることにより、経済的に負担も少なく身近で利用できる余暇の場の拡大を図っていく

ことが必要です。 

これまで、県では、学校卒業後の障害のある人が生涯にわたり学び続けることがで

きる環境を整えるために、特別支援学校とさわやかちば県民プラザで、学習プログラ

ム開発と企業や大学、福祉団体、ＮＰＯ等と連携体制を構築する実践研究事業に取り

Ⅰ 現状・課題 
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組んできました。加えて、県立図書館においても、対面朗読や録音図書等の収集・製

作、郵送貸出等により、障害のある人への読書活動・生涯学習活動の支援をしてきま

した。 

また、各市町村においては、特別支援学校の卒業生の保護者会が支援する障害者

サークル活動、ＮＰＯによる障害者スポーツ活動など、障害のある人の生きがいづく

りや社会参加に向けた活動などが行われており、県ではこれらの活動が県全体に普及

するよう会議や研修の場などで、働きかけを行っているところです。 

こうした中、障害の有無にかかわらず、生涯にわたり、教育やスポーツ、文化など

の様々な機会に親しめるよう、より一層、教育施策とスポーツ施策、福祉施策等と連

動させながら支援していくことが必要です。 

令和元年度の「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」の施行を受け

て令和５年３月に策定した「千葉県読書バリアフリー推進計画」に基づき、障害のあ

る人の読書環境の整備を一層推進していくことも求められています。 

今後は、県内市町村の体制整備や取組の促進を図っていく必要があります。 

 

 

① 東京 2020 パラリンピック競技大会の開催を契機として、障害者スポーツの競

技人口の増加や認知度の向上を図るため、障害者スポーツの競技団体の整備や、

競技体験会等の開催への助成等を行います。 

 

② パラリンピック出場を目指す県ゆかりの障害者アスリートに対し、継続的に強

化・支援をするため、その取組への助成等を行います。 

 

③ 障害のある人のスポーツ・レクリエーションの拠点施設である千葉県障害者ス

ポーツ・レクリエーションセンターの利用を促進するため、引き続き、利用者の

ニーズに対応できる設備の充実等を図るほか、各種情報媒体を活用した広報活動

を推進します。あわせて、周辺施設との連携等によりスポーツ・レクリエーショ

ンセンターの拠点としての機能充実を図るとともに、地域のスポーツ施設を利用

しやすいように環境整備に努めます。 

県立学校体育施設の開放について、各開放校の課題・要望等を把握し、「開放校

が開放しやすく」、「利用者相互が利用しやすい」環境を整備できるよう助言する

など開放の促進に努めます。 

また、県内の公共社会体育施設の整備状況や障害のある人の利用の可否等につ

いて、隔年で調査し、情報提供を行います。 

 

④ （一社）千葉県障がい者スポーツ協会、障害当事者団体など関係団体との連携、

Ⅱ 取組の方向性 
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パラスポーツ指導者の養成、千葉県障害者スポーツ大会の競技種目の充実、選手

への支援強化に取り組み、全国障害者スポーツ大会における本県選手団の更なる

躍進を目指します。また、千葉県障害者スポーツ大会等の障害者スポーツイベン

トを開催するとともに、障害のある人が幅広く参加できるよう、その内容の充実

を図ります。 

 

⑤ 障害のある人が、気軽にスポーツ指導を受けることができるよう、幅広い種目

の指導者の養成を図ります。 

 

⑥ パラリンピック競技大会・デフリンピック競技大会・スぺシャルオリンピック

ス世界大会等の世界的規模の障害者スポーツ大会について、表彰制度の活用等に

より、大会の周知・啓発に努め、県民の理解促進を図ります。 

県立特別支援学校が実施している障害者スポーツを通した交流活動の実践研究

により、障害者スポーツの普及と心のバリアフリーの推進を図ります。 

 

⑦ 特別支援学校を積極的に活用して、障害者スポーツの進展、推進に取り組みま

す。障害のある人が生涯にわたってスポーツ活動を楽しむため、普及・啓発を進

めるとともに、障害者スポーツを通した地域との交流を推進し、地域への障害者

スポーツの振興を図ります。 

 

⑧ 障害のある人とない人が交流を図りながらパラスポーツの魅力を体験・体感で

きるパラスポーツフェスタを実施し、障害者スポーツを広く周知します。また、

市町村等へコーディネーターを派遣し、スポーツ体験会や教室等を開催するとと

もに、引き続き、競技用具の貸出しを行うなど、障害のある人が、地域でスポー

ツに親しめる環境を整備します。 

 

⑨ 障害のある人が制作する文化芸術作品等を発表する場を提供するほか、指導者

の育成や相談体制、情報収集、分かりやすい情報発信の充実に努めます。また、

文化芸術関連行事の後援、障害のある人とない人が一緒に行うワークショップの

実施、障害のある人による作品の展示等を通じて、障害者芸術の振興及び障害の

ある人への理解の促進を図ります。 

 

⑩ 県内の特別支援学校において、児童・生徒等の豊かな心を育むため、プロのオー

ケストラを各校に派遣し、巡回公演を開催します。 

 

⑪ 県立美術館・博物館について、「文化にふれ親しむ環境づくり」の取組として、
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人によるガイダンスや展示物に触れる体験等を通じて文化芸術へ触れる機会を

提供します。 

なお、今後、映像番組を作成する場合は、字幕を入れるなど聴覚障害のある人

への支援を検討します。 

 

⑫ 県内の公民館等に障害の有無にかかわらず参加できる学びの場ができるよう

に支援するとともに、研修会等を開催し、学校卒業後の障害のある人の学びにつ

いて普及を図ります。 

 

⑬ 県立図書館において、千葉県読書バリアフリー推進計画に基づき、障害のある

人が利用しやすい書籍等の充実や円滑な利用のための支援の充実等を進めると

ともに、支援に係る人材の育成や広報活動の充実等を図り、障害のある人の読書

環境の整備を一層推進します。 

 

⑭ 障害のある人が社会の一員として地域で役割をもって生活していくために、市

町村の協力を得て、地域の清掃や自治会活動など様々なボランティア活動に関す

る情報の提供に取り組みます。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

９ 
パ ラ ス ポ ー ツ の 指 導 者 数

（人） 
８１２ 

増加を目

指します 

増加を目

指します 

増加を目

指します 

 

  

Ⅲ 数値目標 
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（５） 住まいとまちづくりに関する支援 

 

障害のある人の自己決定には自ら選択した場所に居住し、障害のある人がない人と

同じように自立した日常生活及び社会生活を営むことが含まれています。そのような

生活ができるよう、県としては、障害者条例により、障害のある人へ合理的な配慮が

なされるよう調整を行ったり、障害のある人への理解を広げるための周知活動を行っ

たりするなど、快適で暮らしやすい生活環境の整備に努めています。 

障害のある人や高齢者の外出時の不安を解消し、活動の幅を広げることを目的とし

た「ちばバリアフリーマップ」を県ホームページに掲載し、公共施設など多くの人が

利用する施設のバリアフリー情報を提供しています。 

障害のある人の視点に立ったバリアフリー化の推進のほか、安心して利用できる移

動手段の確保、公共交通機関等における減免・割引制度の充実、身体障害者補助犬制

度の普及や、障害のある人や高齢者等が安全で安心して暮らせるまちづくりを進める

ためのユニバーサルデザインの理念に基づいた建築物等の整備について、引き続き、

普及啓発が必要です。 

 

○公共施設等のバリアフリー化 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「バリアフリー法」

という。）」や「千葉県福祉のまちづくり条例（以下「まちづくり条例」という。）」で

は、施設の整備について必要な事項を定め、障害のある人や高齢者等が安全かつ快適

に利用できる施設の整備を促進しバリアフリー化を進めています。 

バリアフリー法に基づき、都市公園の出入口、園路、休憩所、トイレ及び駐車場等、

商業施設及びその駐車場並びに特定路外駐車場のバリアフリー化を促進しています。

都市公園においては、「どこでも、誰でも、自由に、使いやすく」というユニバーサル

デザインの考え方に基づいた施設の整備や管理にも取り組んでいます。 

また、公共交通機関のバリアフリー整備として、鉄道駅の改札口やプラットホーム

の改修、段差の解消、身体障害のある人のためのトイレ設置など旅客施設のバリアフ

リー化を今後も進めて行く必要があります。あわせて、バリアフリー化への努力義務

がある既存の商業施設や特定路外駐車場の管理者に対する制度の理解促進や早期の

整備について働きかけが必要です。 

公共交通機関のバリアフリー整備については、鉄道駅のエレベーターやホームドア

の整備、ノンステップバスや福祉タクシー車両の導入などがありますが、事業者の負

担や設置スペースなどが課題です。 

バリアフリー化が図られている県庁舎等の公共施設について、機能が維持されてい

るか確認しながら、利用する人の視点で管理していく必要があります。また、バリア

フリー化が図られていない施設についてバリアフリー化に向けた検討を行う必要が

Ⅰ 現状・課題 
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あります。加えて、県庁舎等の公共施設を利用する障害のある人に対して、適切な合

理的配慮の提供がなされるよう、県職員への研修等を行っています。 

視覚障害のある人などの移動支援のため、音響信号機等などの設置が必要です。 

また、バリアフリー法に基づき市町村が定める重点整備地区内の特定道路における

バリアフリー化、障害のある人が安全に安心して自動車を運転できるよう信号灯器の

ＬＥＤ化、道路標識の高輝度化等を推進していく必要があります。 

障害のある生徒等も安心して学校生活を送ることができる環境づくりを推進する

ため、車椅子利用等、移動に支障がある生徒等が在籍する学校のエレベーター整備を

進めています。また、これまで県立高等学校における多機能トイレは、校舎の大規模

改修や車椅子を利用する生徒等の入学等と合わせて整備しています。 

 

○住まいのバリアフリー化 

公営住宅については、バリアフリー化改修が未実施の公営住宅があり、障害のある

人を含め、高齢化とあいまって身体機能の低下に伴い居住継続が困難となる世帯が増

加することが予想されます。そのため、公営住宅の整備に当たっては、新築・建替え・

修繕・改善に合わせてバリアフリー化を実施しており、主に室内の段差解消、手すり

の設置などの整備を行っています。 

民間住宅のバリアフリー化については、「ちば安心住宅リフォーム推進協議会」と

連携し、住宅リフォームに関する講習会や相談会を実施しています。また、県ホーム

ページや市町村窓口等を通じ、住宅リフォーム助成等に関する情報を提供しています。 

 

○心のバリアフリー 

まちづくりのハード面の整備だけでなく、外出先や交通機関等での「周囲のちょっ

としたフォロー」や障害の特性に対する周囲の人たちの理解・配慮が重要です。 

また、障害のある人が安心してその人らしく暮らせる地域社会づくりを進めていく

ためには、県職員も「心のバリアフリー」への理解を深めていく必要があります。 

 

○公営住宅の供給と民間賃貸住宅等への円滑な入居の促進 

障害のある人が、身近な地域で自立した生活を営めるようにするためには、グルー

プホームのほか、一人暮らしを望んでいる障害のある人など、それぞれのニーズに応

じた住まいの場が必要です。 

そのためには、公営住宅の活用のほか、不動産関係事業者や居住支援関係事業者な

どと連携し、民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図る必要があります。 

 

○公共交通機関等の利用の促進 

民間事業者の自主的な取組として実施されている障害のある人及び介助者に対す
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る鉄道運賃、有料道路通行料等の割引・減免制度については、距離制限や精神障害を

対象としていないものもあり、制度の拡充について関係機関への働きかけが求められ

ています。 

 

 

○公共施設等のバリアフリー化 

① 障害のある人や高齢者が、安心して快適に暮らすことができるよう、病院、公

共施設等の建築物のバリアフリー化の一層の推進に向け、バリアフリー法に基づ

く整備を行うとともに、支援制度の活用や建築物のバリアフリー化の普及啓発を

行います。また、県庁舎等の公共施設の整備に当たっては、今後もバリアフリー

法や条例に基づく施設整備に努めます。 

県立高等学校のバリアフリー化を推進するためエレベーター、多機能トイレの

整備を進めます。 

 

② バリアフリー法やまちづくり条例に基づいて、障害のある人や高齢者等が安全

かつ快適に利用できる施設の整備を促進するために、建築主等に対する指導や助

言を行います。 

商業施設や特定路外駐車場のバリアフリー化を促進するため、引き続き制度の

周知・指導を行うとともに、バリアフリー基準の審査に係る情報提供や相談等に

適切に対応します。 

 

③ 鉄道駅のエレベーターやホームドア、内方線付き点状ブロック等の整備を促進

するため、引き続き支援を行います。 

 

④ バリアフリー法に基づく重点整備地区内の主な生活関連経路を構成する道路

を重点に、バリアフリー対応型信号機や視認性に優れた道路標識・標示等の整備

を推進します。また、歩行者・運転者双方の通行の安全を確保するため、歩行者

等と自動車の通行を分離する歩車分離式信号機、ＬＥＤ型信号灯器等の整備を推

進します。 

 

⑤ バリアフリー法に基づき市町村が定める重点整備地区内の旅客施設周辺等の

主要な生活関連経路（駅、官公庁施設、病院等を相互に連絡する道路）のうち、

国から特定道路として指定された県管理道路の区間において、引き続きバリアフ

リー化を推進していきます。また、視認性に優れた、道路標識の高輝度化を推進

していきます。 

 

Ⅱ 取組の方向性 
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⑥ 市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、物理的デ

バイスを適正に組み合わせることにより速度抑制や通過交通の抑制を行う、ゾー

ン３０プラスの整備・拡充を推進します。 

 

⑦ 河川施設のバリアフリー化については、地域の実情等を踏まえ地域ごとに検討

します。 

 

○住まいのバリアフリー化 

① 公営住宅のバリアフリー化を引き続き実施していくほか、更なる高齢社会に向

けた公営住宅の整備・管理の在り方について検討を深めます。 

 

② 民間住宅のバリアフリーについては、住宅リフォームに関する講習会や相談会

の実施、県ホームページや市町村窓口等を通じた情報提供を行います。 

 

○心のバリアフリー 

① 障害者条例による各種施策の展開や、障害のある人への理解を広げるための周

知・啓発活動を行うことにより、「心のバリアフリー」を一層浸透させていきま

す。また、障害者週間における啓発・広報活動の充実や、「障害のある人に対する

情報保障のためのガイドライン」の周知に努めるとともに、障害者団体等が行う

大会やイベント等の開催に対し後援等の支援を行います。 

 

② 障害のある人が安心してその人らしく暮らせる地域社会づくりを進めるため、

県職員に対し「心のバリアフリー」への理解を深める研修を実施していきます。 

 

③ 車椅子を使用する人をはじめ、障害のある人などで歩行が困難な人のために設

けられている「障害者等用駐車区画」について、障害のある人もない人も、誰も

が円滑に駐車場を利用できるよう、一般の駐車区画で車への乗り降りが可能な人

は障害者等用駐車区画への駐車を控えるなど、利用マナーの向上に向けた啓発に

努めます。 

 

○公営住宅の供給と民間賃貸住宅等への円滑な入居の促進 

① 公営住宅においては、障害のある人の利用促進に向けて、障害のある人の世帯

に対し、一般世帯より当選確率が高くなるよう優遇措置や、障害のある人の世帯

など、特に配慮が必要な世帯のみが申込みできる戸数枠を設ける措置を講じてい

きます。（再掲） 

 



 

142 

② 民間賃貸住宅への円滑な入居については、障害のある人等の住まい探しの相談

に応じる不動産仲介業者や、障害のある人等の入居を拒まない賃貸住宅を登録

し、ホームページ等で情報提供を行います。 

  また、千葉県すまいづくり協議会居住支援部会において、不動産関係事業者や

居住支援関係事業者などと連携し、賃貸住宅の登録制度の周知や有効活用方策の

検討を行います。 

  さらに、地域の実情に即した居住支援の充実を図るため、市町村においても、

居住支援協議会の設置など関係団体との連携を行う仕組みづくりを推進します。

（再掲） 

 

○公共交通機関等の利用の促進 

① 障害のある人の快適で暮らしやすい生活環境づくりを支援するために、障害の

ある人に対するＪＲ等鉄道会社の旅客運賃割引については、距離制限を撤廃する

よう関係機関に求めていきます。また、精神障害者保健福祉手帳に写真が貼付さ

れ、身体障害者手帳・療育手帳と同様に身分証明書として使用できるようになっ

たことから、身体・知的障害者施策同様に、ＪＲ等旅客運賃、航空旅客運賃、有

料道路通行料金等の割引を広く障害のある人に適用するよう、各種の機会を通じ

て国など関係機関に働きかけていきます。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

10 

多機能トイレが整備されてい

る県立公園 
    

 

公園数（箇所） １４ １４ １４ １４ 

整備率（％） ９３ ９３ ９３ ９３ 

11 

主要駅のエレベーター等の

設置による段差解消 割合

（％） 

９９．５ ９９．５ ９９．５ ９９．５ 

12 
県営住宅のうちバリアフリー

化された住宅数（戸） 
５，２７８ ５，４１８ ５，５２６ ５，６３４ 

13 

障害のある人等の住宅確保

要配慮者の入居を拒まない

住宅登録戸数（戸） 

３８，９７５ 
増加を目

指します 

増加を目

指します 

増加を目

指します 

  

Ⅲ 数値目標 
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（６） 暮らしの安全・安心に関する支援 

 

障害のある人が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、福祉、教育、

まちづくりなどの分野に加え、防災、防犯など幅広い分野での支援が必要です。 

平成２３年３月に発生した東日本大震災では、本県においても、地震に伴う津波や

液状化現象の発生があり、死者や行方不明者などの人的被害のほか、多数の建物被害、

道路、交通機関への影響やライフラインの寸断など深刻な被害を受けました。 

また、令和元年９月に上陸した令和元年房総半島台風（台風１５号）では、記録的

な暴風により、大規模停電とそれに伴う広範囲にわたる断水が発生し、同年１０月に

発生した令和元年東日本台風（台風１９号）では、竜巻と推定される突風、河川の越

水、土砂崩れなどにより大きな被害が発生しました。 

このような地震や台風等の自然災害を通じ、情報伝達、避難誘導、避難所等の災害

対応における各場面での障害のある人や、その人たちが利用する施設への支援に関

し、関係機関の連携等、様々な課題が明らかになりました。 

県では、平成２５年の災害対策基本法改正や、国における「避難行動要支援者の避

難行動支援に関する取組指針」策定により、市町村が取り組むべき事項として、災害

時等における避難行動要支援者名簿の活用や個別計画の策定などが示されたことに

伴い、これまでの「災害時要援護者避難支援の手引き」を「災害時における要配慮者

及び避難行動要支援者の避難支援の手引き」に改訂し、市町村等が災害時における要

配慮者対策等を実施する際の手引きを示しました。 

なお、「災害時における要配慮者及び避難行動要支援者の避難支援の手引き」につ

いては、令和３年の災害対策基本法の改正や国における「避難行動要支援者の避難行

動支援に関する取組指針」の改定等を踏まえ、個別避難計画に係る記載や災害時の要

配慮者に係る記載を拡充し、改定を行いました。 

また、平成２８年熊本地震において、避難所のバリアフリー化や避難所において障

害のある人が必要な物資の入手、障害特性に応じた支援を得ることができる体制の整

備が課題となったことを踏まえ、各市町村の地域防災計画の見直し等に資するよう

に、平成２９年７月に「災害時における避難所運営の手引き」を改訂したほか、令和

３年の災害対策基本法の改正により、同手引きに指定福祉避難所の指定等に関して追

記しました。 

障害のある人の災害時の避難場所として、障害のある人の防災拠点の整備を促進

し、県内に１０障害福祉圏域で１５箇所整備しています。また、特別支援学校では、

「学校における地震防災マニュアル」や「防災セルフチェック」（特別支援学校の防災

対応資料、平成２４年８月作成、平成２９年３月改訂）を活用して、情報の共有化、

関連計画の策定、防災訓練の計画及び実施などを行っています。令和４年９月現在、

特別支援学校２２校２３箇所が避難所等の指定を受けています。このうち、福祉避難

Ⅰ 現状・課題 
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所は１６校１６箇所、避難所は６校７箇所、一時避難場所は７校８箇所です。そのう

ち５校は、避難所と一時避難場所の両方の指定を受けています。 

避難誘導の際の障害特性に応じた情報保障や、単独での移動が難しい児童生徒への

配慮、職員の役割分担や地域自治体等との連携体制など、具体的な設営・運営計画を

含めた特別支援学校を活用した取組について、関係機関が連携した防災計画の見直し

が必要です。 

そのほか、自然災害などが発生した場合、被災地域の精神保健医療機能が一時的に

低下し、更に災害ストレス等により新たに精神的問題が生じるなど、精神保健医療の

必要性が拡大します。東日本大震災以降、発災直後から被災地に入って精神医療活動

を行う災害派遣精神医療チーム（以下「ＤＰＡＴ」という。）の体制整備が進められて

います。 

本県では、平成２７年度から、隊員を養成するための「ＤＰＡＴ養成研修」を、令

和４年度からは、「ＤＰＡＴ技能維持研修」を開催し、隊員がスキルアップできるよう

にしています。 

そのほか、内閣府主催の大規模地震時医療活動訓練等や厚生労働省ＤＰＡＴ事務局

主催の訓練にも参加し、実災害時に活動できるよう、定期的に実践訓練に参加してい

ます。 

今後、当県が被災する場合や、他県への派遣が長期にわたる場合を想定し、ＤＰＡ

Ｔ隊員を増やすとともに、ＤＭＡＴや他の医療救護チームとともに活動できるようス

キルアップしていく必要があります。 

また、県では令和２年に、大規模災害時に避難所等において障害のある人等の要配

慮者に対して福祉的な支援を行う千葉県災害福祉支援チーム・ＤＷＡＴの派遣体制の

整備を行ったところですが、近年、大規模災害が頻発していることから、今後、更な

る体制の強化を行っていく必要があります。 

自主避難の困難な障害のある人等が利用する要配慮者利用施設が立地する土砂災

害のおそれのある箇所について、土砂災害対策施設の整備を重点的に推進することが

必要です。 

防火安全対策については、障害者支援施設やグループホーム等において避難訓練等

が適切に実施されるよう、消防署等の関係機関と連携し周知・啓発しています。また、

平成２５年の消防法施行令等の改正に伴い、延べ床面積にかかわらず、入居者のうち

障害支援区分４以上の人が８割以上となるグループホームは、原則、スプリンクラー

設備の設置が義務付けられました。 

障害者支援施設等は、利用者やその家族の生活を継続するために不可欠なものであ

り、感染症や災害が発生した場合であっても、必要な障害福祉サービス等が継続的に

提供することが求められています。 

障害のある人が安心して暮らすための防犯対策については、警察と地域の障害者団
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体、福祉施設、行政等との連携の促進等により、犯罪被害の防止と犯罪被害を早期に

発見する取組が必要です。 

また、聴覚障害のある人などからの緊急通報手段は、既に整備されている「ＦＡＸ

１１０番」、「メール１１０番」、「１１０番アプリシステム」、「Ｎｅｔ１１９」、

「ＦＡＸ１１９番」に加え、一部消防指令センターにおいて、スマートフォン等によ

る「メール１１９番」が導入されています。 

障害のある人が性犯罪等の被害に遭うことが多い一方で、被害が潜在化しやすいと

いう指摘があります。犯罪被害者等のための相談窓口の周知を図るとともに、犯罪被

害者等からの相談に適切に対応できるよう、体制の充実に努めることが必要です。 

障害のある人の地域生活への移行の進展に伴い、悪質商法などによる消費者トラブ

ルに遭うことのないよう、消費者センターでは、障害のある人やホームヘルパー、施

設関係者等に対し、地域で開催する講座への講師派遣を行い、相談窓口の周知、早期

通報・相談の重要性についての啓発を行っています。 

障害のある人が、消費者被害に遭った場合、その被害を周囲に上手く伝えられない

ことがあると言われています。福祉関係者や消費者センターなどにおいて、障害の特

性に通じた相談員の配置や福祉関係者と消費者センターなどとの機関との連携が必

要です。 

 

 

① 「災害時における要配慮者及び避難行動要支援者の避難支援の手引き」、「災害

時における避難所運営の手引き」等を基に障害のある人などの要配慮者に係る市

町村の取組を促していきます。 

 

② 障害のある人をはじめとする避難行動要支援者に係る個別避難計画の作成に

ついて、研修の開催や先進事例の共有など、防災部門と福祉部門とで連携して、

市町村による個別避難計画の作成を支援します。 

 

③ 災害時における障害のある人への支援体制について検討を行うため、市町村な

ど関係者等との意見交換の場を設けます。バリアフリーへの対応やあらかじめ本

人に適した補装具等を保管するなど障害特性に配慮した避難所の整備を市町村

に働きかけることや先進的な取組を情報提供するなど、福祉避難所の充実に努め

ます。また、障害のある人の防災拠点と関係市町村、障害者支援施設及び障害福

祉サービス事業所の連携体制の構築に努めるとともに、これらの施設等で訓練等

を実施します。 

あわせて、防災拠点が未整備の圏域において施設整備の要望があった場合、防

災拠点と一体的な整備とすることを条件とするなど、障害福祉サービスを運営し

Ⅱ 取組の方向性 
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ている事業者に対して働きかけを行い、全ての障害福祉圏域に障害のある人の防

災拠点の整備をすることを市町村を通じて促進します。 

災害発生時には、施設等の被害状況や支援ニーズを把握し、関係機関と連携し

て、電源車の配車等、必要な支援に努めます。 

 

④ 災害時等の情報伝達のための人材確保として、災害時・緊急時においても聴覚

障害のある人、視覚障害のある人、盲ろう者に対して必要な支援ができるよう手

話通訳者及び要約筆記者、ガイドヘルパー、盲ろう者向け通訳・介助員の講習会

を開催するなど人材養成に取り組みます。一方、災害時に手話通訳者等の支援者

が対応できない場合に備え、それぞれの障害特性に応じた簡易な情報伝達方法の

検討にも取り組みます。 

 

⑤ 県及び市町村が実施する防災訓練においては、手話通訳者等の支援者と専門家

の連携や障害特性に応じて災害時要配慮者対象の各種訓練を今後も積極的に取

り入れます。 

 

⑥ 特別支援学校では、障害のある児童生徒の障害の状態や特性等に応じた避難情

報の伝達・安否確認・避難状況の把握などが行えるよう、防災計画の立案と見直

しに努めます。また、福祉避難所指定を受けている１６校以外の特別支援学校に

ついて、専門性を生かした地域連携を進めるため、各市町の防災担当部署からの

要請に応じて検討を進めます。 

 

⑦ 大規模災害時における支援体制については、実践的な訓練が必要であるため、

引き続き防災訓練への参加や、ＤＭＡＴ等との合同訓練を実施していきます。ま

た、ＤＰＡＴについては、より多くのチームを派遣できるようにするため、養成

研修を継続的に開催しチーム数を増やすとともに、構成員の資質向上のための

フォローアップ研修や、災害時に迅速かつ適切に支援活動が行えるよう、消防や

他の医療チームとの合同研修に参加し、体制を強化します。 

千葉県災害福祉支援チーム・ＤＷＡＴについては、災害時、チームの避難所に

おける支援活動が円滑に行えるよう、今後、防災訓練への参加やチーム員への研

修の充実を図り、派遣体制を強化します。 

 

⑧ 水害や土砂災害が発生するおそれがある場合に、施設利用者の円滑かつ迅速な

避難の確保を図るため、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設

管理者等による避難確保計画の作成・避難訓練の実施について、市町村の関係部

局と連携して積極的に支援します。 
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⑨ 障害者支援施設やグループホーム等の防火安全対策等について、適切に実施さ

れるよう、消防署等の関係機関と連携しながら周知・啓発し、またスプリンクラー

などの消防設備の設置について支援に努めます。 

 

⑩ 土砂災害対策施設について、要配慮者利用施設、中でも２４時間滞在型で迅速

かつ緊急避難が困難と想定される収容人数が５０人以上の施設や、１階建ての施

設のように甚大な被害が想定される危険箇所の整備を優先して進めていきます。 

 

⑪ 障害者支援施設等においては、事業者に作成が義務付けられた業務継続計画に

基づき、定期的な訓練を実施することなどにより、感染症や災害が発生した場合

であっても、必要な障害福祉サービス等が継続的に提供されるよう、情報提供や

研修の実施等を通じて、事業者の取組を促していきます。 

 

⑫ 防犯対策について、関係者への障害特性等の理解の促進を図るため、それぞれ

の障害特性に応じた配慮について記載した「障害のある人に対する情報保障のた

めのガイドライン」を市町村役場等の公共機関だけではなく、広く民間事業者等

へ障害のある人への配慮の参考となるよう周知に努め、関係者の理解を促進しま

す。「１１０番の日」などのイベントを通じ、広く県民に「メール１１０番」及び

「ＦＡＸ１１０番」の仕組みを積極的に広報します。また、市町村役場や聴覚障

害者団体等に対し、「１１０番アプリシステム」について広報を実施します。 

 

⑬ 警察と地域の障害者団体、施設、行政等との連携の推進等により、犯罪被害の

防止と犯罪被害の早期発見に努めます。 

 

⑭ 障害のある人からの犯罪被害の相談に対し、関係機関が連携して適切に対応や

支援を行うとともに、ケース会議や医療従事者連絡会等を通じ、課題や解決方法

について意見交換をすることで、より円滑な支援を目指します。また、様々な機

会を通じて、相談窓口の広報啓発を行います。 

 

⑮ 障害者支援施設等を利用する障害のある人が安心して生活できるように、防犯

に係る安全確保のための施設整備や防犯に係る職員の対応に関する点検等の取

組を推進するとともに、関係機関や地域住民等と連携し、安全確保体制の構築を

図ります。 

 

⑯ 火災や事案発生時に聴覚・言語障害のある人がいつでもどこからでも円滑な緊
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急通報を行えるよう、県民に対し、スマートフォン等を活用した音声によらない

Ｎｅｔ１１９緊急通報システムの周知を図ります。 

 

⑰ 障害のある人からの通報への対応について、県消防学校において行う消防職員

への教育を今後も継続的に実施していきます。 

 

⑱ 身体障害や知的障害、精神障害など、様々な障害特性に配意した警察活動を推

進するため、今後も継続的に警察職員に対する各種教養を実施します。 

 

⑲ 言語によるコミュニケーション能力に困難を抱える知的障害のある人等、又は

取調官に対する迎合性や被誘導性が高いと認められる人に係る事件について、供

述の状況、供述以外の証拠品等を総合的に勘案しつつ、取調べの機能を損なわな

い範囲内で、障害の程度やコミュニケーション能力等の被疑者の特性、事案の内

容、被疑者の精神的負担や供述に与える影響等を考慮した上で、可能な限り広く

録音・録画を実施します。あわせて、被害者の特性や障害に応じた取調べについ

て、必要な助言・指導・教養を実施します。 

 

⑳ 障害のある人を消費者被害から守るため、金銭管理、ロールプレイング方式に

よる消費者教育や必要なときには誰かに手助けを求めることなど、自分自身を守

る心構えを身に付けるカリキュラムを社会教育や学校の授業などに組み込みま

す。あわせて、知的障害や精神障害のある人など、適切な判断をすることが困難

な人たちに対して、日常生活自立支援事業や成年後見制度による支援を行いま

す。障害のある人やホームヘルパー、施設関係者等に対し、消費者センター等の

相談窓口の周知、早期通報・相談の重要性についての啓発を進めます。 

 

 

№ 項   目 ４年度実績 ６年度 ７年度 ８年度 

14 
個別避難計画を作成した市

町村数（市町村） 
３３ ４４ ４９ ５４ 

15 
日常生活自立支援事業利用

者数（人）【再掲】 
１，７０１ １，７５２ １，８３２ １，９１２ 

 

  

Ⅲ 数値目標 
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（７） 障害のある人に関するマーク・標識の周知 

 

障害のある人に関する各種マークは、バリアフリー等に対応したルールや障害のあ

る人への支援の必要性等を伝えるものであると同時に、障害のある人への理解を促す

「心のバリアフリー」につながるものです。現在、行政、民間団体等により障害のあ

る人に関する各種マークや標識が設けられています。例えば、政令で定める程度の身

体障害のある人が運転する車に表示する「身体障害者標識」や、身体障害者補助犬同

伴の啓発のための「ほじょ犬マーク」などがあります。前者は法律により定められた

もの、後者は厚生労働省が啓発のためにデザインしたものです。このほか、聞こえが

不自由なことを表す「耳マーク」や、オストメイトのための設備があること等を表す

「オストメイトマーク」など、民間団体が設けたマークもあります。 

また、義足や人工関節を使用している人、内部障害や難病の人、妊娠初期の人など、

外見からは分からなくても援助や配慮を必要としている人が、周囲の人に配慮を必要

としていることを知らせることができる「ヘルプマーク」を平成２４年に東京都が作

成しました。本県においても、「ヘルプマーク」を表示した「ヘルプカード」や「スト

ラップ型ヘルプマーク」を作成するとともに、公共交通機関の優先席付近に貼付する

ステッカーを作成し、交通事業者に対し、車両の優先席付近への貼付を依頼しました。

あわせて、チラシやポスターの配布などを通して、市町村や関係団体の協力をいただ

きながら、普及・啓発に努めました。 

建物等へのマークの掲示等については、市町村や公共機関ごとに対応が様々である

ことから、その用途を踏まえ一層の周知・啓発を図る必要があります。 

 

 

① 県や市町村などの公共施設において、障害のある人に対応した設備や取組を示

すマークの掲示を進めます。また、各種マークについて、県ホームページや県民

だより、ＳＮＳ等を活用して県民への周知と理解の促進を図り、マークの普及に

努めます。 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 現状・課題 

Ⅱ 取組の方向性 
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【障害者のための国際シンボルマーク】 

所管：公益財団法人日本障害者リハビリテーション協

会 

障害のある人が利用できる建物、施設であることを

表す世界共通のマーク。障害の種類や程度にかか

わらず、全ての障害のある人を対象としている。 

 

 
【盲人のための国際シンボルマーク】 

所管：社会福祉法人日本盲人福祉委員会 

視覚障害のある人の安全やバリアフリーを考慮し

た建物、設備、機器に表示する世界共通のマー

ク。このマークを見かけた場合には、視覚障害のあ

る人の利用への配慮が必要。 

 

 
 

【身体障害者標識】 

所管：警察庁 

肢体不自由であることを理由に免許に条件を付さ

れている人が運転する車に表示する。危険防止のた

めやむを得ない場合を除き、このマークを付けた車

に幅寄せや割り込みを行った運転者は道路交通法

の規定により罰せられる。 

 

 
 

【聴覚障害者標識】 

所管：警察庁 

聴覚障害であることを理由に免許に条件を付さ

れている人が運転する車に表示する。危険防止の

ためやむを得ない場合を除き、このマークを付けた

車に幅寄せや割り込みを行った運転者は道路交通

法の規定により罰せられる。 

 
 

 

【耳マーク】 

所管：一般社団法人全日本難聴者・中途失聴者団

体連合会 

聞こえが不自由なことを表すと同時に、聞こえない

人・聞こえにくい人への配慮を表すマーク。 

このマークを提示された場合は、相手が「聞こえな

い・聞こえにくい」ことを理解し、口元を見せてゆっく

り、はっきり話す、筆談でやり取りするなど、特性に応

じたコミュニケーションの方法に配慮する必要があ

る。 

 
 

 

【ヒアリングループマーク】 

所管：一般社団法人全日本難聴者・中途失聴者団

体連合会 

補聴器や人工内耳に内蔵されている磁気誘導コ

イルを使って利用できる施設・機器であることを表

示するマーク。 

施設・機器に掲示することにより、補聴器・人工内

耳装用者に補聴援助システムがあることを示し、利

用を促す。 
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【手話マーク】 

所管：一般財団法人全日本ろうあ連盟 

耳が聞こえない人が手話でのコミュニケーションの

配慮を求めるときに提示したり、交通機関の窓口や

店舗等、手話による対応ができるところが提示する。 

 

 
 

【筆談マーク】 

所管：一般財団法人全日本ろうあ連盟 

耳が聞こえない人、音声言語障害のある人、知

的障害のある人等が筆談でのコミュニケーションの

配慮を求めるときに提示したり、交通機関の窓口や

店舗等、手話による対応ができるところが掲示す

る。 

 

 
 

【白杖ＳＯＳシグナル】普及啓発シンボルマーク 

所管：岐阜市福祉事務所障がい福祉課 

白杖を頭上５０ｃｍ程度に掲げてＳＯＳのシグナル

を示している視覚障害のある人を見かけたら、進んで

声をかけて支援しようという「白杖ＳＯＳシグナル」運

動の普及啓発シンボルマーク。 

 

 
【ほじょ犬マーク】 

所管：厚生労働省 

身体障害者補助犬法の啓発のためのマーク。 

身体障害者補助犬とは、盲導犬、介助犬、聴導

犬をいう。身体障害者補助犬法では、公共の施設

や交通機関はもちろん、デパートやスーパー、ホテ

ル、レストランなどの民間施設では、身体障害のあ

る人が身体障害者補助犬を同伴するのを受け入れ

る義務がある。 

 

 
 

【オストメイトマーク】 

所管：公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団 

オストメイト（人工肛門・人工膀胱を造設している

人）のための設備があること及びオストメイトであること

を表すマーク。 

対応トイレや案内板に表示される。 

 

 
 

【ハート・プラスマーク】 

所管：特定非営利活動法人ハート・プラスの会 

「身体内部に障害のある人」を表す。 

内部障害は外見からは分かりにくいため、障害の

存在を示し、理解を得るためのマーク。 
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「世界の障害」 

令和４年度 障害者週間のポスター 

小学生部門 

千葉県知事優秀賞 

 飯塚 まこと さん 

 

 
 

【ヘルプマーク】 

所管：東京都福祉局障害者施策推進部 

義足や人工関節を使用している人、内部障害や

難病の人、又は妊娠初期の人など、外見からは分か

らなくても援助や配慮を必要としている人が、周囲の

方に配慮を必要としていることを知らせることができる

マーク。 

 

 
 

【ヘルプカード】 

所管：千葉県健康福祉部障害者福祉推進課 

「ヘルプマーク」を表示したカード。 

災害時、緊急時又は日常生活の中で、困ったと

き等に周囲の人に手助けを求めることができる。 
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○障害のある人に関するマークの使用例 

  

「耳マーク」を使用したカードの例 

マークの横に必要とする配慮が記載されている。 

（全日本難聴者・中途失聴者団体連合会ホーム

ページから） 

視覚障害のある人等に配慮した機能がある歩行者

用信号の押しボタン 

歩行者用信号が青であることを音で知らせる機能

や、横断時間を延長する機能があるものもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ストラップ型ヘルプマークの使用例 

カバン等に取り付けて使用する。マーク本体の裏

面に貼付できるシールを同封しており、シールに

は、氏名や連絡先、手助けしてほしいこと等が記入

できる。 

ヘルプカードの使用例 

市販のカードホルダーに入れてカバン等に取り付

けて使用する。 

障害のある人に配慮した機能があるトイレ 
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本計画は、福祉分野のみならず、保健・医療、生活環境、雇用・就業、教育など

の幅広い分野にわたり、障害の特性やライフステージに応じた一貫した支援が行わ

れるように、計画の推進に当たっては、関係機関、関係部局が緊密に連携し、総合

的に取り組みます。 

また、障害のある人やその家族の様々なニーズに応えていくためには、国や市町

村、さらには障害者団体、企業等民間団体など多様な主体との関わりが必要である

ことから、相互に連携・協力を図っていきます。 

 

 

 

障害者施策は、幅広く県民の理解を得ながら進めていくことが重要です。県の広

報紙や新聞、県ホームページなど、様々な広報媒体を活用しながら施策を推進しま

す。 

また、身体障害者福祉大会、心のふれあいフェスティバルなどの各種イベントを

開催するとともに、障害者週間等における障害についての理解を深めるための活動

等について後援を行うなど、各種取組を促進します。 

県民やボランティアの参画を進め、県民相互の理解と交流を促進します。 

 

 

 

本計画は、年度ごとの「取組の方向性」の進捗状況、「数値目標」の達成状況及び

障害福祉サービス等の提供状況等について、策定推進本部会で評価・検討を行った

上で、施策推進協議会に報告するとともに、同協議会の意見を踏まえ、ＰＤＣＡ

（企画・実施・評価・見直し）の観点から効率的な事業の推進を図りつつ、必要に

応じ計画の見直しを行います。 

 

 
 

県としての施策の範囲を超えた全国的な法律・制度等の課題については、各種の

機会を通じ、国へ提案・要望を行うことにより、その早期の改善を求めていきま

す。 

２ 広報・啓発活動の推進 

３ 計画の評価と進行管理 

４ 国への提案・要望 

１ 計画推進に当たっての体制整備及び連携・協力体制の確保 


